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本論文の概要

企業活動は社会の持続可能な発展を達成する上で重要となる環境と経済の両立を決定

付ける役割を果たす.これは,経済的意味での発展,経済的価値の源泉は企業活動であり,

一方で同時に企業の経済活動からは多くの環境負荷が引き起こされるためである.さらに,

企業が提供する製品の性能やサービスのあり方次第で消費活動から発生する環境負荷量が

大きく異なってくる,これに対して,従来の経済学分野では企業にとって環境対策は非生

産部門でのコスト増加のみを意味し,投資に見合った収益が見込まれるものではないと認

識されていた.しかしながら近年の地球規模での環境問題が懸念され続ける中で,先逸諸

国の市場や消費者の環境意識の高まりとともに企業が行う環境保全対策-の投資やコスト

に対する見返りに大きな変化が生まれており,先進諸国の一部業種の大企業を中心に環境

-の積極的取り組みが企業経営をキとって不可欠な戦略として認識され,環境と経済の両立

が実現する兆しが見えつつある.こうした状況を受けて,一部の兆候をより大きな流れと

してより広範な業種,中′J、企業,さらに途上国企業が積極的な環境対策に向かうように後

押しするためには,企業経営において環境パフォーマンスと経済パフォーマンスがいかに

両立されていくかの「説明」が重要である.

一方で企業の環境保全取り組みを評価し改善策を提示する場合には,取り組みの結果と

して得られる環境パフォーマンスの包括的な評価,さらに取り組みに必要なコストが経済

効率性に与える影響などを明らかにする必要がある.また,先進国と比べて市場や顧客が

企業の環境経営に対して関心が低い途上国において,環境保全に取り-組むインセンティブ

が低い途上国企業を対象に汚染対策をどのように推し進めるかは重要な問題であると言え

る,こうした背景から,本論文は6つの章立てを行い各章別に次のように目標を設定した.

第1章は序論とし,本研究の導入としての役割を担う.これまでの先行研究において,

企業の環境パフォーマンスと経済パフォーマンスの間でどのような関係性が説明されてき

たかを経済学的視点と経営学的視点の2つの視点から考察し,それぞれのアプローチの特

徴を把握することで両者の長所を生かした分析フレームの作成を行う.

第2章では,企業の環境パフォーマンスを計る代表的な指標として多くの企業の環境報

告書やCSR報告書で採用されている環境効率に着目し,その特性と問題点を整理したうえ

でノンパラメトリックな効率性評価手法であるDataEnvelopmentAnalysis (DEA)とI耶erted

DEAを適用することにより,各企業にとって最適な環境経営戦略の提示と包括的な視野か

らのトップランナーの特定が可能な環境パフォーマンス評価方法の構築を目指す.第2章

の主な結論は次の2点である. (丑DEAによる複数指標を用いた統合環境効率指標を利用す

ることにより,消費者や株主に企業の環境パフォーマンスの全体像がより分かりやすく示

すことが可能である. ②DEAとInvertedDEAの分析結果より,業界内での自社のポジショ

ニングが特定可能となり,非効率な企業にとっては自社と他社の違いを明確にすることに
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よって,将来的な環境経営の意思決定で,参考にすることができる.

第3章では環境保全の取り組みに必要な追加的コストと経済効率性の関係に着目する.

企業が環境保全に取り組む追加的コストは業種によって異なっているが,米国TRIや日

本・欧州のPRTR制度,欧州や日本のReach規制など製造業全体を一斉に規制対象とする

施策に対して,経済性を圧迫せずに企業は対応出来ているかどうか,さらに対応できてい

る企業割合は業種によって異なっているかどうかを考察することは,規制のインパクトを

評価する上で重要である.そこで,企業の環境-の取り組みについて環境汚染物を考慮し

た生産性分析を適用し,異なる業種特性を持つ国内製造業10業種を対象に,企業が経済効

率を圧迫することなく削減を達成しているかどうかについて特定可能な分析フレームの構

築を試みた.分析方法にはノンパラメトリックな生産非効率性評価手法であるDirectional

DistanceFunction(DDF)を用いている.環境保全取り組みの特定結果を企業のアンケート調

査から得られた認知指標で考察した結果,回答の傾向に整合性が得られたことから,第3

章で提示した分析フレームを用いて企業が経済性を圧迫せずに環境保全取り組みを達成し

ているかの特定を行うことは可能であると言える,この分析フレームは,今後施行を予定

している国内版Reachなどの製造業を一斉に対象とする規制のインパクトを評価するうえ

で有用と考える.

第4章では途上国企業の取り組みを推し進めるための最適戦略について述べる.持続的

開発を達成するためには,先進国のみならず途上国の製造業企業の環境保全対策が必要不

可欠である.しかしながら,途上国の市場や顧客は企業が行う環境経営やその取り組みに

対する関心が先進国に比べて低い.こうした中で,途上国企業が高いモチベーションで自

発的に環境-の取り組みを行うインセンティブは低く,プロアクティブな環境経営を期待

することは難しい.ここで途上国企業の環境取り組みを推進させるための一つの案として,

途上国政府による環境保全を目的とした予算配分,さらには先進国による政府開発援助

(ODA)や京都メカニズムなどを通じて政策的に企業の環境-の取り組みを高めるような開

発を行う方法が挙げられる.第4章ではこうした投資予算に着目し,異なる生産規模や生

産技術を持つ複数の企業において,限られた投資予算に対して最大の効果が得られるよう

な配分(最適配分)を導き出すための分析フレームの構築を目的とする.分析方法はDDFを

用いている.第4章の主な結論は次の2点である. ①分析結果から推計した各企業の限界

削減費用と削減ポテンシャルを目安に,投資配分の優先順位を策定することが可能である.

② DDFを用いることによって,環境汚染物質の限界削減費用と潜在的な削減可能量が推

計可能であり,さらにそれらの結果を用いることで最適な予算配分の提示が可能となる.

特にデータを得ることが困難と予想される途上国企業に対して本分析フレームは有効であ

ると考える.

第5章では途上国企業に環境経営を導入するインセンティブを提示するためには,環境

経営が長期的には経済パフォーマンス向上に寄与するという実践的かつ説得力のある説明
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を行なうことを目的とする.特に,企業の内部要因である環境経営戦略や組織体制に重点

を置き,環境-の取り組みがどのような因果構造メカニズムによって経済的パフォーマン

スを改善させているかを明らかにすることで,より説得力のある分析フレームによって環

境と経済の関係性の説明を行なう.分析手法には共分散構造分析を使用した.企業の戦略

や組織などの内部要因の考察には経営学的アプローチを,環境・経済パフォーマンスの評

価には経済学的アプローチを適用し,内部要因とパフォーマンスの因果関係を明らかにす

ることを試みる.第5章から得られた結論は次の3点である. ①国内製造業の企業では

政府・社会・顧客からの要請を環境戦略で知覚し,明確な目標や方針を策定することで組

織体制や環境保全取り組み-と反映している.②パフォーマンス指標に経済学的アプロー

チを適用した分析結果から,企業は知覚した外部要因を環境戦略の策定に反映させ,その

戦略を元に組織を構築することで効率的な生産を行い,最終的には業界内で先進的なパフ

ォーマンスを達成するという因果関係性が示された.③認知指標でパフォーマンス評価を

行った分析結果では,環境パフォーマンスから経済パフォーマンス-の影響は,サンプル

全体と規模別の分析結果では有意な正の関係が見られたが,一方で業種別の分析結果では

有意性は得られなかった.従って,業種が梶在している製造業全体としては環境と経済の

両立可能性を得ることが出来たが,その一方で,同一業種内においてはかならずLも環境

パフォーマンスが高い企業が,高い経済パフォーマンスを達成しているとは言えない.

第6章は結論とし,第2章から第5章までの結果と本論文の総括を述べる.
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第1章　序論

本章では,企業の経済活動と環境汚染の因果関係を整理し,環境負荷削減のための取り

組みとその費用について経済学的視点と経営学的視点から説明を行なう.さらに,本研究

の目的である企業の環境取り組みの評価方法について,これまでの先行研究ではどのよう

な指標・手法の開発がなされてきたかを整理し,同時にその問題点及び限界について言及

する.また本研究の分析フレームを提示し,各章の相互関係を明確にする.

1-1.環境問題と企業の経営戦略の変化

1-1-1.環境問題の深刻化と企業を取り巻く状況の変化

急速な技術革命と経済発展により, 20世紀はかつてないほどの進歩を遂げ,非常に便利

で豊かな社会生活が実現可能となった.しかし同時に私たちは,大量生産,大量消費,大

量廃棄という言葉で表現されるライフスタイルを通じて,地球環境に大きな負荷を掛け続

けてきた.その結果,大気汚染,水質汚濁,地球温暖化,砂漠化,生物多様性の減少とい

った多くの環境問題を悪化させており,このままでは持続的な発展は難しく,後世-多大

な負担を残さざるを得ない状況になっている.

一方で環境保全に向けた各国の動きも世界的に拡がりを見せている, 「環境と開発に関

する世界委員会」 (ブルントラント委員会)報告書が持続可能な発展を開発の基本理念とし

て提示したのが1987年のことである.その10年後, 1997年には地球温暖化防止のための

京都会議が開かれ,温室効果ガスの一定の削減率を定めた京都議定書が調印された. 2005

年2月16日,ロシアの批准を受け京都議定書が発効し,先進諸国に対しては第1約束期間

である2008年から2012年に削減が義務付けられている. EUでは, 「電気・電子機器に対

する環境負荷化学物質規制(RoHS指令)」によって, 2006年7月以降,電気・電子機器に

鉛,水銀,カドミウム,六価クロム,ポリプロモビフェニル(PBB),ポリプロモジフェニ

ルエーテル(PBDE)の含有を規制している.さらに日本では,リサイクルに関して法整備が

進み,容器包装リサイクル法(1995),家電リサイクル法(1998),建設リサイクル法(2000),

食品リサイクル法(2000),自動車リサイクル法(2002)が制定され,企業のリサイクルに対す

る責任が問われるようになった.また,米国のToxic Release Inventory (TRI)や欧州の

Pollution Release and Transfer Registration (PRTR)などの,企業が排出する有害化学物質排出

量の情報開示請求制度も確立されており,企業から排出される環境負荷を消費者や市場が

より詳細に把握が可能となった.さらに欧州では欧州域内に輸入される製品に対して新し

い化学物質の登録・評価規制(Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of

chemicals:REACH)が2007年から運用が開始されている.国内でも1999年からPRTR制

1 REACH規制では,欧州で化学物質(製造過程で使用される化学物質や調剤中の物質も該当)を年間1トン以上製

造又は輸入する事業者に対し登録手続が義務付けられており,欧州域外の化学産業界,特に中小企業-の負担が過度
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度が開始され,さらに温室効果ガスの算定・報告・公表制度が2006年から始まっており,

企業の経済活動を取り巻くさまざまな環境対策や取り組みの要請が強まりを増している.

1-1-2.企業の経営戦略の変化

企業経営は利潤追求が目的であり,環境対策と企業経営は相反するものとして考えられ

てきた.しかし,環境問題に対する社会的関心が高まったことから,市場や顧客のニーズ

の中に環境保全の評価軸が加わり,企業に環境対策を求める声も大きくなった.この声に

対応すべく,環境問題に配慮した企業経営のあり方として環境経営が注目を集めている.

環境経営とは環境保全と経営事業の両立を目指す経営戦略であり,今日では多くの企業で

持続可能な企業経営のためには必要不可欠な戦略として認知されている.

環境経営の具体的実践として,日本の製造業企業はグリーン調達やゼロエミッション工

場といった生産プロセスのグリーン化,エコプロダクツや省エネルギー器機といった環境

保全志向製品の開発,環境マネジメントシステムが適切であることの証明であるISO14001

認証の取得,自社の環境-の取り組みを記載した環境報告書の発行・公表,環境-の取り

組みの費用と経済効果を金額換算し比較する環境会計の導入などが行われている.図1-1

は国内企業のISO14001認証取得割合の推移であり,図1-2は環境報告書発行企業の推移

である.両方の図において1997年から取得数と発行数が上昇し続けており,企業が環境保

全-の取り組みを市場や消費者に分かりやすい形で明示的に公表する企業が増加している

のが分かる.この背景としては,環境問題に対して真筆な態度で取り組むことで企業イメ

ージを向上し他社との差別化が図れる点や, ISO14001認証取得が融資や入札時の参加条件

の評価対象になるといった取引の優位性などが挙げられる.こうした環境経営の実践は,

ポーター仮説2にみるように積極的な環境経営が経済効率を上昇させると同時に,環境汚染

に対する膨大な賠償金やイメージダウンといった企業リスクの回避・予防にも効果的であ

る1).

になることが懸念されている.

2 Poter(1991)で提唱された仮説であり,適切な環境規制は企業の技術進歩を促し,国際競争力の向上に寄与すると

いう仮説.
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1996　1997　1998　1999　2GC泊　2∝)1　2002　2003　2C桝　2005　2006

-1-ロー上場企業-×一非上場企業

図1-1 ISO14001認証取得企業の割合2)

(出典)環境省,環境にやさしい企業行動調査20073

r~t^̂ __lilH顎

w-i

1 997　1 998　1 999　　20(泊　　2(泊1　2002　　2003　　2004　　α万　　2α)6

■喜■全社合計　【:三三ヨ上場企業　　団非上場企業　　一一{コー発行企業割合

図1-2　環境報告書発行企業数の推移と割合2)

(出典)環境省,環境にやさしい企業行動調査2007

1996年から環境省が東京　大阪,名古屋の各証券取引所の1臥　2部上場企業及び従業員数500人以上の非上場企

業等を対象に行っている環境経営に関するアンケート調査

3



1-2.企業の経済活動と環境汚染

企業の経済活動には直接的及び間接的な環境負荷が伴う.図1-3は企業の原材料消費量

と環境汚染排出量の関係を表した図である.直接的な環境負荷とは,企業の製造過程で発

生した汚染物質の排出量を指し,間接的な環境負荷とは使用する原材料に内包される環境

負荷を指す.企業から排出される環境汚染は,原材料消費に伴う環境汚染発生量と,発生

した汚染物質の回収・除去量によって決定し,企業の環境汚染発生量は原材料消費量の大

きさに依存する.つまり原材料投入量が増えれば環境汚染発生量は増加し,逆に原材料投

入量を削減すると環境汚染発生量は減少する.従って,企業が経済活動に伴う環境負荷を

削減するためには,原材料投入量の節約と発生した汚染物質の回収・除去を行うことが重

要である.前者は製造工程を効率化することで省エネ・省資源といった原材料投入量の節

約を達成される.一方で汚染物質の回収・除去の工程では,集められた廃棄物の再資源化

を行い原材料として再利用する取り組みと,再資源化せずに廃棄物として企業外部に排出

するケースに分類できる.前者は水資源消費によって発生する工業排水をリサイクルして

循環水として用いるケースがあり,後者には排煙脱硫装置によって二酸化硫黄の回収・除

去を行った結果,発生する廃棄物(汚泥)が挙げられる.

-原材料

再資源化 -回収.除去ト - 廃棄物
i

投入量L l 製造工程ト 環境汚染発生量l 適 温 )

ー間接的な環境負荷

図1-3　原材料消費量と環境負荷の関係

(出所)著者作成

こうした企業の対策取り組みは大きく2つに分類できる. 1つ目は工程内対策(クリーナ

ープロダクション型対策: CP型対策)であり,製造工程の効率化や廃棄物の再資源化によっ

て環境負荷量を削減する取り組みである. 2つ目は発生した汚染物質に対して煙突や配水

管などの出口にフィルターなどを設置し,汚染物質を取り除く対処療法的な環境対策であ

り,エンドオブパイプ型対策(EOP型対策)と呼ばれる. EOP型対策の代表的な手法として

は排煙脱硫装置や廃水処理装置がある, EOP型対策の短所としては二次汚染の発生(例:

廃水処理によって汚泥廃棄物の発生)が起こりうる点や,設備設置費用とランニングコス

トが必要となる.一方で, CP型対策にはEOP対策と同様に初期投資が必要となるが,拷

染物質除去のためのフィルターや吸収剤などが不要なためランニングコストが安価である.
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さらに生産工程の簡略化・効率化を行うため原材料や労働力が節約出来ることから,コス

トの削減が期待できる(Baas, 1995)3). CP型対策の代表的な手法としては,製品設計を効率

化することで必要な原材料投入量を節約するエコデザインや,資源リサイクルなどの方法

・m'・・-

1-3.経済学と経営学の視点による企業の環境保全取り組み評価

1-3-1.環境と経済の理論的関係

企業活動は社会の持続可能な発展を達成する上で重要となる環境と経済の両立を決定

付ける役割を果たす.これは,経済的意味での発展,経済的価値の源泉は企業活動であり,

一方で同時に企業の経済活動からは多くの環境負荷が引き起こされるためである,さらに,

企業が提供する製品の性能やサービスのあり方次第で消費活動から発生する環境負荷量が

大きく異なってくる.これに対して,従来の経済学分野では企業にとって環境対策は非生

産部門でのコスト増加のみを意味し,投資に見合った収益が見込まれるものではないと認

識されていた.しかしながら,市場や消費者の環境意識の高まりとともに環境対策に対す

る投資やコストに対する見返りに大きな変化が生まれている.たとえば,環境問題に積極

的に取り組むことで企業のイメージアップが図れる点や,ISO14001認証取得が融資や入札

の基準に反映されるようになった.こうした外部環境の変化は,企業における環境対策の

成果と経済的成果の関係にどのように影響するであろうか.

これまでに企業の環境パフォーマンスと経済パフォーマンスの両立に関する実証研究

が数多く行われてきているが,その結論は大きく2つに分類される.第1は,経済パフォ

ーマンスと環境パフォーマンスの間にはトレードオフの関係があり,環境保全に費やす費

用は追加コストであるという考えである(WalleyandWhitehead,1994)',4)したがって,環境

法令遵守のために支出されるコスト増加は,競争上の不利をもたらすという見解である(図

1-4中の(a)参照).こうした見解は,古典派経済学分野での認識と一致している・

第2は,ポーター仮説を支持するものであり,環境パフォーマンスの改善は競争優位を

発揮しうる潜在的な源泉であるという考えに基づく.環境保全に費やす費用は技術革新を

もたらすための投資であるという考え方である(Porterandv.d.Linde,1995)5).これは,環境

パフォーマンスの改善はより能率的な生産工程,生産性の改善,低い法令遵守費用,新し

い市場機会をもたらすと考えられるからである,

後者の環境と経済の両立を支持する見解は,さらに2つ解釈に分かれる.環境パフォー

マンスが向上するにつれて経済パフォーマンスも継続して向上するという解釈(図1-4中

の(b))と,両者の関係は逆U字型の関係であり,そのひとつの局面であるという解釈(図1-4

中の(c))である.関係(C)は,環境パフォーマンスを一定レベル以上に高めようとすると経

済パフォーマンスをかえって悪化させてしまう局面を考慮している点で異なる.
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図1-4　経済パフォーマンスと環境パフォーマンスの理論的関係

(出所) Wagner, M. etal., 20026)に著者が加筆修正

ただし,この転換点は市場や消費者の環境意識の変化によって変動することが考えられ

る. Schaltegger(2002)7)では,これまでの環境と経済の関係性に関する先行研究をまとめ,

その理論的検証を行っており,必ずしも企業の環境経営は経済パフォーマンスを向上させ

るのではなく,その企業の経営状態や市場,社会,政府などの環境問題-の関心などに依

存していると結論付けている　Al-Tuwaijri(2004)8)では, 1994年度の米国S&P500のデー

タベースから198社のデータを用いて三段階最小二乗法の同時方程式により,環境パフォ

ーマンスと経済パフォーマンスに加えて環境情報開示性(Environmental disclosure)との

関係性を検証している.環境パフォーマンスが良い企業はより積極的に環境情報を開示し

ており,さらに経済パフォーマンスも良いと結論付けている.これは,同業他社と比べて

環境パフォーマンスに優位性を持つ企業の企業戦略には,企業イメージアップを目的とし

た積極的な情報開示やアピールが策定可能であることを示唆している.

1-3-2.経済学と経営学による企業の環境保全取り組みの解釈

前述したように,伝統的な経済学分野では企業の環境-の取り組み費用が追加コストを

認識されるため,環境と経済の関係は図1-4の(A)になると考えられている.一方で,経営

学的視点では,ポーター仮説に代表される環境と経済の両立可能性を支持する理論が発表

されており,その関係性は図1-4中の(ち)もしくは(C)になると考えられている.これらの

違いは,` 2つの学問のどのような立場の違いによるものかを整理するために,経済学と経

営学における企業の解釈を比較する.表1-1は経済学と経営学による2つの視点による解

釈の比較表である.この表を参照しながら,経済学的視点と経営学的視点から観察した企

業の環境保全取り組みについて,説明を行なう.
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表1-1経済学と経営学の視点から見た企業の比較表

経済学的視点 経営学的視点

企業とは

.財 .サービスの生産, 資源

消費, 汚染排出, 雇用の創造

を行 う主体

.財 .サービスの生産を目的とした組織体

.成長 .衰退する生き物

企業の目的 .利潤最大化 (費用最小化)

.社会的責任

.利潤追求

.競争優位の獲得

経営戦略の .労働 .資本の配分効率
.従業員の意識, 能力

. トップリーダーシップ

.市場でのポジショニング

決定要因 .採算性 (費用便益)

企業にとつ

ての環境対

策費用

.追加的な費用 .追加的な費用

.外部経済性を内部化した場 .潜在的な競争優位性獲得の機会

合は,P経済合理性が保たれる .新 しい市場の開発

限り取 り組みを行 う .技術開発へのインセンティブ

(出所)著者作成

(1).経済学的視点による企業の環境保全取り組み評価

経済学において,企業は市場原理に基づき利潤最大化を目指す財・サービスの生産主体

であるとともに,資煉消費及び環境汚染排出を行う主体であるとされる.経済学的アプロ

ーチでは企業は完全競争市場の下で利潤最大化を目指すと仮定し,財・サービスの価格は

市場原理によって決定される.さらに消費者の購買選好は価格によってのみ影響されるた

め,企業から排出される環境汚染の強度については明示的に市場競争力には反映されてい

ない.一方で企業が利潤最大化を達成するためには,原材料コストや法令順守のための汚

染対策費用を最小化する必要がある.従って,企業はCP型対策によって省エネ・省資源

化を目指すことで,原材料コストの削減に積極的に取り組むと考えられる.ここで企業か

ら排出される汚染が法令基準を満たしているケースを考える.このケースでは,企業は原

材料コスト削減のためのCP型対策取り組みは,費用最小化を達成するために引き続き行

われると考えられる.しかしながら,原材料コストの削減に寄与しないEOP型対策につい

ては追加的な費用であるとみなされるため,企業が利潤最大化を達成するためにはEOP型

対策に費やされるコストの最小化を目指すと考えられる.これはEOP型の対策設備や稼動

費用は直接的に生産性に貢献しないことから,企業にとっては非生産部門-の追加コスト

と認知されてしまうためである.ここで企業から排出される環境負荷影響による損失(外部

不経済)を適切に評価し,企業-の課税や罰金などによって負担させることで,社会全体の

効用を最大化するとされる.こうした外部不経済の内部化を経済学的手法によって試みた
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環境経済学分野の発展によって,環境汚染物質の経済的価値(シャドウプライス)の評価が

可能となる.環境汚染物質のシャドウプライスは,環境規制の罰則金額や汚染物資津の排

出権取引価格を設定する際に重要な基準となる9).外部不経済を内部化した場合には,企

業は汚染物質排出による罰金もしくは税金と取り組み費用との比較を行い,費用最小化と

なる最適点まで削減取り組みを行うと考えられる.

(2).経営学的視点による企業の環境保全取り組み評価

経営学的アプローチでは,企業は市場において同業他社との競争を繰り広げながら成

長・衰退する生き物であるとされ,企業は刻々と変化する財・サービス需要に対応しなが

ら,競合他社との競争に打ち勝つための優位性の獲得を目指す10)競争優位性は他社との

比較によって評価される相対的な指標であり,他社よりも低価格での財・サービスの提供

や独自の企業ブランドの展開など,他社との差別化を図ることで獲得できる.この競争優

位性と環境保全の両立を追及する企業経営が環境経営として認知されており,環境経営を

学問として体系化したものが環境経営学である.環境経営学の学術分野における役割は,

積極的な環境保全取り組みが環境と経済の両立をもたらすという理論的・実証的学術成果

を説得的に示すことである.そのためには,企業-のヒアリング・アンケート調査,企業

が発行する環境報告書,各種統計書などさまざまな方法で得られたデータに基づく実証分

析結果を提供する必要がある.こうして得られた分析結果により,どのような条件におい

て,どのような対応がなされた場合に,企業は環境と経済を両立することができるかのメ

カニズムについて明らかにし,循環型社会構築のための企業経営のあり方を提言すること

が可能である.

経営学的視点に立てば,企業が環境汚染対策に取り組む目的は環境規制の遵守に加えて,

同業他社に対して競争優位性を獲得するインセンティブが指摘できる.積極的な環境汚染

対策を行うことで競争優位性を獲得する方法として代表的なものが「規制の先取り」であ

る.規制の先取りとは,将来施行されると考えられる環境規制の先取りを行い,自主的に

環境規制の遵守を試みる企業戦略の1つである.規制の先取りを行うことで,企業は環境

規制が施行されるまでの期間に企業全体で問題意識の共有が可能となり,対応策を研究・

開発することでノウハウを蓄積し,より効果的で安価な対策を講じることが出来ると考え

る.また規制とイノベーションについての代表的な研究として挙げられるのが

Porter(1991)i)で発表されたポーター仮説である.ポーター仮説では,企業が新たな規制目

標を達成しようとする過程で技術革新が刺激され,環境保全に関する技術レベルを高め,

長期的には競争優位性の獲得を達成すると述べている.具体的には,早期から汚染物質の

対策を行い続けることで, ①取り組みの専門性が向上し,能率より対策方法を開発, ②規

制に準じた製品設計, ③環境負荷の小さい製造プロセスの開発, ④労働者の知識・能力が

向上し熟練する,といったメリットが期待できる.一方で,企業が規制の先取りを熱心に
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行いすぎると,研究開発費や設備投資額などが増大し企業全体の財務状況が悪化する恐れ

がある.従って,規制が施行されるまでの期間や市場の環境志向,同業他社による取り組

み状況などを考慮しながらバランスよく取り組む必要がある.

規制の先取りが企業の競争優位獲得に寄与するメカニズムは,企業が環境保全対策を続

けていくことによって経験が蓄積され,企業の環境経営能力が成長していくという仮説に

基づくものである.仮に規制の先取りを行わなければ,施行された環境規制が遵守出来な

いリスクが高まり,規制を達成できない場合には企業イメージの悪化や消費者の不買運動

によって経済的損失を被る恐れがある.規制の先取りはこうした潜在的リストを軽減する

とともに,企業がプロアクティブに環境経営に取り組むことで「地球にやさしい企業」の

イメージを消費者に伝達することが期待できる.実際に多くの企業で規制の先取りは行わ

れており,その取り組みを環境報告書や社会的責任報告書を通じて市場・社会・消費者に

アピールしている.

例えば化学製造業企業約190社で構成された日本化学工業協会(日化協)では, PRTR法が

制定される以前の1997年から独自に日化協PRTRを制定し,化学物質の排出量の把握を行

なうとともに,その削減においても加盟企業が協会内で培ったノウハウを生かしながらよ

り効率的なPRTRデータ削減-の取り組みを行っている.日化協に加盟する企業はワーキ

ンググループや研修会・セミナーなどを通じて,協会内の他の加盟企業との情報交換など

が可能となり, PRTR対象物質削減の具体的かつ明確な目標を持って環境経営に取り組む

ことが可能となった11)そのため, 2001年時点でPRTRデータの削減取り組みが遅れてい

る企業においても,協会を通して得られる対策法を効率的に適用していくことで,経済パ

フォーマンスを圧迫することなくPRTRデータの削減を達成することが期待される.

1-3-3.経済学的アプローチの限界と経営学的アプローチの必要性

企業の生産性分析や外部不経済性の評価など市場原理に基づいた経済活動のパフォー

マンス評価手法は経済学を中心に開発・発展しており,その分析方法は長年に及ぶ数多く

の研究によって精査されている.従って企業のパフォーマンス評価については経済学的ア

プローチが最も有効であると言っても過言ではない.しかしながら経済学的アプローチの

限界として次の2点が挙げられる. 1つ目は,企業は必ずしも利潤最大化条件の下で経営

戦略を策定するわけではない点,さらに2つ目は経済学的視点では企業の経営戦略や組織

体制といった企業の内部要因に関して言及することが難しい点が指摘できる.これは,級

済学において企業は完全競争の市場において経済的合理性の追求を行う経済主体と解釈し

ているため,経営戦略や組織体制は利潤最大化条件の下で設定されてしまうからである.

しかし現実世界での企業の意思決定には,同業他社との相対的なポジション,社会的責任,

長期的な目標と人材育成などの諸要因が寄与しており,策定される経営戦略の根底には,

利潤最大化に加えて様々な要因が寄与している.こうした企業の内部要因の評価・考察は,
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経済学的アプローチで発展してきた生産関数や統計的手法の適用が難しい.一方で経営学

的アプローチでは,認知指標を用いて企業戦略や組織体制を考察する先行研究が数多く発

表されており,その理論的検証もなされていることから,企業の内部要因を分析するツー

ルとしては適していると考える.

従って,企業の環境経営の取り組みを評価する上で,取り組みの戦略については経営学

的視点が重要であり,さらに取り組みの結果として得られる経済・環境パフォーマンスの

評価には経済学的視点が重要であると考える.この戦略と成果の因果関係の分析には経済

学と経営学の両方の視点が必要である.本研究では経済学的アプローチと経営学的アプロ

ーチを用いた領域横断型研究によって,企業の戦略に着目した環境経営のパフォーマンス

評価を試みる.

1-4.企業のパフォーマンス評価指標の分類

企業の経済活動及び環境保全取り組みの結果として得られるパフォーマンスには,多く

の評価指標が存在する.図1-5は縦軸に経済パフォーマンスを,横軸に環境パフォーマン

スをとった場合のパフォーマンス評価指標の図である.

図1-5企業の経済パフォーマンスと環境パフォーマンス評価指標の概念図

(出典)著者作成
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グループAは経済パフォーマンス評価を重視している一方で,環境パフォーマンス評価

については反映することが難しい評価指標群である.逆にグループBの評価指標群では,

環境パフォーマンス評価として実践的に利用できるが,経済パフォーマンス指標として利

用することは難しいことを表す.各グループの評価指標について説明を行なう.

1-4-1.経済パフォーマンス評価指標

企業の経済パフォーマンスとは,企業の市場競争力,収益性,生産効率性など経済活動

の結果として得られる指標で定義される.グループAに分類された指標は経済パフォーマ

ンスに着目した評価指標であり,生産性指標と収益性指標で構成される.経済パフォーマ

ンス指標は,企業-の投資・融資を行う株主や銀行などが企業経営の健全性を判定する判

断基準となることから,企業の経営戦略を決定する上で重要な指標であるといえる.

(1).生産性指標

生産性とは,投入と産出の比によって与えられる効率性であり,投入一単位当たりの産

出量が増えれば生産性は向上したと評価される,生産性については,労働投入当たりの生

産量で定義される労働生産性や,資本投入当たりの生産量で定義される資本生産性,さら

にはすべての投入要素と産出量の関係によって定義される全要素生産悼(Total Factor

Productivity: TFP)の概念がある.全要素生産性とは,産出の増加が労働や資本などの投入

要素の増加で説明できない部分を反映しており,一般に「技術進歩」を表す指標として経

済学分野を中心に用いられている.

今日のTFP計測手法はSolow(1957)12)とFa汀;ll(1957)13)の考え方が基本となっている.前

者はソロー残差4としてマクロなTFPの計測方法として確立し,後者はフロンティア非効

率性評価方法として確立した.フロンティア非効率性とは,最も効率的な企業群によって

構成されるフロンティアラインを参照することによって各サンプルの非効率性を評価する

手法である.この手法を用いる場合には,フロンティアラインを特定する必要があり,そ

の特定方法にはコブダグラス型関数やトランスログ型関数を用いるパラメトリックな手法

と,線形計画法を応用したノンパラメトリック関数による手法に分類される.前者はAigner

and Chu (1968)15)らによって確率的フロンティアモデル(Stchastic Frontier Analysis: SFA)と

して発展し,後者はChames et al. (1978)16)らによって包絡曲線分析法(Data Envelopment

Analysis: DEA)として発展した.両分析法を用いた生産性分析の研究は1990年代に入り急

速に増加している.

solow(1957)12), Jorgenson and Griliches(1967)14)によって発展した全要素生産性の推計方法であり,生産要素と投入要素の

変化率の差(残差)を全要素生産性として計算する手臥
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(2).収益性指標

企業の収益性を表す代表的な指標としては,総資本利益率(Return on asset: ROA)や自己

資本利益率(Return on equity: ROE)が挙げられる. ROAは企業の収益性を総合的に評価する

指標であり,総資本(資本+負債)に対する企業の利益で定義される. ROEは,自己資本(秩

主資本)の運用効率を表す指標であり,投資家が最も注目する収益性指標の-つである・ま

た売上高(経常)利益率(Return on Sales)は,企業の売上高に占める利益の割合で定義され,

製品価格・サービスに占める利潤の割合を表している. ROSが高い企業ほど高付加価値な

経済活動を達成していると言える.また,時系列での企業の成長率を反映する指標として

増収率や増益率がある.前者は前年と比較した売上の変化率であり,後者は利益の変化率

を指す.これらの指標以外にも多くの収益性指標が経営学や会計学を中心に応用・開発さ

れている.

1-4-2.環境パフォーマンス評価指標

企業の環境パフォーマンスとは,企業が行う経済活動に必要な資源・エネルギー投入量

や製造過程で排出される環境汚染物質の強度によって,どれほど地球環境に負荷を与えて

いるかを表す指標である.グループBに分類された指標は企業の環境パフォーマンスに着

目した評価指標であり,資源・エネルギー消費量や環境汚染物質排出量,さらにはそれら

を統合した統合化指標によって構成される.企業が環境パフォーマンス指標を用いた目標

設定や環境経営を適用することで,自社が発生させている環境負荷やそれに係る対策の成

果を的確に把握し,評価することが可能である.

(1).資源・エネルギー消費量及び環境汚染物質排出量

企業(特に製造業企業)が行う経済活動には,投入要素として資源・エネルギーが必要で

あり,さらに生産過程においては環境汚染物質が排出される.こうした経済活動に伴う環

境負荷量は,鉱物資源消費量やエネルギー消費量, C02, SOx, NOx,有害化学物質排出

量などで表される.環境報告書ガイドライン2007年版には, 「事業活動に伴う環境負荷及び

その低減に向けた取組の状況」を表す情報・指標として,表1-2の10項目を挙げており,特

に地域-の影響が大きいと考えられる3.水資源投入量, 7.大気汚染・生活環境に係る負荷

量, 8.化学物質の排出量・移動量10.総排水量については事業所別のデータを環境報告書

に記載することが望ましいと述べている.
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表1-2　環境報告書への記載が望ましい項目

投
入
要
秦

1.総エネルギー投入量及びその低減対策

2.総物質投入量及びその低減対策

3.水資源投入量及びその低減対策

4.事業エリア内で循環的利用を行っている物質量等

産
出
蝣'}'」

秦

5.総製品生産量又は総商品販売量

6.温室効果ガスの排出量及びその低減対策

7.大気汚染・生活環境に係る負荷量及びその低減対策

8.化学物質の排出量・移動量及びその低減対策

9.廃棄物等総排出量・廃棄物最終処分量及びその低減対策

10.総排水量等及びその低減対策

(出典)環境報告書ガイドライン200717)

(2).統合的環境パフォーマンス指標

企業が消費する鉱物資源・エネルギーや排出する環境汚染物質は多岐に渡り,それらす

べての物質について環境パフォーマンスの全体像を包括的に評価し比較・考察することが

望ましい.こうした問題に対して様々な環境パフォーマンス評価の統合化指標が開発され

てきた.

環境政策優先度指数日本版(Environmental Policy Priorities Index for Japan : JEPIX)は,

環境格付研究の一環として科学技術振興事業団(JST)から2003年に公表された日本にお

ける環境負荷の統合化指標であり,スイスの環境希少性(EcoScarcity)評価手法になら-'J

て開発された.環境希少性評価手法の基本概念は,環境政策目標と実際の環境状態の帝離

を,物質フローデータに基づいて評価することである. JEPIXを用いた包括的環境評価に

よって優先度の高い政策課題を明らかにすることが可能である.

こうした統合化指標に加えて包括的な環境影響評価手法も同時に開発されている.被害

算定型環境影響評価手法(Life -cycle Impact assessment Method based on Endpoint modeling:

LIME)19)は産業技術総合研究所で開発された統合化手法であり,製品によるさまざまな環

境影響を被害金額という形で統合化し,単一指標を算出することが可能である.統合化の

ウェイトは疫学,気象学,保全生物学,保険統計学などの自然科学的知見と,アンケート

調査データを用いたコンジョイント分析の適用や,環境経済学,社会学,心理学などの社

会科学に基づく分析結果に基づいており, 1000種類以上の環境負荷物質の統合化ウェイト

の選定を行っている.こうして得られた統合化ウェイトを用いて,自然環境を構成するエ

ンドポイント(生態系や人間社会など)のうち,何を被害量の評価対象とするかを定義し,

これに被害を及ぼし得る影響領域や環境負荷物質を抽出し,環境影響の被害金額を推計す
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る. LIMEを用いた統合環境効率指標の推計は,東京電力やユニ・チャームなど複数の企

業の環境報告書に利用されている.

1-4-3.環境と経済の両立性指標

前述した環境パフォーマンスの評価指標を用いることで,企業の経済活動によって生じ

る地球環境負荷を計測することは可能であるが,一方でその負荷量の変化が環境取り組み

によって達成されたのか,もしくは生産規模の縮小によって達成されたのかが明確ではな

い,企業が消費する資源・エネルギー投入量や排出される環境汚染物質量は製品生産量に

比例するため,企業の環境取り組みの成果としてグループBの評価指標を直接的に利用す

ることは難しい.これらの問題に対して,グループCの評価指標が必要となる.

(1).環境効率性指標

環境効率とは「より少ない資源利用や環境汚染物質の排出で,より多くの財とサービス

を創造すること」を念頭に計測される効率性である.具体的には資源投入量1単位当たり

の生産量や,環境汚染物質の排出量1単位当たりの生産量で与えられ,環境効率が上昇す

ることは資源生産性や環境汚染防止技術の向上を意味する.環境効率は次の2つの目標を

達成することによって上昇する. 1つ目は「資源の使用効率を改善することにより,より

少ないエネルギー・原材料の投入でより多くの財やサービスを生産する」ことであり, 2

つ目は「環境-の影響を横這い,もしくは減少させながら消費者-の付加価値を高める新

しい製品,サービスの開発」である.この環境効率を上昇させることが出来れば,生産量

を減らすことなく資源消費量や環境汚染物質排出量を減らすことが可能であることから,

環境効率は持続的な発展を成功させるための重要な指標であると考える.近年,環境情報

が明確に示された製品-の要望が消費者の中で高まっており,政府も環境に配慮している

製品を購入するように呼びかけている.このような状況の中で環境効率は製品の環境情報

を積極的に提供し,同時に製品機能・性能という価値の向上も容易に示せる利点を兼ね備

えた指標として関心が高まっている.また,環境効率の考え方を具体的な指標としてとら

えているのが, 「ファクター」のコンセプトである.ファクターとは,商品やサービスの効

率が,あるベースラインと比較して何倍の効率に達しているかを示す指標である.ローマ

クラブのレポート「第一次地球革命」の中に「ファクター4」の考え方が提唱されている.

「ファクター4」は環境対策を進め発展途上国の問題を解決するためには,豊かさを2倍,

環境負荷を半分にすることで達成可能とする考え方である.多くの企業で「ファクター」

を初めとする環境効率指標を自社の環境取り組みの評価指標として用いている.

(2).統合生産性指標

前述した環境効率性指標を用いることで環境パフォーマンス評価を行うことが可能で
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あるが,一方で企業の経済効率性を反映できないという短所も指摘されている.民間企業

の最大の目的は利潤追求であることから,経済パフォーマンスが明示的に評価されない環

境効率のみによって決定される企業の環境戦略や取り組み方針では,企業の経済効率性を

悪化させる危険性を持つ.しかしながら,経済パフォーマンスの評価指標として用いられ

る生産性指標や財務指標には　co2排出量や有害化学物質排出量などの製造過程で排出さ

れる環境汚染物質(以下,環境産出財)の削減取り組みを,明示的に生産性に反映させた研

究はほとんど行なわれていない.その理由として従来の生産性指標や収益性指標では環境

産出財を用いた生産性分析が理論的に難しい点がある　Hailu(2000)20)によれば「これまで

の生産性分析では労働,資本といった投入財と売上や付加価値といった産出財によって全

要素生産性や技術進歩などが評価されてきた.そして資源枯渇や環境汚染については,ほ

とんど考慮されていなかった,このような市場財にのみに注目した生産性分析では,得ら

れた結果を用いた政策提言などは環境負荷をいっそう高めるものになってしまう恐れがあ

る.」と述べている.

この問題に対して　Chambers et al. (1996)21)はDEAの考え方を応用し,環境産出財を用

いた場合でも効率性評価が可能な指向性距離関数(Directional Distance Function: DDF)とい

う評価方法を提唱した. DDFによってこれまでの生産性分析では明示的に考慮することが

難しかった環境負荷を生産性に組み込むことが可能となった(以下,環境負荷を考慮した生

産性を統合生産性とする).

1-4-4.競争優位性指標

グループA, B, Cで説明した指標の多くは企業の財務会計報告や環境汚染物質排出量の

モニタリングによって得られる数値データ(絶対尺度データ)を用いた評価指標である.し

かしながら,消費者が企業に対して持っているイメージや顧客満足性などを絶対尺度の数

値データを用いて明示的に表すことは難しく,計測にはアンケート調査などの認知指標(順

序尺度データ)を利用する必要がある.一方で経営学の分野ではリッカート5段階評価など

の順序尺度を用いて,これら競争優位性の認知指標を計測し分析する研究が数多く発表さ

れており,その理論的検証も行われている.従って,こうした競争優位性などのパフォー

マンス指標測定については,経済学的アプローチに比べて,経営学的アプローチを用いた

評価が適していると考える.

1-5.研究の目的と意義

企業の環境保全取り組みを評価し改善策を提示する場合には,取り組みの結果として得

られる環境パフォーマンスの包括的な評価,さらに取り組みに必要なコストが経済効率性

に与える影響などを明らかにする必要がある.また,先進国と比べて市場や顧客が企業の

環境経営に対して関心が低い途上国において,環境保全に取り組むインセンティブが低い
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途上国企業を対象に汚染対策をどのように推し進めるかは,今後の持続可能な発展を達成

するための重要なポイントとなる.以上の点をふまえて,本研究では下記の4つの目的を

設定する.

目的l. C02や有害化学物質等の影響の次元が異なる環境負荷物質に対して,従来の統合化

指標の問題点を整理した上で,より包括的な企業の環境パフォーマンス評価方法の

構築を目指す. (第2章)

目的2.特性が異なる業種に一斉に環境負荷物質の排出規制が施行される場合に,企業が

対策を講じるために必要なコストが経済効率性に対して与える圧力は業種によっ

てどのように異なっているかを明らかにする. (第3章)

目的3.環境-取り組むインセンティブが比較的弱い途上国企業において,環境保全取り

組みの奨励を目的とした投資を行う場合に,企業規模や限界削減費用を考慮した最

適な投資配分の組み合わせを明らかにする. (第4章)

目的4.途上国企業に対して自主的かつ積極的に環境経営に取り組むインセンティブ与え

るためには,環境経営が長期的には競争優位を向上させる働きを持つことを先進国

の事例で証明する必要がある.従って,国内製造業を対象とした企業の環境保全-

の意識,組織体制・構造,政府規制や社会・市場の要請が企業の取り組みに与える

影響を分析し,環境経営が経済パフォーマンスに対してどのような影響を与えてい

るかを経営学的アプローチと経済学的アプローチの2つの手法を組み合わせるこ

とで明らかにする. (第5章)

1-6.研究のフレームワーク

本研究の分析フレームを図1-4に示す.第2章では,環境パフォーマンスを計る代表的

な指標として多くの企業の環境報告書やCSR報告書で採用されている環境効率に着目し,

その特性と問題点を整理したうえでData Envelopment Analysis (DEA)とInverted DEAを適

用することにより,各企業にとって最適な環境経営戦略の提示や包括的な視野からのトッ

プランナーの特定が可能な環境パフォーマンス評価方法の構築を目指す.

第3章では環境保全の取り組みに必要な追加的コストと経済効率性の関係に着目する.

企業が環境保全に取り組む追加的コストは業種によって異なっているが,米国TRIや日

本・欧州のPRTR制度,欧州のReach規制などのように製造業全体を一斉に規制対象とす

る施策に対して,経済性を圧迫せずに企業は対応出来ているかどうか,さらに対応できて

いる企業割合は業種によって異なっているかどうかを考察することは,規制のインパクト

を評価する上で重要である,そこで,企業の環境-の取り組みについて環境汚染物を考慮

した生産性分析を適用し,異なる業種特性を持つ国内製造業10業種を対象に,企業が経済

効率を圧迫することなく削減を達成しているかどうかについて分析を行い,取り組みコス
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トが経済効率性に与える影響が特定可能な分析フレームの構築を目指す.

第4章では途上国企業の取り組みを推し進めるための最適戦略について述べる.持続的

開発を達成するためには,先進国はもちろん途上国の製造業企業の積極的な環境保全取り

組みが必要不可欠である.しかしながら,途上国の市場では企業が行う環境経営やその取

り組みに対する関心は先進国に比べて低い.従って,途上国企業が高いモチベーションで

自発的に環境-の取り組みを行うインセンティブは低く,プロアクティブな環境経営を期

待することは難しい.こうした背景において,途上国企業から排出される環境汚染排出量

を削減するための1つの案として,途上国政府による環境保全を目的とした予算配分,さら

には先進国による政府開発援助(ODA)やクリーン開発メカニズム(CDM)などを通じて政策

的に企業の環境-の取り組みを高めるような開発を行う方法が挙げられる.本章では,輿

なる生産規模や生産技術を持つ複数の生産主体において,限られた投資予算に対して最大

の効果が得られるような配分(最適配分)を導き出す分析フレームの構築を目的とする.

第5章では途上国企業に環境経営を導入するインセンティブを提示するためには,環境

経営が長期的には経済パフォーマンス向上に寄与するという実践的かつ説得力のある説明

を行なうことを目的とする.特に,企業の内部要因である環境経営戦略や組織体制に重点

を置き,環境-の取り組みがどのような因果構造メカニズムによって経済的パフォーマン

スを改善させているかを明らかにすることで,より説得力のある分析フレームによって環

境と経済の関係性の説明を行なう.
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図116　本研究の構造と分析フレームワーク

(出典)著者作成
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第2章　統合環境効率評価と環境パフォーマンス改善戦略の者察

本章では,環境パフォーマンスを計る代表的な指標として多くの企業の環境報告書や

csR報告書で採用されている環境効率に着目し,その特性と問題点を整理したうえでData

EnvelopmentAnalysis (DEA)とInvertedDEAを適用することにより,各企業にとって最適な

環境経営戦略の提示や総合的な視野からのトップランナーの特定が可能な環境パフォーマ

ンス評価方法の構築を目指す.

2-1.背景と目的

2-1-1企業の環境パフォーマンス評価

企業の経済活動によって生じる環境負荷(環境パフォーマンス)をどのように評価すべき

であろうか?企業の経済活動に起因する環境問題は多様であり,必要となる対策も多岐に

渡る(表2-1).さらに企業から排出される環境負荷物質はトレードオフの関係にある場合が

考えられる.例えば,資源枯渇問題の対策としてリサイクルに積極的に取り組んだ結果,

co2排出量が増加するなどのケースが存在する.このような汚染物質の削減取り組みの間

にトレードオフの関係が生じる可能性があるとすれば,企業の環境パフォーマンス評価に

は個別の環境負荷についての評価に加えて,すべての環境負荷を統合的に評価する視点が

重要であると言える.

表2-1国内企業が抱える主な環境問題と対策方法及び関連する法律

環境問題　　　　　　原因物質　　　　　　　対策方法　　　　　　　　法規制

水質汚染　　COD, BOD,六価クロム　　　　廃水処理　　　　　水質汚濁防止法

大気汚染　　　SOx, NOx, VOC, PMIO　　　　排ガス処理　　　　　大気汚染防止法

土壌汚染　ダイ慧孟ミ'廃棄物処理,3R　土壌汚染対策法

地球温暖化　　C02, CH4, N20, SF6　　　省エネ　ccsl　　地球温暖化対策推進法2

資振枯渇　　希少金属,水資源,石油　3R,エコデザイン　　　　省エネ法3

(出典)著者作成

さらに第1章でも述べたように企業の汚染排出量は原材料投入量に依存するため,企業

が世界的な不況によって生産量の減産を行った場合には,必要となる原材料投入量も少な

くなることから,汚染排出量も削減される.従って,汚染排出量の絶対値によって企業の

1二酸化炭素回収・貯蔵技術(Carbon Dioxide Capture and Storage: CCS)

2地球温暖化対策の推進に関する法律

3ェネルギ-の使用の合理化に関する法律
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環境パフォーマンスを評価した場合に,その排出量の変化が削減取り組みで達成したのか,

生産活動の縮小によるものなのかを明確に判断することが難しい.さらに企業が設定した

汚染物質排出量の目標に対して,積極的に排出削減に取り組んでいた場合でも,予定外の

生産拡大を行うことで目標となる排出量を超えてしまうケースが考えられるため,目標と

の整合性を保つ点でも問題が生じる.こうした指摘に対して,財・サービス生産量と環境

負荷量との比で定義される環境効率を用いることで上記の問題点を解決し,企業の資源生

産性や環境汚染防止技術の評価が可能である.

2-1-2.環境効率の利点と問題点

企業の環境パフォーマンスを測る代表的な指標として, WBCSDが提唱する環境効率

(eco-efficiency)がある1) 2)環境効率は,産出を資源投入量もしくは環境汚染排出量で除し

た割合で定義され,環境効率が上昇すれば環境パフォーマンスは改善したと言える.さら

に環境効率を測定することで,自社の環境取り組みの具体的な目標が設定可能であり,そ

の達成水準を確認して評価に結び付けることができる.

現在多くの企業の環境報告書で,積極的な企業努力の成果を社外に対して分かりやすく

伝えるツールとして環境効率が利用されている.消費者や株主にも理解しやすい指標を用

いることで,企業は目標に向けて実際に行動を起こし,具体的な環境負荷低減の成果を示

す必要がある.従って環境効率を用いることにより,実践をともなう目標管理を実現する

ことが期待できる.表2-2は各企業の環境効率測定に用いたデータ項目をまとめた表である.

表2-2からも分かるように,企業によって使用している分子・分母のデータ項目は多様であ

る.環境効率は資源投入量あるいは環境負荷に対する財・サービスの生産量によって測定

可能であるが,資源投入に用いられるデータには水資源,エネルギー資源,原材料などが

あり,環境負荷に用いられるデータにもCO2排出量,廃棄物排出量,有害化学物質排出量

といった複数のデータ項目が挙げられる.企業では個々のデータの組み合わせによって得

られた指標を用い,目標を設定している.しかし,これらの環境効率の測定方法には次の

ような問題点が存在する.

WBCSD15によれば「環境効率は,投入と産出の両者を確認する指標に依存するJとある.

つまり,環境効率の計測に使用する指標の選び方や統合の方法によって環境効率の値は変

わってしまうということである.さらにLivio-DeSimone(1997)3)でば「環境効率を用いる上

での問題点は,ひとつの環境パラメータの改善により,別の環境パラメータの悪化が見逃

される危険性がある.この問題は,主要パラメータのすべてをカバーする広範な個別測定

値を用いることによって緩和できるが,専門家でない人々は詳細な情報を把握することが

難しいため,環境影響と財・サービスの生産とを関連つける単一の測定値が求められる」

とある.また,金原・金子(2005)4)は「特定の指標の環境効率が高いからといって,それが

社会として環境負荷を削減し環境効率を高めるとは限らない.ひとつの指標の改善が他の
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指標を悪化させる危険があることにも注意しなければならない」と指摘している.これら

の問題点に対して,環境負荷を総合的に評価する統合化指標が必要となる.

表212各企業が環境効率の測定に用いた指標

企業名　　　環境効率指標の名称　分子に用いた項目　分母に用いた環境負荷項目

トヨタ自動車5)　環境効率性指標　　　　売上高
l. CO2排出量

2.廃棄物発生量

日本特殊陶業6)ェコ・エフイシェンシー　付加価値生産額
1.生産によるCO2排出量

2.廃棄物排出量

NTT東日本7) 環境効率性指標　　　　　売上高

l. CO,排出量

2.純正パルプ総使用量

3.廃棄物最終処分量

富士フイルム

ホールディング

ス8)

環境効率指標 売上高

1.温暖化ガス排出量

2.天然資源投入量

3.揮発性有機化合物排出量

4.容器包装材料使用量

5.廃棄物発生量

6.水投入量

富士重工業9) 環境経営指標 売上高

l. CO,排出量

2. PRTR移動排出量

3.廃棄物量

ブリヂストン10) 環境効率指標 売上高

l. CO2排出量

2.主要原材料使用量

3.廃棄物最終処分量

4.水資源投入量

5.揮発性有機化合物排出量

(出典)各企業の報告書より著者作成

2-1-3.統合環境効率の適用事例

Livio-DeSimone(1997)3)や金原・金子(2005)4)の指摘に対し,多様な環境-の影響を評価す

るための統合化指標及び手法として,国内ではJEPIXii)やLIME12),海外ではスイスのエ

コ・ポイント13)やオランダのエコ・インディケーター14)などが提案されている.これらの

指標は地球温暖化,大気汚染,水質汚染,土壌汚染などによる環境-の影響を重みづけし,

多様な環境影響度を単一指標で評価する方法である.利点としては,見る側にとって分か
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りやすく企業間の比較が容易であるという利点がある.表2-3はこれら統合化指標を利用

することで統合環境効率を計算している企業名と,用いたデータ項目及び統合化手法をま

とめたものである.東京電力やユニ・チャームでは統合化手法にLIMEを利用している,

一方でJEPIXを利用した企業には東京電力,大日本印刷,旭化成,住友化学などがあり,

東京電力では, LIMEとJEPIXの両指標を用いて比較している.

これらの統合化指標に共通する問題として,得られる指標はウェイトの決定方法によっ

て変化するため　c02を1トン排出することによる地球温暖化-の影響と　s02を1トン大気

中に排出することによる人健康-の影響といった,異なる評価対象次元の指標に対して,

どのように重み付けするかが問題となる.

表2-3統合環境効率を用いている企業一覧

環境効率
企業名　　　　　　　　　　　　　　　分子の定義

指標の名称

分母の定義

環境負荷項目　　　　　統合化手法

東京電力15)　　　　環境効率　　　　　売上高　　　　環境負荷総量

ユニ・チャーム16)　　環境効率　　　　　売上高　　　　環境負荷総量

大日本印刷17)　　　環境効率　　　　　生産高　　　　エコポイント

旭化成18)　　　　環境効率　　　　　売上高　　　　エコポイント

住友化学19)　　　環境効率　　　生産量,売上高　　エコポイント

三井化学20)　　　　ェコ効率　　　　　売上高　　　環境負荷統合化数

LIME, JEPIX

LIME

JEPIX

jepix

JEPK

パネル法4

(出典)各企業の報告書より著者作成

4パネル法は,専門家や一般消費者等がアンケートまたはグループディスカッションを通じて環境影響の価値付けを

行う方法である.様々な思想の総意として重み付け係数を設定している点で統合的な評価手法であるといえる.その

一方でアンケートにおける説明の仕方によるバイアスや質問対象者の選択方法の一般性をどのようにして確保する

のかという課題がある.
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2-1-4. DEAを用いた統合環境効率の研究

Tyteca(1996)21)'22)やOlsthoorn(2001) 23)では環境パフォーマンス評価指標の比較を行って

いるが,両論文ともDataEnvelopmentAnalysis(DEA)を用いた環境パフォーマンス評価方法

を使用することを勧めている.その理由としては,統合化の方法に柔軟性を持っており,

多投入多産出のデータにも対応可能である点や,線形計画法を用いて計算していることか

ら,得られた結果に対して頑健性がある点などが挙げられる.また,効率性は基準化され

ており,常に0から1の間を取るので比較が容易である.以下, DEAを用いた環境パフォ

ーマンス評価について研究している論文を紹介する.

Kuosmanen(2004) 24)はWBCSDの環境効率の考え方に基づき,経済価値と環境-の影響

の比率尺度によって環境効率を測定している.分析方法は費用便益分析法(Cost Benefit

Analysis: CBA)にDEAの可変ウェイトを適用したDEA-basedCBAModelを用いている・こ

の分析法の特徴は,経済価値を表す市場産出データと環境-のプレッシャーを表す資源消

費データ,環境汚染物質データが複数ある場合でも,それらすべてのデータを用いて,ひ

とつの統合指標として環境効率を評価することが出来るという点である.この分析法では

各環境汚染物質の可変ウェイトを価格(Shadowprice)とみなすことによって,費用データを

必要とせずにDEAによる統合環境効率性の評価が可能となる..また, DEAは各生産主体

が各々にとって最も都合のいいようにウェイトを選択出来るという分析法である.その結

果,この方法を用いた場合は費用が0となる非現実的な評価基準を用いるケースが多々あ

るが,その非現実的な評価基準を用いたのにもかかわらず非効率的と評価される生産主体

が存在するという点を重要視しなければならないと著者は説明している.このDEA-based

CBA ModelはDEAの特徴である評価の公平性に加えて,環境汚染物質の費用データを必

要としない点などを兼ね備えた費用分析法といえる.

Munksgaard(2005)25)はKousmanen(2004)と同様にDEAを用いた環境パフォーマンス指標

の作成方法を提案している.分析方法には次のステップを踏んでいる.まず,産業連関分

析を用いて,環境汚染財の排出一単位当たりのダメージコストの最大最小値を推計してい

る.そして,そのダメージコストの最大最小値をウェイトの制約条件としてDEAを用い

て,環境パフォーマンス評価を行っている.ウェイトに上限下限の制約を用いることで,

上記のKuosmanen(2004)の研究のように非現実的な結果になることはないが,その制約を

決定するまでの作業と制約範囲の妥当性の検証が必要となる.分析にはデンマークの産業

連関表を用いており,市場産出財には最終消費金額,環境算出財にはC02> CH4,N20, S02,

NOx, COを用いている.

これらの先行研究には次の問題点が挙げられる. 1つ目は, DEAで使用される可変ウェ

イトは各生産主体にとって最も都合の良い組み合わせで決定されるため,はずれ値が分析

サンプル内に含まれている場合には,フロンティアラインをゆがめてしまう危険性が存在

する. 2つ目は,先行研究の多くは得られた効率値のみに着目しており,可変ウェイトの
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組み合わせについてはあまり言及されておらず,各生産主体の特性についての考察がなさ

れてこなかった. DEAから得られる統合環境効率性と可変ウェイトは,生産主体が業界内

で位置するポジションを明確にすることが可能であり,さらにフロンティアライン上に位

置する企業と自社を比較することで,効率性改善を達成するためには,環境保全取り組み

のどの部分に力を入れるべきかを考察することが出来る.

2-1-5.本章の目的

本研究では,企業の環境パフォーマンスを総合的に評価する統合環境効率指標を, DEA

を用いて開発することを目的とする.これまでにDEAを用いた環境パフォーマンス評価

手法の開発はすでに行われているが,これらの研究では特異なサンプルの扱いについて言

及されていない.そこで,本分析ではDEAに加えてInvertedDEA(IDEA)を補完的に用いた

分析を行うことで,この問題点の解決を図る.さらに, DEAとIDEAから得られる可変ウ

ェイトより各生産主体の特性を考察し,各企業がどの部分に長所・短所を持っているかを

明らかにし,効率性を改善させるための最適な戦略を提示する. DEAとIDEAを用いた企

業の最適戦略を考察するという研究はこれまでほとんど行なわれていないことから,この

点が本研究のユニークな部分であると考える.

2-2.分析方法

2-2-1.DataEnvelopmentAnalysis

DEAはFarellのフロンティア非効率の考え方をノンパラメトリック分析に応用したもの

でCharnesandCooper.26)らにより確立された手法である.DEAは複数の投入・産出要素を

同時に扱うことが可能であり,これらの総合的な効率性を評価可能である点が特徴である.

今N個の企業からなる生産可能集合がP種類の投入財によってQ種類の財を産出する生

産活動をしているとする.このとき,k番目の企業の生産可能集合に対する効率性

βr>≦β;E4≦l)は以下の式(1)-(3)で表される・仮にβDEA
k-1であれば,k番目の企業は

効率的でありフロンティアライン上に位置することを表しており,逆にβDEA<1の場合に

は非効率であることを意味する.フロンティアラインとは,効率的と評価された企業によ

って規定される曲線を指す.
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目的関数

制約式

Max.
G

ftr = 2>f*f,
?=1

皇vpxp*
p=¥

蔓u,yォ妄vpxp,<≦1

vp≧0, u-≧0, ;-L2,～,k,～,N

t=

p.'はNxPの投入データ行列Xのp行ら列番目の要素であり　yqjはNxQの投入データ

行列Yのq行i列番目の要素である. uは投入データの可変ウェイト, Vは産出データの

可変ウェイトである.この可変ウェイト〝とγは各企業の効率性を最大化するように決定

され,サンプルごとに債が違ってもよいとする.効率性β:E4は投入と産出それぞれの可変

ウェイトとデータの積(以下,ウェイト負荷データ)の比率尺度によって決定される.この

分数計画問題は次の線形計画問題-と変形することが可能である.

目的関数

制約式

Q
Ma・βDBA
k∑u,yq,k
ォ=1

p

∑vpxp* -1
p=¥

Q       P

∑uqyq,i ≦∑vvxp,i
?=1　　p-¥

vp≧0, ua≧0, i-l,2,-,*,～,N

(4)

(5)

この分数計画問題と線形計画問題が同義であることはCharnes and Cooper.26)によって証

明されている.この線形計画問題の双対形は次のように書ける.
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I、i'jI-'j^

制約式

Min. β:E4

N
∑*,A-≦PDBA
kxp,k
白SI

N
∑vA..≧yq,k

l=1

礼.・≧0-1,2,-*,--,N)

(8)

(9)

Aは非効率な各企業が参照するフロンティアライン上の点を一意に決定するパラメー

タである.制約式の左辺はフロンティアラインを表しており,右辺は評価対象となるデー

タセットを用いる.このモデルでは各企業がフロンティアラインに対して,産出財γを変

化させずに投入財xをどこまで削減できるかを測定しており,削減可能分は「1-β;EA」で

表される・ β㌘<1のときは評価対象の企業には削減可能な余剰投入財が存在するため,

非効率とみなされる.

2-2-2. Inverted Data EnvelopmentAnalysis (旧EA)

DEAは最も効率的な企業群で規定されるフロンティアラインを基準に効率性の評価を

行う手法であるが,これに対して最も非効率な企業群で規定されるボトムラインを基準に

効率性の評価を行うInverted Data Envelopment Analysis (IDEA)が提案されている27), 28)

IDEAの計算式は, DEAの計算式から不等号の向きとβの乗ずる場所を変えている. IDEA

を解くことによって,どの企業が分析対象内で最も非効率かを評価することが可能である・

計算式は下記で定義される.

目l作;''<.'.'{

制約式

Min.PIDEA
k

N
∑/>蝣'九>xp,k

l=1

N
∑y,x.-
?.'>≦p㌘>EAyq,k
l=1

九>0(;=1,2,-,k,-,N)

(12)

(13)

IDEAでは各企業がボトムラインを基準に非効率性を評価しており,βIDEA
kが1のときは評

価対象め企業は最も非効率であると評価される・また,βIDEA
kがOに近づくほどボトムライ
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ンから離れていることを意味し,より効率的な企業であることを表す.さらにDEAの問題

点として指摘されている,ほとんどすべての生産主体のDEA効率性が1に近い場合にその

比較を行うことが難しい点や,特異な活動をする生産主体が効率的に評価されることでフ

ロンティアラインを歪める問題点などを,IDEAを補完的に用いることで解消出来る.

DEAとIDEAの評価方法の違いを簡便に説明するために,ZlからZ7までの7つの生産主体

による2投入1産出の生産活動を考える.図2-1はDEAの評価方法の概念図であり,図2-2は

IDEAの評価方法の概念図である.図2-1と図2-2は縦軸と横軸にそれぞれ産出当たりの投入

財を用いている.この場合,原点Oに近いほど少ない投入財で多くの産出財を生産してい

ることから効率的であり,原点Oから離れるほど非効率であると言える.図2-1では,DEA

の評価基準となるフロンティアラインはZl,Z2,Z7で規定されており,このときZ3のDEA

効率性β;;Aは,原点OからZ3-の線分OZ3とフロンティアラインとの交点pを用いて

β」f-|OP|/|OZ3|で計測される・一方で図2-2では,IDEAの評価基準となるボトムラインが

Z5,Z6,Z7によって規定され,Z3のIDEA非効率性βIDEA
z3は原点OからZ3-の半直線oz3と

ボトムラインの交点Qを用いてβ」fHOZ3|/|OQ|で計測される・

図2-1 2投入1産出でのDEAの概念図　　図2-2　2投入1産出での旧EAの概念図

(出典)著者作成

DEAとIDEAの分析結果を組み合わせることにより, 2つの基準値α1, α2を用いること

で,表2-4のように4のグループにサンプルを分類することが可能である. 1つ目のグループ

はDEA如率性が高くIDEA非効率性が低いサンプルで構成される'Efficient'の集合であり,

これらのサンプルはフロンティアライン近傍に位置する. 2つ目のグループはDEA効率性

が低くIDEA非効率性が高い企業で構成される'Inefficient'であり,ボトムライン近傍に位置

するサンプル群である. 3つ目のグループはDEA効率性が高く,さらにIDEA非効率性も高

いサンプルを指し'Isolate'と呼ぶ.

DEA効率値とIDEA非効率値の両方で高い値を取るサンプルは,活動の傾向が他のサンプル
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と大きく異なっていると考えられ,特異なサンプルとみなすことが可能である. 'Normal'

は上記3つのグループに当てはまらないサンプルを指す.このような分類方法を用いること

によって,従来のDEAでは考察することが難しかったサンプルの特異性などについても考

察が可能である.図2-1と図2-2で用いたZlからZ7のサンプルを4つのグループに分類する

と, ZlとZ2がEfficient, Z3とZ4がNormal, -Z5とZ6がInefficient, Z7がIsolateと評価される.

基準値α1, α2の推計方法にはクラスター分析の適用などが先行研究で報告されている

が27)本研究ではα -1, α。-1と設定した.その理由として,本研究でIDEAを用いる最大

の目的は,はずれ値によってフロンティアラインが歪められ,他サンプルのDEA効率性が

影響を受けるのを防ぐためである.この考えに基づけば, α <1> α2<1とした場合に,Isolate

と分類されたサンプルが存在した場合でも,そのサンプルのDEA効率性が1未満でフロン

ティアラインの規定方法に影響を与えない限りは他サンプルの効率性評価に影響しないた

め,問題視する必要はないと考える.逆にα -1, α2-1の場合にIsolateに分類されるサン

プルが存在すれば,フロンティアラインを歪めている可能性がある.こうした場合には,

Isolateと評価されている原因を注意深く観察し,他サンプルと明確に特性(業種特性や製造

する製品の特性など)が異なっている場合には分析対象サンプルから除外する必要がある.

表2-4　DEAと旧EAの分析結果による分類表

DEA効率性< α　　　　DEA効率性> αl

IDEA非効率性< α　　　　　　Normal(普通　　　　Efficient^効率的)

IDEA非効率性> α　　　Inefficiency(非効率　　　Isolate(特異)

(出典)山田(1994)27)を参考に著者作成

2-2-3.時系列分析への適用

本章ではDEAとIDEAモデルを時系列分析に対応するためにWindow分析29)とMalmquist

Index30)'31)の二つの分析方法を適用する.表2-5に分析方法の特徴や長所・短所の比較を載

せている.

表2-5　Window分析とMalmquist Indexの比較表

データの利用法　　　　　　　長所　　　　　　　　　　短所

Window分析　プ-リングデータ
可変ウェイトの時間変化の考察　　各年度の効率的な企業

最適戦略の提示　　　　　　　　　が特定できない

Malmquist Index　各年度のデータ

効率的企業の特定　　　　　　　　異なる時点での可変ウ

効率性格差の時間変化の解釈　　　エイトの比較が難しい

(出典)刀根(1993)29)とCaves(1982)31)を参考に著者作成
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(1). Window分析

Window分析は各年度における企業パフォーマンスを独立した活動とみなして時系列分

析を行う方法である29). Window分析を用いることで,分析対象年度すべての生産主体の中

から効率的なサンプルを決定し,そのサンプルによって規定されるフロンティアラインに

よって非効率なサンプルを評価することが可能である,この場合,分析対象年内のすべて

のサンプルの中で最も効率的なサンプルによって生成されるフロンティアラインが固定さ

れるため,各サンプルの可変ウェイトの時間変化を考察することにより,どの環境汚染物

質の排出削減に力を入れているかを考察することが可能である.一方で,各年度のフロン

ティアラインを特定しないため,効率的な企業の特定やフロンティアラインと非効率的企

業の効率性格差が時系列でどのように変化したかについては明確にすることができない.

(2). Malmquist Index

効率性の時間変化に関する研究では, Laspeyres IndexやPaasche Index, Tornqvist Indexな

どの多くの指数が経済学分野で開発・発展されてきた(Sudit, 1995)32). Malmquist Indexもそ

の中の指数の1つであり,他の指数と比べてDEAの分析フレームに組み込みやすい特徴を

持つ.その理由として,伝統的な指数計測手法では各生産主体がつねに効率的であると仮

定する必要があるため,フロンティアラインと各生産主体の距離を非効率性として認識す

るDEAの分析結果を直接的に用いることーが難しい点が挙げられる.その一方でMalmquist

Indexは各年度で得られた効率性評価結果の幾何平均によって効率性変化を計測するアプ

ローチであり, DEAの概念とも整合しやすい30),31)この手法の特徴は効率性変化の要因が,

効率的(先進的)な企業の技術進歩(フロンティアシフト)によるものなのか,非効率的な企業

が効率的企業にキャッチアップしたことに起因するものなのかを考察することが可能な点

である.さらに,各年度の効率的な生産主体が特定出来るため,表2-4で示した4つの分類

方法の適用が可能である.一方で,評価基準のフロンティアラインが毎年変化するため,

異なる年度の可変ウェイトを直接的に比較することが難しい点が短所として挙げられる.

Malmquist Indexの説明をP45の補足に記す.

2-2-4.分析のフロー

本章では,2つの効率性評価手法に対して2つの時系列分析手法を適用して計算を行

う.分析フローを図2-3に記す.最初に,フロンティアラインを基準として効率性を

評価するDEAと,ボトムラインを基準として非効率性を評価するIDEAのモデルを決

定する.次に,各モデルをWindow分析とMalmquistIndexにそれぞれ適用させる.義

後に,得られた時系列分析結果を考察することで,本章の目的の達成を試みる.
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効率性評価手法

D ata

Enve一opment

Analysis

hverted

Data

Envelopment

Analys】S

時系列分析

Window分析

Malmqmst Index

・可変ウェイトの時間変化
を考察することで、フロン
ティアラインに近づき、ボト
ムラインから離れるため
の最適戦略の提示が可能

・各年でトップランナーや非
効率な企業を特定可能
・効率性格差の時間変化
を測定
・フロンティアラインとボト

ムラインのシフトを観察

図2-3分析のフロー

(出典)著者作成

2-3.分析対象データ

本研究では実証研究として製造業の中で最も大量のPRTR対象物質(移動量を除く)を排

出しており　co2排出量データを集めるのが比較的容易であった自動車製造企業を対象に

分析を行った.本研究ではより包括的な環境効率評価手法-と拡張可能な分析フレームを

用いるが,企業の環境報告書等などから得られるデータに制約があるため,事例として温

室効果要因にCO2排出量,人健康影響要因にPRTR対象物質排出による人の健康-の影響,

生態系影響要因にPRTR対象物質排出による生態系-の影響を用いた3次元の環境負荷に着

目した統合環境効率評価を行う.以下,本章ではこの3次元を考慮した全体の環境効率を統

合環境効率と呼ぶ.統合環境効率の分子に用いる経済的成果としては,売上を使用した,

その理由としては,生産物の持つ経済的価値全体を反映していることに加えて,人件費削

減に伴うコスト削減など環境対策とは関連性が低い諸要因による影響が少ないことが挙げ

られる.売上データは日本経済新聞社のNEEDS33)から作成した　co2排出量は各企業が公

表している環境報告書から得た.複数の企業で物流や販売でのCO2排出量データが得られ

なかったため,ここでは製造プロセスで排出されるCO2排出量のみを対象とした. PRTR換

算排出量データ34)は経済産業省と環境省が公表した各年の排出量データに,神奈川県が公

表している評価対象物質の毒性評価表および毒性係数35)を用いて,人の健康-の影響の換

算排出量(以下, PRTR人健康)と生態系-の影響の換算排出量(PRTR生態系)を推計し使用した・

分析対象企業は国内自動車製造業の11社である.対象年度はPRTRデータが利用可能な

2001-2005年度の5年間とした.使用データはすべて単体データであり,売上は内閣府の平

成18年度国民経済計算(平成12年基準　93SNA)から経済活動別国内総生産の連鎖方式のデ

フレ一夕を用いて2000年価格にデフレートした.

A社からK社までの11社について,表2-6に売上/CO2排出量(以下. EECo2).表2-7に売上

/PRTR人健康(以下, EE人健康),表2-8に売上仲RTR生態系(以下, EE生態系)の2001年から2005年に
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かけての変化率をまとめて示した.表2-6からJ社を除く10社で2001年から2005年にかけて

EE,C。2が改善しており, A社やB社が高い環境効率を達成しているのが分かる.表2-7よりEE

人健康はすべての企業で増加しており,特にC社が大きく改善している.表2-8からEE生態系も

E社, K社を除く9社で大きく改善しており, B社やC社が高い環境効率を達成している.

表2-6　環境効率EEco2 (売上/CO2)の推移(億円/万トンC02)

2001 2002　2003　2004　2005　変化率

A　651　653　　709　　755

B　474　　489　　521　577

C　396　　364　　415　　423

n　411　434　　449　　468

E　430　　413　　471　473

F　389　　397　　422　　493

G　205　　206　　215　　242

H　473　　441　477　　523

I　346　　345　　373　　406

j　444　447　362　351

K　269　　276　　310　　299

828　　27%

699　　48%

501　27%

569　　38%

513　19%

495　　27%

263　　28%

586　　24%

440　　27%

376　　-15%

322　　20%

(出典)著者作成

表2-7　環境効率EE人健康(売上/PRTR人健康)の推移(億円/毒性換算トン)

2001　2002　2003　2004　2005　変化率

A　831　1061 1432　1567　1788　115%

B　1249　1410　1496　2008　3251　160%

C IO15　3648　3267　5939　4264　320%

D　593　　599　　622　1037　1073　　81%

E　555　　578　　632　　628　　776　　40%

F　572　　583　　702　1065　1237　116%

G　429　　669　　581　790　　799　　86%

H　614　　643　　665　1074　1343　119%

I　425　　596　　634　　826　　883　108%

J　537　299　443　630　1560　191%

K　903　　932　　946　　959　1050　16%

(出典)著者作成
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表2-8　環境効率EE生態系(売上!PRTR生態系)の推移(億円/毒性換算トン)

2001 2002　2003　2004　2005　変化率

A　20.0　22.6　32.3　34.6　38.8　　94%

B　32.6　37.6　40.1　51.6　111.2　241%

C　13.1　50.1　39.8　92.5

D　18.8　20.5　24.8　25.6

E　20.2　23.1　24.8　20.8

F　14.3　11.1 14.6　21.2

G　　8.4　　9.4　　8.9　15.i

H　8.1　9.9　11.1　20.5

I　　8.9　　9.3　10.8　15.9

I　13.1 17.0　11.2　18.0

K　17.9　18.6　19.2　17.i

80.6　　515%

38.7　106%

25.3　　25%

27.1　89%

19.7　134%

23.8　192%

18.4　106%

27.5　110%

19.8　　11%

(出典)著者作成

ここで本分析におけるデータ変数の利用方法について説明する　co2排出量やPRTR対象

物質排出量は製造過程で排出される副産物であり,一般に産出要素とみなされる.しかし,

これらは望ましくない産出要素であるため,効率性評価に組み込むときには,次の3通りの

方法を用いる可能性がある. 1つ目は逆数をとって産出に入れる, 2つ目は符号を負として

産出に入れる, 3つ目は投入要素とみなす方法である.これらの方法の違いは, DEAとIDEA

の分析結果のスコアを変化させるのみで,効率的もしくは非効率的な企業の特定には影響

を及ぼさない.

環境効率の考え方に基づけば,環境負荷と経済効果の比率尺度によって効率性が定義さ

れるため,望ましくない産出要素を投入要素とみなす方法は環境効率の考え方にも沿って

いる.さらにDEAの分析結果のスコアはフロンティアラインに対して,市場産出を変化さ

せずに汚染投入量を何%削減可能かが分かるという点から,本研究では3つ目の方法を用

いて分析を行うこととした.

2-4.結果と考察

2-4-1. Window分析の結果

表2-9と表2-10にDEAとIDEAの分析結果を載せている. DEAの分析結果では「1.00」は

最も効率的であることを示しており,数値が低ければ低いほどより非効率であることを示

している.ここで1からDEAの分析結果を引いた値は,仮に非効率な企業がフロンティア

ライン上の技術レベルに達した場合に,その技術改善によって売上高を変化させずにCO2

排地量, PRTR人健康, PRTR生態系を同時に削減可能となる割合を意味する.
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表2-9より2004年のC社, 2005年のA社とB社が効率的と評価されている.効率的と評価さ

れた3社の特徴を表2-6,表2-7,表2-8で見ると, A社では2001年から2005年にかけてEE'C02

が高いことから温暖化防止型企業と理解できる.さらにC社ではEE人健康とEE生態系で高い値

をとっていることから,汚染防止型企業と呼ぶことができる.また, B社はEEco2サEE人健康,

EE生態系のすべてで高いパフォーマンスを達成しており,温暖化対策と汚染防止の両方を兼

ね備えたバランス型であると言える.

次にIDEAの分析結果について考察する. IDEAの場合「1.00」は最も非効率的であるこ

とを示しており,数値が低ければ低いほどより効率的であることを示している. IDEAの評

価基準では,各企業が他社と比較して最も劣っている環境パフォーマンスを重視している.

表2-10より, 2002年のJ社, 2001年のG社とH社が非効率的と評価されている.この3つのサ

ンプルで規定されるボトムラインと各サンプルの距離で計測される非効率性は2001年から

2005年にかけて下がっており,ボトムラインから各企業が年々離れていったことが分かる.

表2-9　Window-DEAの分析結果　　　　表2-10　Window- IDEAの分析結果

2001　2002　2003　2004　2005

A 0.79　0.79　0.86　0.91 1.00

B 0.62　0.65　0.69　0.78　1.00

0.50　0.76　0.78　1.00　0.98

D 0.50　0.53　0.56　0.58　0.74

0.52　0.52　0.58　0.57　0.63

0.47　0.48　0.51　0.59　0.62

0.25　0.28　0.28　0.32　0.35

H 0.57　0.53　0.58　0.63　0.72

I 0.42　0.42　0.45　0.49　0.53

J 0.54　0.54　0.44　0.43　0.53

K 0.36　0.37　0.41　0.40　0.43

平均　0.50　0.53　0.56　0.61　0.68

2001　2002　2003　2004　2005

A 0.47　0.39

B 0.43　0.42

0.64　0.56

D 0.62　0.61

0.64　0.63

0.67　0.76

1.00　1.00

H 1.00　0.83

I 0.98　0.89

J 0.73　呈遡

K 0.76　0.74

平均　0.72　0.71

0.30　0.27　0.25

0.39　0.36　0.29

0.49　0.49　0.41

0.59　0.44　0.38

0.57　0.57　0.48

0.6　0.42　0.41

0.95　0.85　0.78

0.75　0.41　0.35

0.77　0.53　0.48

0.87　0.64　0.55

0.66　0.69　0.64

0.63　0.51　0.46

(出典)著者作成

次に各企業がEE,C。2>　EE人健康, EE生態系のどの部分に相対的な優位性を持っているかを明

らかにする.ここでは分析はプ-リングデータを用いているが,分析結果の表示は各年度

で行なうこととする.表2-11から表2-15に, DEAとIDEAで推計された各企業のウェイト負

荷データの組み合わせを表している. DEAのウェイト負荷データはDEA効率性を最大化す

る組み合わせであり, IDEAのウェイト負荷データはIDEA非効率を最大化する組み合わせ

である.式(5)にもあるように,ウェイト負荷データの総和は「1」で基準化されている.
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DEAではウェイト負荷データの値が大きいデータ項目は,他のデータ項目に比べて効率的

な企業との格差が小さいことを示している.従ってDEAのウェイト負荷データの値は,フ

ロンティアラインに対するデータ項目間の優位性を示している.さらに双対形の分析結果

から,各企業がどの企業を参照先に選んでいるかを知ることが可能である.参照先企業は,

各企業が効率的なパフォーマンスを行うために目標とする企業の組み合わせを表している.

アルファベットは企業名を表しており,後ろについている数字は年度を表している(A05は

2005年度のA社を表す),

ウェイト負荷データ値の組み合わせと参照先の企業を比較すると,参照先の企業が2005

年度のA社のみの場合はC02のウェイト負荷データの値が「1.00」であり,他のデータにか

かるウェイトは「0.00」となっている.従って,これらの企業はEE'C。2がEE人健康やEE生態系

に比べてフロンティアラインとの格差が小さいことを表す.さらに参照先となっている

2005年のA社は　EE,牀。2では他のどの企業よりも優位性を持つ.

一方で, IDEAのウェイト負荷データの値が大きいデータ項目は,小さいデータ項目に比

べてボトムラインとの格差が小さいことを示している.従ってIDEAのウェイト負荷データ

の値は,ボトムラインに対する各データの劣位性を示すものである.参照先の企業が2001

年度のG社のみの場合はCO2排出のウェイト負荷データ値が「1.00」であり,他のデータに

かかるウェイトは「0.00」である,従って2001年度のG社のみを参照する企業は, EE人健康

やEE生態系に比べてEE,C02がボトムラインとの格差が小さいことを表している・以上より,

DEAの分析結果よりフロンティアラインに対する各企業の長所が,IDEAの分析結果よりボ

トムラインに対する各企業の短所が明らかとなる.

さらにウェイト負荷データの組み合わせから,各企業の効率性変化の要因を特定するこ

とが可能である.ここではC社が2004年から2005年にかけて効率性が悪化している原因を,

ウェイト負荷データを用いて説明する.表2-15より2005年のC社の統合環境効率を最大化

するためのウェイト負荷データの組み合わせは, c02が「0.56」, PRTR人健康が「0.44」, PRTR

人健康が「0.00」であることから,統合環境効率はEEc02とEE人健康の効率性によって決定され

ている,表2-6と表2-7より2004年から2005年にかけてC社のEEC02は上昇しており, EE人健康

は下降していることから,統合環境効率の悪化はEE人健康の低下に起因することが分かる.

一方で, PRTR生態系のウェイト負荷データが2004年では「0.12」であったにもかかわらず2005

年では「0.00」となっているのは　EE,C02とEE人健康と比較してEE生態系が大幅に低下したため

である.` C社が2004年から2005年にEE人健康とEE生態系が低下した理由にはベンゼンやキシレ

ンの増加が挙げられる.
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表2-11ウェイト負荷データの値と参照先の企業(2001年)

Window - DEA model

CO2　人健康　　生態系　　参照先

A 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

B 0.84　　0.00　　　0.16　A05,B05

C 0.74　　0.26

D 1.00　　0.00

E 0.78　　0.00

F 1.00　　0.00

G　呈遡　　0.00

H 1.00　　0.00

I 1.00　　0.00

J 1.00　　0.00

K 0.79　　0.21

0,00　　A05JBO5

0.00　　　A05

0.22　A05,BO5

0.00　　　A05

0.00　　　A05

0.00　　　A05

0.00　　　A05

0.00　　　A05

0.00　　A05,BO5

Window - IDEA model

CO2　人健康

0.00　　0.59

1.00　　0.00

0.05　　0.00

0.36　　0.64

0.33　　0.67

0.00　　0.60

1.00　　0.00

0.00　　0.08

0.00　　0.56

0.00　　0.59

1.00　　0.00

生態系　　参照先

0.41　GOl,J02

0.00　　　GOI

0.95　GOl,HOI

0.00　　GOl,J02

0.00　　GOl,J02

0.40　　GOl,J02

0.00　　　GOI

0.92　　　HOI

0.44　　GOl,J02

0.41　GOl,J02

0.00　　　GOl

(出典)著者作成

表2-12　ウェイト負荷データの値と参照先の企業(2002年)

Window - DEA model

CO2　人健康　生態系　　参照先

A 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

B 0.85　　0.00　　0.15　AO5,BO5

C 0.60　　0.40　　0.00　C04,B05

D 0.78　　0.00　　0.22　A05,B05

E 0.81　0.00　　0.19　A05,B05

F 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

G 0.79　　0.21　　0.00　　A05JB05

H 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

I 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

J 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

K 0.79　　0.21　　0.00　A05,B05

Window - IDEA model

CO2　人健康

0.00　　0.56

1.00　　0.00

1.00　　0.00

0.35　　0.65

0.35　　0.65

0.00　　0.ll

1.00　　0.00

0.00　　0.09

0.04　　0.00

0.20　　0.80

1.00　　0.00

生態系　　参照先

0.44　　GOl,J02

0.00　　　GOI

0.00　　　GOI

0.00　　GOLJ02

0.00　　GOl,J02

0.89　GOl,HOI

0.00　　　GOI

0.91　GOl,HOI

0.96　　GOLHOI

0.00　　　J02

0.00　　　GOl

(出典)著者作成
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表2-13　ウェイト負荷データの値と参照先の企業(2003年)

Window - DEA model

CO2　人健康　生態系　　参照先

A 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

B 0.85

C 0.54

D 0.81

E 0.80

1.00

G 0.75

Window - IDEA model

CO2　人健康

0.44　　0.56

0.00　　　0.15　　A05,BO5　　1.00　　0.00

0.46　　　0.00　　　CO4　　　1.00　　0.00

0.00　　　0.19　　A05,BO5　　0.35　　0.65

0.00　　　0.20　　A05 RO5　　0.34　　0.66

0.00　　0.00　　A05,BO5　　0.00　　0.55

0.25　　　0.00　　A05J305　　1.00　　0.00

H 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05　　　　0.00　　0.10

I 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05　　　　0.00　　0.10

J 1.00　　0.00　　0.00　A05,B05　　0.00　0.60

K 0.78　　0.22　　0.00　　A05,B05　1.00　　0.00

生態系　　参照先

0.00　　GOl,J02

0,00　　　GOI

0.00　　　GOI

0.00　　GOl,J02

0.00　　GOIJ02

0.45　　GOl,J02

0.00　　　GOI

0.90　GOl,HOI

0.90　GOl,HOI

0.40　　GOIJ02

0.00　　　GOl

(出典)著者作成

表2-14　ウエイト負荷データの値と参照先の企業(2004年)

Window - DEA model

CO2　人健康　生態系　　参照先

A　呈迎旦　0.00　　0.00　　A05

B 0.80　　0.20　　　0.00　　　A05

C 0.53　　0.29　　0.19　C04,B05

D 0.80　　0.00　　0.20　A05JB05

E 1.00　　0.00　　0.00　A05,B05

F 0.71　0.29　　0.00　A05,B05

G 0.79　　0.21　0.00　A05,B05

H 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

I 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

J 0.79　　0.00　　0.21　A05JB05

K 0.78　　0.22　　0.00　　AO5,BO5

Window - IDEA model

CO2　人健康

0.44　　0.56

1.00　　0.00

1.00　　0.00

1.00　　0.00

0.34　　0.66

1.00　　0.00

1.00　　0.00

0.06　　0.00

0.00　　0.ll

0.41　0.59

1.00　　0.00

生態系　　参照先

0.00　　GOl,J02

0.00　　　GOI

0.00　　　GOI

0.00　　　GOI

0.00　　GOl,J02

0.00　　　GOI

0.00　　　GOI

0.94　GOl,HOI

0.89　GOl,HOI

0.00　　GOLJ02

0.00　　　GOl

(出典)著者作成
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表2-15　ウエイト負荷データの値と参照先の企業(2005年)

Window - DEA model

CO2　人健康　生態系　　参照先

A 0.75　　0.11　　0.14　　　A05

B 0.89　　0.06　　　0.05　　　B05

C 0.56

D 0.84

E 0.79

F 0.74

G 0.77

H 0.72

0.44　　0.00　C04,B05

0.00　　0.16　　A05,B05

0.00　　0.21　A05,B05

0.26　　0.00　　A05,B05

0.23　　　0.00　　AO5J305

0.28　　0.00　　A05,B05

I 1.00　　0.00　　　0.00　　　A05

J 0.82　　0.18　　0.00　A05,B05

K 0.79　　0.21　　0.00　　A05,B05

Window - IDEA model

CO2　人健康

1.00　　0.00

1.00　　0.00

1.00　　0.00

0.42　　0.58

0.37　　0.63

1.00　　0.00

1.00　　0.00

0.06　　0.00

0.43　　0.57

1.00　　0.00

1.00　　0.00

生態系　　参照先

0.00　　　GOI

0.00　　　GOI

0.00　　　GOI

0.00　　GOl,J02

0.00　　GOl,J02

0.00　　　GOI

0.00　　　GOI

0.94　　GOl,HOI

0.00　　GOl,J02

0.00　　　GOI

0.00　　　GOl

(出典)著者作成

次に自動車製造業全体の傾向を観察するために, DEAとIDEAのウェイト負荷データ11

社平均値が時系列でどのように変化しているかを考察する.図2-4と図2-5はそれぞれDEA

とIDEAのウェイト負荷データ11社平均値を表す.図2-4より, DEAでは全体的にC02のウ

ェイト負荷データが大きい企業が多いことが分かる.これは効率的企業と効率的ではない

企業を比較した場合に, EE人健康やEE生態系に比べてEEc02がより格差が小さいことを示唆し

ている.このような結果が得られた背景には, PRTR制度が施行してから間もない期間を分

析対象年度としていることで,積極的にPRTR対象物質排出削減に取り組む企業とそうでな

い企業との間で, EE人健康とEE生態系の格差が大きいことが原因と考える.一方でC02のウェ

イト負荷データが高い値で推移しているが,その傾向は2001年から2005年にかけて年々

C02のウェイト負荷データが下がり,人健康のウェイトが上昇している.従って,フロン

ティアラインと各企業との相対的格差は, EE人健康が狭まり　EEc02が拡大する傾向にある

のが分かる.

また,図2-4と表2-11から表2-15のIDEAの分析結果より,ウェイト負荷データがPRTR

人健虞, PRTR生態系からC02に移っている・よってボトムラインと各企業のEE,C02の差は,

EE人健康, EE生態系と比較して狭まってきていると言える.

これらの分析結果から,非効率的な企業にとってCO2排出量を削減することがフロンテ

ィアラインに近づき,ボトムラインから離れるために効果的であり,統合環境効率を改善

するための最適戦略であることを示唆している.
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図2-4　DEAのウエイト負荷デ-タ11社平均値の推移

(出典)著者作成
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図2-5 IDEAのウェイト負荷データ11社平均値の推移

(出典)著者作成

242. Malmquist Indexを用いた時系列分析の結果

(1).各年度でのDEAと旧EA分析の結果と考察

表2-16に各年度別に計算したDEAモデルによる効率性評価結果を載せている. 2001年か

ら2005年にかけて効率的と評価されている企業はA社, B社, C社のみでありA社, B社はす

べての年度で, C社は2002年から2005年にかけて効率的と評価されていることから,自動

車製造業ではトップランナーが固定化されていることが分かる.さらに他の企業のDEA効

率値が年々悪化していることから,先進的企業とそうでない企業との効率性格差は年々拡

大傾向にある.

表2-17はIDEAを用いた統合環境効率の評価結果である. 「1.00」は最も非効率的である
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ことを示しており,数値が低ければ低いほどより効率的であることを示している.表2-17

より, G社がすべての年度で非効率的であり, E社, H社, I社, J社が少なくとも一度は非

効率と評価されている. G社以外は毎年異なる企業が非効率と評価されていることから,

ボトムライン上の企業については固定化されておらず入れ替わっている. H社は2001年で

は最も非効率と評価されているが, 2001年から2005年にかけて着実にIDEA非効率値を低下

させており,ボトムラインから年々離れていることが分かる,一方でH社のDEA効率値は

あまり上昇していないことから,フロンティアラインとの効率性格差の縮′J、は達成出来て

いない.表2-16の分析結果から,各年度の11社のパフォーマンスを分類した結果を表2-17

に示す.今回の分析では, Isolateと評価されるサンプルは得られなかった.

表2-16　DEAと旧EAによる統合環境効率評価結果

DEA model

2001　2002　2003　2004　2005

1.00　1.00　1.00　1.00　1.00

B 1.00　1.00　1.00　1.00　1.00

0.83　l.C坦　主遡　呈J坦　ま迎9

D 0.75　0.76　0.71　0.67　0.74

0.80　0.77　0.73　0.63　0.63

0.65　0.61　0.59　0.67　0.62

G 0.40　0.43　0.35　0.39　0.35

H 0.73　0.67　0.67　0.69　0.72

0.53　0.55　0.53　0.54　0.53

0.68　0.72　0.51　0.49　0.53

K 0.72　0.58　0.55　0.48　0.43

平均　　0.74　0.74　0.69　0.69　0.69

IDEA model

2001　2002　2003　2004　2005

0.51　0.46　0.36　0.47　0.48

B 0.43　0.44　0.41　0.42　0.38

0.64　0.56　0.52　0.57　0.53

D 0.72　0.67　0.74

0.77　0.70　0.72

0.74　0.89　0.70

G 1.00　1.00　1.00

H 1.00　0.94　0.83

I 1.00　1.00　0.86

0.66　0.73

1.00　1.00

0.74　0.70

1.00　1.00

0.77　0.77

0.99　1.00

0.79　1.00　1.00　1.00　0.72

K 0.76　0.74　0.69　0.88　0.97

平均　0.76　0.76　0.71　0.77　0.75

(出典)著者作成
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表2-17　DEAと旧EAの分析結果による分類

2001　　2002　　2003　　2004　　2005

EFF EFF EFF EFF EFF

B EFF EFF EFF EFF EFF

C Normal EFF EFF EFF EFF

D Normal Normal Normal Normal Normal

E Normal Normal Normal INEFF INEFF

F Normal Normal Normal Normal Normal

G INEFF INEFF INEFF INEFF INEFF

H INEFF Normal Normal Normal Normal

I INEFF INEFF Normal Normal INEFF

J Normal INEFF INEFF INEFF Normal

K Normal Normal Normal Normal Normal

(出典)著者作成

(2) Malmquist lndexの結果と考察

DEAとIDEAの効率性評価結果を用いることで,フロンティアラインのシフトを考慮し

た効率性変化(Malmquist Index: MALM),技術変化(Technoligy Change: TECHCH),フロンテ

ィアラインのシフトを考慮しない効率性変化(Efficiency Change: EFFCH)を計算することが

可能である.各指数の解釈を表2-18に記す. DEAで計測したMALM, EFFCH, TECHCH

は値が大きいほどDEA効率性が改善していることを表し,逆にIDEAでは値が大きいほど

IDEA非効率性が悪化していることを意味する.これら3つの指数の間には,MALM-EFFCH

xTECHCHの関係式が成り立つ.各指数は基準年での値を1とした

表2-18　DEAとIDEAによるMALM, EFFCH, TECHCHの解釈

MALM > 1　　　　　　　　EFFCH > 1　　　　　　　　　　　TECHCH > 1

DEA
DEA効率性

が上昇(改善)

フロンティアラインと　　　　　　フロンティアラインが

各企業との距離が縮小　　　　より効率的な方向-シフト

(キャッチアップ)　　　　　　(フロンティアシフト)

IDEA
IDEA非効率性　　　　ボトムラインと各企業　　　　　　ボトムラインがより

が上昇(悪化)　　　　との距離が縮小　　　　　非効率的な方向-シフト

(出典)著者作成
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DEA　とIDEAによる統合環境効率の評価結果を用いて推計したMALM, TECHCH,

EFFCHの推移を図2-5と図216に記す.数値は2001年を基準年とするため, 2001年の各

指数の値を1となるように基準化した.

図2-6より国内自動車製造業の統合環境効率は2001年から2005年にかけて改善しており,

2005年ではMALMの値が「1.5」付近まで推移している.これは,分析対象である自動車製

造業11社の平均として,統合環境効率が2001年から2005年にかけて1.5倍に改善しているこ

とを表す.また, MALMの年平均増加率は10.6%である. MALMが上昇した要因を考察す

ると, TECHCHの大幅な上昇によって牽引されていることが分かる.従って,統合環境効

率の改善はフロンティアシフトによって達成されていると言える.
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図2-6　DEAで計測したMALM, EFFCH, TECHCHの推移(11社平均)

(出典)著者作成

2002　　　　　2(XB　　　　　2(氾　　　　　2(X汚

図2-7　旧EAで計測したMALM, EFFCH, TECHCHの推移(11社平均)

(出典)著者作成
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一方で図2-7のIDEAの分析結果から, MALMがTECHCHに牽引されて下降している

のが分かる.従って,ボトムライン上の企業が非効率性を改善していることを示しており,

ボトムアップの傾向にある.さらに図2-6と図2-7でEFFCHにあまり変化が見られないこ

とから,表2-17でNormalに分類される企業群はフロンティアラインとボトムラインのシ

フトと同じスピードで統合環境効率を改善していると推測できる.

2-5.まとめ

本研究は企業の複数指標を用いた環境パフォーマンス評価手法の開発とその実証例を

示した.結論を以下にまとめる.

1. 2001年から2005年にかけての国内自動車製造業では,売上高に対するPRTR対象物

質排出量とCO2排出量は減少傾向にあり,多くの企業で改善が見られた.その中でも

A社, B社, C社は高い環境パフォーマンスを達成している.

2. DEAの分析結果から2001年から2005年にかけて,ほとんどの企業で効率性改善が達

成されている.また多くの企業で, EE人健康, EE生態系に比べて　EE,C02の方がフロンテ

ィアラインに対して優位性を持っていることが明らかになった.

3. DEAとIDEAの分析結果より　co2排出量のウェイト負荷データがPRTR人健康, PRTR

生態系にくらべて大きいため,統合環境効率性を改善するためにはCO2削減を重視する

ことが効果的であると言える.

4. DEAとIDEAによる複数指標を用いた統合環境効率指標を利用することにより,消費

者や株主に企業の環境パフォーマンスの全体像がより分かりやすく示すことが可能で

ある.さらに非効率な企業にとっては,自社と他社の違いを明確にすることによって

将来的な環境経営の意思決定で参考にすることができる.
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補足: Malmquist Indexの説明

MalmquistIndexは,各生産主体の効率値が時間的にどのように変化したかによって,技

術の進歩を計測する手法である.ここでは,説明を簡便にするため図2-8の2投入1産出

のケースを考える.図2-8は縦軸と横軸に投入/産出をとった図であり,各生産主体Zはf

年からt+1年にかけて生産を行う.このときZ], Li, Z3が効率的生産主体であるとする.

以下,非効率的な生産主体zoがt年からt+1年にかけて達成した生産性変化を説明する.

RはZoから原点Oを結ぶ線分とフロンティア生産曲線との交点を示す. xtはt年の投入

財　t+1はt+1年の投入財, ytはt年の産出財　t+1はt+1年の産出財を意味する.この場

合, t年の非効率性は匝Moz;で定義され, MalmquistIndex(MALM)は式(16)で表される・

Malmquistl;'- ^AG'× AG!+l

OR'7t+¥
'o

OR　　昌

OR M-1回oz昌+1

or 1;　昌

(16)

AGtはt年のフロンティアラインを基準とした場合のZoの効率性変化を, AGt+iはt+I

年のフロンティアラインを基準とした場合のZoの効率性変化を意味する.つまり,

MalmquistIndexはフロンティアラインのシフトを考慮した効率性変化を表す・
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ここで,式(16)を展開してまとめなおすと, Malmquist Indexはフロンティアシフトを考

慮しない効率性変化(Efficiency Change: EFFCH)とフロンティアシフトの度合を表す技術変

化(Technology Change: TECHCH)の2つの指標に分けることが可能である.またこれら2つの

指数とMalmquist Indexとの間にはA舶LM¥+l =EFFCHtt+¥ ×techch;t+¥が成立する・

EFFCHはt年からt+1年にかけて各生産主体がどれだけフロンティア生産曲線に近づいたか

を示す指数であり,図2-8内の記号で表すとEFFCHf+I -
OR?yoz'
o+iである.

OR{ /OZ'

EFFCH> 1であれば,それまで非効率であった生産主体がフロンティア生産曲線に近づ

いていることを表しており(キャッチアップ),効率性の改善を意味する.逆にEFFCH< 1

のときは生産主体とフロンティアラインの距離が拡大していることを表しており,効率性

が悪化していることを意味する.

これに対してTECHCHはt年からt+1年にかけてフロンティア生産曲線がどれだけシフ

トしたかを示す指標でありTECHCH'r - で定義される.

この場合は生産主体zoから見たときのフロンティアシフトを表している. TECHCH>¥

ならば,フロンティアラインがより効率的な方向-シフトしており, TECHCH<1の場合

は非効率な方向-シフトしていることを表している.

図2-8　2投入1産出の図

(出典)著者作成
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第3章　環境汚染物質を考慮した生産性分析

企業が環境保全の取り組みを行う場合には,追加的な投資やコストを支払う必要がある.

企業が環境保全に取り組む追加的費用は業種によって異なっているが,米国TRIや国内の

PRTR制度,欧州のReach規制などのように製造業全体を一斉に規制対象とする施策に対

して,経済性を圧迫せずに企業は対応出来ているのだろうか?また,対応できている企業

割合は業種によって異なるのだろうか?こうした問いに対して,本章では,企業の環境-

の取り組みについて環境汚染物を考慮した生産性分析を適用し,異なる業種特性を持つ国

内製造業10業種を対象に企業が経済効率を圧迫することなく削減を達成しているかどう

かについて特定可能な分析フレームの構築を目指す.

3-1.背景と目的

3-1-1.エンドオブパイプ型対策とクリーナープロダクション型対策

今日,工業化を達成している国々の多くは,経済発展や工業化の過渡期において,水質

汚染や大気汚染などの公害問題を経験しており,これらの環境問題に対してはもっぱらエ

ンドオブパイプ型の対策を講じてきた(Cango,2005)'ェンドオブパイプ型の対策とは,煙

突や配水管などの出口にフィルターなどを設置し,有害化学物質を取り除く対処療法的な

環境対策であり,代表的な対策としては排煙脱硫装置や廃水処理装置がある.一方で,エ

ンドオブパイプ型の短所としては2次汚染の発生(例:廃水処理によって汚泥廃棄物の発

生)が起こりうる点や,設備設置費用とランニングコストが必要となる.また,一般的に

エンドオブパイプ型の対策設備や稼動費用は直接的に生産性に貢献しないことから,企業

にとっては非生産部門-の投資や追加コストと認知されてしまうため,企業が取り組むイ

ンセンティブは低いと考えられる.

こうしたエンドオブパイプ型対策に対して,製造工程を効率化することによって原材料

投入量を節約し,有害化学物質排出量の削減を達成する手法としてクリーナープロダクシ

ョン型対策がある.クリーナープロダクションの代表的な手法としては,製品設計を効率

化することで必要な原材料投入量を節約するエコデザインや,資源リサイクル,生産過程

で使用する薬品をより環境負荷の小さいものに代替する方法がある.クリーナープロダク

ション型対策にはエンドオブパイプ型対策と同様に初期投資が必要となるが,汚染物質除

去のためのフィルターや吸収剤などが不要なためランニングコストが安価である.さらに

生産工程の簡略化・効率化を行うため原材料や労働力が節約出来ることから,製造コスト

の削減が期待できる(Baas, 1995)2).しかしながらクリーナープロダクション型対策によっ

てすべての汚染物質を削減することは不可能であり,削減可能な汚染物質にも限界がある

ため,環境基準や自社目標を達成するためにはエンドオブパイプ型対策を併用する必要が

ある(Froふdel,2005)3)従って,重要な点は2つの対策を講じるバランスである. 1992年の
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地球サミットで採択されたアジェンダ21でクリーナープロダクションの推進が明記され

ており,今日では様々なプロジェクトを通じて技術情報の整備と普及が各国で取り組まれ

ている.

3-1-2.業種別の環境汚染防止対策費用

前節で述べたように,環境汚染対策には様々なアプローチがあり,さらにその費用や効

果は業種によって異なっていると考えられる.表3-1は米国国勢調査局が2008年に発表し

た, 2005年度の米国企業の環境汚染対策費用(Pollution abatement cost and expenditures:

PACE)の業種別データであり,業種別に出荷額,総対策費用,総対策費用を出荷額で除し

た割合を載せている.表3-1の割合を見ると,繊維,紙製品,化学,非鉄,鉄鋼業などの

基礎素材型産業では費用負担割合が大きく,一方で機械,電化製品,輸送機械などの加工

組立型産業では割合が低いことが分かる.また,費用の内訳を見ると,基礎素材型ではエ

ンドオブパイプ的な対策を表す「処理費用」が占める割合が高いが,加工組立型では「リ

サイクル費用」や「処分費用」にかかる費用負担が大きい傾向にある.

表3-1 2005年度の米国の業種別環境汚染対策費の比較

総対 策 総費 用 の内訳

出荷額 費用 割 合 処 理 予 防的 リサイク 処 分

(百万ドル) (百万ドル) (総費 用′出荷額 ) 費用 対 策 費用 ル費 用. 費 用

製 造 業全体 4,73 5,384 20 ,67 8 0.44% 52% 17% 8% 2 2%

食 品 534 ,878 1,57 3 0 .29% 55% 11% 7% 2 8%

繊維 4 1,149 22 1 0 .54% 63% 7 % 9% 2 1%

紙 製 品 162 ,848 1,79 6 1.10% 60% 11% 7% 2 3%

石 油 476 ,075 3,74 6 0 .79% 5 1% 35 % 7% 8%

化 学 604 ,50 1 5,2 17 0 .86% 53% 16 % 8% 2 4%

プラスティック 200 ,489 50 3 0 .25% 43% 16 % 10 % 32%

非鉄 金属 114フ32 1 6 96 0 .6 1% 57% 18 % 7% 18%

鉄鋼 20 1,836 2,2 9 1 1.14 % 54% 12 % 10 % 2 4%

一般 機械 30 2,204 3 16 0 .10 % 34% 16 % 11% 39%

電気 機器 37 3,932 6 24 0 .17 % 54% 9% 10 % 2 7%

輸送 用機 器 6 87,288 1,3 19 0 .19% 45% 13 % 12% 30%

(出典)米国国勢調査局,2008 『Pollution abatement costs and expenditures: 2005』 4)を著者和訳

こうした業種特性の違いによる対策取り組み手法と環境汚染対策コストの違いは,企業

の環境-の取り組みにどのような影響を与えるだろうか?特性が異なる複数の業種に一斉
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に適用される施策に対して,各企業が適切に対応できているか否かを外部から評価するこ

とは施策が企業経営に与えるインパクトを評価する点で重要である.しかし企業が施策に

対応するために,自社の経済効率性を圧迫せずに環境-の取り組みを達成出来ているかを

判断することは難しい.米国のPACEのようにアンケート調査を企業別に行うことでフォ

ローアップを行うことは可能であるが,それには莫大な費用と労力が必要になる.従って,

企業の経済・環境パフォーマンスデータを用いた評価フレームが必要であると考える.

3-1-3.本章の目的

米国のTRI制度や国内のPRTR制度,欧州のReachなどの規制は製造業すべての業種で

一斉に制度化されているが,表3-1でも示されているように業種特性の違いによって,企

業の環境-の取り組みコストは異なっている.比較に際して,業種間で利用する原材料が

異なり,削減の取り組みも多様であるため,必要となる技術,コスト,労力が異なること

は自明である.しかし,生産性を維持しながら環境対策を実施する共通の経営戦略として

クリーナープロダクションが優れていることは広く知られている.これを評価することを

前提に,統合生産性の業種間比較を行い,共通の施策がもたらす業種間での異なる対応や

その効果を理解する.とりわけ本研究では統合生産性指標を業種の違いを超えてクリーナ

ープロダクションの進捗を表す指標として捉え,評価する分析枠組みの構築を目指す.ま

た,同一業種内において各企業の統合生産性の時間変化についても考察を行う.

3-2.分析方法

3-2-1.環境汚染物質を考慮した生産非効率性の評価手法

本研究では従来の生産性分析に用いる労働,資本などの投入要素(以下,市場投入財)と

売上,製品生産量などの望ましい産出(以下,市場産出財)に加えて,環境産出財を用いた

生産非効率性の評価が可能であるDirectional Distance Function (DDF)5)を適用することで効

率性評価を行う.市場投入財x,市場産出財y,環境産出財bを用いて生産可能集合p(x)

を次のように定義する.

P(x) - {(y, b) | x canproduce (y, b)}　　　　　　　　　　　(1)

生産可能集合P(x)内に存在するサンプルの非効率性D(x,y,b¥ gx,gy,gb)は,サンプルと効

率的な生産を達成しているサンプル群で生成されるフロンティアラインとの距離βと,非

負の方向ベクトル(gx,gy,gbfを用いることによって,次のように定義する・

D(x,y, b¥ gx, gy, gb) - Sup { 」 ¥ (y+pgy, b -Pgb) ∈P(x-fax)}　　　(2)

上記のようにD(x,y,b¥gx,gy,gb)を定義することで,式(3)が成立する・

(y, t>)∈P(x) if and only ifD(x,y, b¥ gx, gy, gb) ≧ 0 (3)

l方向ベクトル(gx,gy,gb)ti,分析目的に応じて変化させることが可能であり,用いる方向ベクトルの組み合わせに

よって非効率性は変化するが,効率的と評価される企業の選定には影響を与えない.
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また式(2)はCharnesetal. (1997)5)によって次のように定式化される.ここではk番目のサ

ンプルについての計算式を示す.

目的関数

制約式

Max. β (-Dk(xk,yk,bk ¥gJ,SyiSb)

.V

∑yqjli ≧yq,k +syPk
l=1

〟

∑*rA 蛋 r,k-gbβk
ISI

iV

∑*t,i¥ ≦ "p,k -s,P*
1=1

礼.≧　　　0-u-,k,-,N)

(4)

(5)

(6)

'蝣P.IはPxNの市場投入財データ行列Xのp行i列番目の要素でありyq.tはQxNの市場産

出財データ行列Yのq行i列番目の要素である.またb".はRxNの環境産出財データ行列

Bのr行i列番目の要素である.制約式(5), (6), (7)の左辺はフロンティアラインを表して

おり,九iは非効率なサンプルが参照するフロンティア曲線上の点を一意的に決定するパラ

メータである.制約式(5), (6), (7)右辺は評価対象となるデータセットを用いている・ β

は非効率性を表しβ-0は評価対象のサンプルが効率的であることを意味する.

3-2-2.時系列分析への適用

DDFを用いた時系列分析には,前章で説明したMalmquistIndexを用いることが難しい.

その理由としては, DDFにMalmquist Indexを適用すると得られる生産性指標が虚数とな

る可能性が生じるからである.こうした中で, DDF　を用いた時系列分析に

Luenberger(1992)6)やChambers et al.(1998)7)によって発展してきたLuenberger Indexを利用す

る研究が増えている. MalmquistIndexでは2期間で得られた結果の幾何平均によって効率

性の時間変化を推計しているが, Luenberger Indexでは算術平均によって推計を行う.

Luenberger IndexもMalmquist Indexと同様に生産性変化の要因を技術変化(TECHCH)と効

率性変化(EFFCH)に分解することが可能である. LuenbergerIndexの詳細な説明はp66の補

足に記す, LuenbergerIndexを用いることで,環境汚染物質を考慮した生産性変化を考察す

ることが可能となる.

3-3.分析対象データ

本章では, 1999年に国内製造業を対象に一斉に施行されたPRTR制度に着目し,国内製
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造業企業の環境保全取り組みの効果と追加費用が経済効率性-与える影響に着目した分析

を行う.

3-3-1.分析対象企業の背景

平成11年に法制化された, 「特定化学物質の環境-の排出量の把握等及び管理の改善の

促進に関する法律」によってPRTR制度(Pollutant Release and TransferRegister :化学物質排

出移動量届出制度)が制定され,国内の企業は工場などから排出される化学物質を行政機関

に届け出ることが義務付けられた,このPRTR制度は事業者が対象化学物質の排出量・移

動量を自ら把握し自主管理を推進することを一つの目的としており,排出を直接的に規制

するものではない.しかし,近年では消費者や工場近辺の住民の化学物質に対する関心が

高まっているため, PRTR対象物質排出量はメディアや環境格付を通して間接的に企業の

経済パフォーマンスに影響を与えると考える.さらに厚生労働省,経済産業省,環境省で

は,既存化学物質の安全性情報の収集を加速し,広く国民に情報発信を行うことを目的と

する『化学物質官民連携既存化学物質安全性情報収集・発信プログラム8)』の制定を進め

ており,このような安全性評価(毒性評価)が進められる中,暴露量につながる排出量も

PRTR制度を契機にいっそう適正管理が進むものと期待される.

Jまた,環境報告書作成ガイドラインにもPRTR対象物質排出量の記載を明記しているた

め9),環境報告書を発行する企業にとっては自社の環境マネジメント能力やパフォーマン

スを外部に効果的に発信するには, PRTR対象物質排出量の削減目標の制定と実施の両方

が必要である10)そのため,企業はエコデザインやグリーン調達などを積極的に採用し,

環境負荷の大きい化学物質の削減や環境負荷の小さい化学物質を代替原料に用いるなどの

対策が必要となる11),

こうした背景の中で,国内製造業の各業界でもそれぞれ取り組みを行い,その活動は

年々活発になっている.表3-2は各業種のPRTR対象物質排出量(移動量を除く)の推移と

2001年度から2005年度にかけての変化量及び変化率をまとめたものであり,表3-3は国

内製造業の主要業界団体が取り組んでいるPRTR対象物質排出量削減の対策方法をまとめ

たものである.表3-2と表3-3からも分かるように,業種によって削減-の取り組み方は

異なり,さらにPRTR対象物質排出量の削減量にも違いがある.
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表3-2　各業種のPRTR対象物質排出量の推移(トン)

業種　　　2001　2002　2003　2004　2005　変化量　変化率

ゴム　　11,811 12,609 12,351 ll,305 10,248　-1,563　-13%

紙り〈ルプ　　23,832　21,091

化学製品　　42,396　38,627

一般機械　　9,224　8,527

日動車　　55,285　52,860

繊維　　　7,797　6,679

鉄鋼業　　　9,437　7,278

電気機器　11,266 10,364

非鉄金属　　15,058 16,333

窯業　　10,999　9,210

19,076 15,946 14,204　-9,628　　-40%

33,520　30,141 26,666　-15,730　-37%

10,615 ll,184 ll,957　+2733　+30%

53,435　52,832　51,621　-3,664　　-7%

7,177　6,515　5,523　-2,274　-29%

6,737　6,634　5,747　-3,690　　-39%

10,790　9,980　9,013　-2,253　　-20%

23,532 19,784 19,784　+4726　+31%

8,584　9,323　8,900　-2,099　　-19%

(出典)pRTRインフォメーション広場12)のデータより著者作成

表3-3　各業界団体のPRTR対象物質排出量削減対策

業種　　　　　　　主な業界団体　　　　　　　　　　　主な取り組み

化学13) 日本化学工業協会

排出箇所・濃度の削減

上流工程での利用

毒性の低い溶媒-変更

自動車14)　　　　　日本自動車工業会
塗着効率の上昇

洗浄シンナー対策

鉄鋼業15)　　　　　日本鉄鋼連盟
製造工程の見直し

施設設備等の改善

一般機械16)　　　日本産業機械工業会

代替物質-の転換

代替物質対応の洗浄機に変更

洗浄機集約による蒸散抑制

製紙17) 日本製紙連合会

排ガス処理器の設置

混合溶剤廃液の回収

原材料の無溶剤化

(出典)各業界の報告書より著者作成
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3-3-2.使用したデータ変数

本分析で用いるデータセットは次のように構築した.まず,売上,原材料費,労務費,

人件費,資本ストック2を日本経済新聞社の財務データベースNEEDS18)から作成した.衣

に環境産出財として, PRTR対象物質排出量による人健康-の影響の換算排出量(以下,

PRTR換算排出量)を用いた. PRTR換算排出量の推計には,化学物質ごとの毒性の違いを

考慮するため国が公表するPRTR対象物質排出量19)の大気-の排出量に,神奈川県が条例

で定める毒性係数および毒性評価表20)を適用し,物質ごとの毒性の違いに対する重み付け

を行っている.

DDFでは市場投入財に資本ストック,労働コスト(労務費+人件費),原材料費を,市場産

出財に売上を,環境産出財にPRTR換算排出量を使用した.使用データはすべて単体企業

データである.金額データは2000年価格に基準化している3.

分析対象業種はゴム製品(12社),紙・パルプ製品(8社),化学製品(112社),一般機械(51

社),自動車(12社),繊維製品(16社),鉄鋼(31社),電気機器(52社),非鉄金属(39社),窯

莱(16社)の10業種であり,すべて東証一部上場企業である.対象年度はPRTR対象物質排

出量が利用可能な200ト2005年度の5年間とした.本研究では業種別に計算を行い,分析

結果の業種内平均によって各業種の統合生産性の推移と構造について比較・考察を行なう・

分析に使用したサンプル企業の業種内平均と2001年度から2005年度にかけての変化率

をデータ項目ごとに表3-4から表3-8に示す.表3-4に売上(億円),表3-5に原材料費(億

円),表3-6に労働コスト(億円),表3-7に資本ストック(億円),表3-8にPRTR換算排出

量(毒性換算トン)を載せる.

表-3-4と表3-5より, 2001年度から2005年度にかけて紙・パルプを除く9業種で売上

と原材料費が増加しているのが分かる.原材料費の大幅な増加は, 2003年度から続く石油

や鉱物資源価格の高騰によるものと考えられる.その一方で,表316から労働コストは減

少したため,労働生産性は上昇傾向にある.また表3-7より資本データは2003年から増加

している.表3-8からPRTR換算排出量は2001年度から2005年度にかけて10業種すべて

で削減されており,さらに業種によってPRTR換算排出量の値が大きく異なるのが分かる・

PRTR換算排出量の平均値が高い,紙・パルプ,化学製品,自動車,繊維,窯業の排出

化学物質に着目してみると,アクリロニトリルやN,N-ジメチルホルムアミド, e-カプロ

ラクタムなどの人体-の毒性が高い化学物質20)21)を大気中-多く排出している.特に繊維

製品製畠業では2004年度から2005年度にかけてPRTR換算排出量の値が増加しているが,

これはサンプル内の一部企業によるe-カプロラクタムの大気中-の排出量が大幅に上昇

したためである.上記のような業種間での排出される化学物質の違いは削減案を議論する

Z資本ストックの推計には,固定資産合計に減価償却費と割引率を用いた恒久棚卸法を適用した・

3内閣府から公表されている平成18年度国民経済計算確報内の総資本形成を用いて資本ストックを基準化,経済活

動別総生産を用いて売上を基準化した.さらに総務省統計局が公表している消費者物価指数を用いて労働コストを墓

準化,卸売物価指数を用いて原材料費を基準化している.
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上でも重要であり,使用する化学物質の特性を十分見極めた削減目標・制度設計が必要と

なる.

表3-4　売上の平均値の推移(億円)

200 1　　2002　　2003　　2004　　2005　　変化率

ゴム　　　　845

紙・パルプ　1,853

化学製品　　　956

-埠機械　1,241

自動車　　18,376

繊維　　　　676

鉄鋼業　　1,344

電気機器　　4,255

非鉄金属　　1,207

881　　　943

1,831　1,718

995　　1,036

1,189　　1,174

18,850　19,313

669　　　　726

1,367　1,348

4,869　　5,936

1,147　1,133

窯業　　　1,525　1,557　1,500

1,068　1,245　　47%

1,723　1,763

1,127　1,221

1,325　　1,437

21,191　23,911

761　　　799

1,377　1,383

7,185　　8,754

1,178　1,311

ー5%

28%

16%

30%

18%

WA.

106%

9%

1,676　1,750　　15%

(出典)財務データベースNEEDS20)より著者作成

表3-5　原材料費の平均値の推移(億円)

200 1　2002　　2003　　2004　　2005　　変化率

ゴム　　　　546

紙・パルプ　1,313

化学製品　　　632

一般機械　　　932

-　自動車　　14,105

繊維　　　　488

鉄鋼業　　1,046

電気機器　　3,069

非鉄金属　　　927

窯業　　　1,041

578　　　614

1,296　1,191

663　　　671

880　　　862

15,144　15,712

479　　　484

1,071　1,030

3,331　3,674

914　　　888

1,054　　980

642　　　701

1,179　1,194

707　　　731

956　　1,016

16,916　18,408

496　　　513

995　　1,022

4,046　　4,489

848　　　847

1,064　1,080

28%

-9%

i CVif

9%

HW

5%

-2%

46%

一9%

WA

(出典)財務データベースNEEDS20)より著者作成
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表3-6　労働コストの平均値の推移(億円)

2001　2002　2003　2004　2005　変化率

ゴム　　　151　151

紙・パルプ　　212　199

化学製品　　105　101

一般機械　　203　191

自動車　　1,750 1,778

繊維　　　104　　94

鉄鋼業　　170　159

電気機器　　524　　479

非鉄金属　　155　143

窯業　　　204　197

155　　157　　160　　　6%

190　　178　　166　　-22%

99　　　94　　　93　　　-12%

187　　181　181　　-11%

1,805　1,798　1,848　　6%

91　　　86

159　　159

478　　456

132　　127

192　　193

86　　　-17%

161　　-5%

454　　-13%

126　　-19%

190　　　-7%

(出典)財務データベースNEEDS20)より著者作成

表3-7　国定資本ストックの平均値の推移(億円)

200 1　2002　　2003　　2004　　2005　　変化率

ゴム　　　　734　　　741

ffi.'i¥)V7　　2,376　2,291

化学製品　　　951　　963

一般機械　　　816　　819

自動車　　11,653　11,556

繊維　　　　768　　732

鉄鋼業　　1,675　1,637

電気機器　　2,949　3,007

非鉄金属　1,111  1,081

窯業　　　2,003　1,921

864　　　895

2,328　　2,261

1,016　1,046

855　　　　899

12,385　12,785

786　　　783

1,708　1,749

3,181　3,210

1,107　1,105

1,000　　36%

2,445　　　3%

1,159　　22%

1,012　　24%

13,600　17%

859　　　12%

1,974　18%

3,278　　11%

1,144　　3%

1,965　1,962　　2,114　　6%

(出典)財務データベースNEEDS20)より著者作成
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表3-8　PRTR換算排出量の平均値の推移(毒性換算トン)

2001　2002　　2003　　2004　　2005　　変化率

ゴム　　　7,948　8,024　8,501　7,460　6,151　-23%

紙・パルプ　24,371 20,908 17,763 16,402 14,748　-39%

化学製品　　22,012 19,768 15,838 13,272 ll,792　-46%

一般機械　　6,110　4,189　4,281　3,862　3,567　　-42%

自動車　　23,088　23,219　20,219 15,773　14,321　-38%

繊維　　　23,869 17,503　16,234 16,820　22,208　　-7%

鉄鋼業　　　8,287　7,338　6,374　5,817　4,678　　-44%

電気機器　1,615　1,356　1,673　1,545　　990　　-39%

非鉄金属　　3,669　3,138　2,553　2,959　2,580　　-30%

窯業　　　24,428 15,580 17,720 16,974 ll,961　-51%

(出典) PRTR対象物質排出量21)と毒性評価表22)より著者作成

3-3-3.本分析で使用するモデル

本研究ではLuenberger(1992)8), Chambers et al.(1998)9)らの研究を参考に時系列分析に対

応するため,方向ベクトルを(gx,gy,gt>)-(0,y,b)と定めて計算を行う.この場合, k番目

のサンプルについての計算式は-以下になる.

:圧∵蝣]#

制約式
Max. βk

〟

∑y*九i ≧(1・β :)y,q,k
た・‖

〟

∑xp,入≦ 'p,k
l=1

N

∑KjK ≦(1lP :)Kj
u七日

li≧0

q=売上

(10)

(ll)

p-労働,資本ストック,原材料費(12)

r = pRTR換算排出量

(i =l,2,-,k,-,N)

上記のモデル(以下,統合モデル)では評価対象のサンプルがフロンティアラインに対し

て,市場投入財を増やすことなくどれだけ市場産出財を増加し,環境産出財を削減出来る

かを測定しており,増減可能な割合はβで表される. β>0であれば,評価対象の企業には

増加可能な市場産出財と削減可能な環境産出財が存在するため,非効率とみなされる.舵

合モデルで評価される生産非効率性を統合生産非効率性と呼ぶ.また,環境モデルから制

約式(13)を除いたモデルを市場モデルと呼び,市場モデルを解くことで環境産出財を考慮
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しない生産非効率性(以下,市場生産非効率性)の評価が可能である・これら統合生産非効

率性と市場生産非効率性の時間変化をLuenberger Indexによって計算することで,統合生

産性と市場生産性が得られる4.

ここで企業のPRTR換算排出量削減取り組みについて整理を行う.本研究では企業が

PRTR換算排出量の削減を達成する場合を「1.製造過程の効率化やェコデザイン,製造技

術進歩に伴う原材料消費量の削減(クリーナープロダクション型: CP型)」, 「2. PRTR対象

物質の排出回収・再利用(エンドオブパイプ型:EOP型)」, 「3.生産規模の縮小」の3つに

分類する.さらにPRTR換算排出量の増加は, 「1.企業の生産規模の拡大」, 「2.PRTR対策

効果の減少(効果の減少)」のみに起因すると仮定する・この場合,売上, PRTR換算排出量

の増減に加えて,市場生産性と統合生産性の変化によって,表3-9のように企業の取り組

みを特定することが可能と考える5.ここで上から2段目の左端(ケース1)と左から2番目

(ケース2)の場合に着目してCP型とEOP型を説明する・両ケースとも企業の売上が増加

しPRTR換算排出量が減少しており,さらに統合生産性が改善した場合を想定する.この

時にケース1の場合には市場生産性が上昇していることから,資本・労働・原材料生産性

の改善が伺える.従って,経済効率に負担をかけることなく企業がPRTR換算排出量の削

減を達成していることから,この取り組みはCP型であると推測した.一方でケース2の

場合では市場生産性が下降しているにも関わらず統合生産性は上昇しているため, PRTR

換算排出量の削減は達成されているが,同時に経済効率性が低下している.このようなケ

ースについては環境保全費用を必要とするEOP型の取り組みであると推測した.

「効果の減少」は,市場生産性が上昇する一方で統合生産性が下降するケースであり,

売上当たりのPRTR換算排出量の増加により汚染強度が高くなった企業であると考える.

「特定できない」では,原材料価格の高騰や大規模な生産部門-の設備投資,さらには事

故や事件などによる業績悪化等の外部要因によって売上が影響を受けた場合を想定してお

り,本研究の特定方法では分類出来ないケースである.

4統合生産非効率性と市場生産非効率性は数値が大きいほどフロンティアラインから離れていることを表し,より非

効率であることを意味する.一方で統合生産非籾率性と市場生産非効率性の改善度合いを表す統合生産性と市場生産

性は数値が大きいほど,基準年と比較して非効率性が改善されていることを意味する.

5本研究では, PRTR対象物質排出対策費用が企業の経済性を圧迫しているかどうかに着目することで,クリーナープ

ロダクション型とエンドオブパイプ型と名前を付けて分類している.実際にはほとんどすべての企業でこれら二つの

対策を併用していると考える.従って本分析結果は,クリーナープロダクション型と特定された企業がェンドオブパ

イプ型の対策を講じていないとするものではない.
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表3-9　データと生産性指標から特定したPRTR削減取り組み

・市場生産性(+)　　市場生産性(-)　　市場生産性(+)　　市場生産性(-)

・統合生産性(+)　　統合生産性(+)　　統合生産性(-)　　統合生産性(-)

売上(+)　　　規模拡大

PRTR(+)　　　-CP型

売上(+)

PRTR( - )

売上(-)

PRTR( + )

・cp型

特定出来ない

売上(-)　　・規模縮小

PRTR(-)　　　- CP型

・規模拡大　　　　・規模拡大

EOP型　　　　・効果の減少

EOP型　　　・特定出来ない

特定出来ない　　・効果の減少

・規模縮小　　　・規模縮小

・EOP型　　　　・効果の減少

・特定出来ない

・特定出来ない

・効果の減少

・特定出来ない

(出典)著者作成

3-3-4.分析のフロー

分析フローを図3-1に示す. DDFを用いて統合モデルと市場モデルによる生産非効率性

評価を行い,その結果にLuenberger Indexを適用させることで生産性変化を推計する・そ

の後,表3-9の対応表を用いて各業種の企業が行う環境保全取り組みの効果と,その費用

が経済効率性に与える影響を考察する.さらに,得られた生産性変化の分析結果を効率性

変化と技術変化に分解し,業種内の統合生産性の推移とその構造について明らかにする.

図3-1分析のフロー

(出典)著者作成

3-4.結果と考察

3-4-1.統合生産性の推移と業種内効率性格差の変化

各業種の統合生産性を表すLuenberger, EFFCH, TECHCHの推移を図3-2から図3-ll

に示す.各指標は2001年を基準年としており,数値は2001年を0と基準化する.
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図3-2　ゴム製品の統合モデル分析結果
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図3-4　紙・パルプの統合モデル分析結果
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図3-6　化学の統合モデル分析結果
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一般機械の統合モデル分析結果
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図3-10　自動車の統合モデル分析結果
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図3-3　ゴム製品の市場モデル分析結果
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紙・パルプの市場モデル分析結果

0.12

0.10

0.08

0.06

0.04

0.02

0.00

-0.02

2002　　　　　2003

Luenberger -　ロ　ーEFFCH -　×・-TECHCH

図3-7　化学の市場モデル分析結果
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一般機械の市場モデル分析結果

0.08

0.06

0.04

0.02

0.00

-0.02

-0.04

59

2003　　　　　2004

Luenbビ蝣ffir - 1コh　- EFFCH -　×蝣　- TECHCH

図3-11自動車の市場モデル分析結果
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図3-12　繊維の統合モデル分析結果
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図3-14　鉄鋼の統合モデル分析結果
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電気機器の統合モデル分析結果
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図3-18　非鉄金属の統合モデル分析結果

2001　　　　　2002

Luenberger - d- -EFFCH -　×・ ・T】≡CHCli

図3-20　窯業の統合モデル分析結果

Luaiberger - -0- -EFFCH一蝣×蝣-TECHCH

図3-13　繊維の市場モデル分析結果
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図3-15　鉄鋼の市場モデル分析結果
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分析結果より鉄鋼業を除く9業種で2001年度から2005年度にかけて, LuenbergerIndex

が上昇しており,統合生産性と市場生産性の上昇が確認された.特に電気機器製造業で大

きく上昇している.電気機器製造業の統合生産性が改善した理由として,売上の上昇と

PRTR換算排出量の削減を大幅に達成した点が挙げられ,さらに労働コストの削減も統合

生産性の上昇に寄与している.また,鉄鋼業の統合生産性及び市場生産性が2004年度から

2005年度にかけて下降しているが,これは効率的企業が大型設備投資を行うことによって

短期的に資本生産性が低下した点や,鉄鉱石や石炭などの原材料費の高騰が理由として挙

げられる.

3-4-2.企業の環境保全対策費用が経済効率性に与える影響

(1) PRTR削減取り組みの特定結果

表3-9で設定した企業の削減取り組みの特定結果を表3-10に示す.表3-10では取り組

みの種類に着目し,規模の変化については分類をせず, 「CP型」, 「EOP型」, 「効果の減少」,

「特定出来ない」の4分類で集計している.

表3-10　2001-2005年でのPRTR削減取り組み別企業数分布

業種　　　　　　　CP型　　　　　EOP型　　　効果の減少　　特定出来ない

ゴム(12社)

紙・パルプ(8社)

化学製品(112社)

一般機械(51社)

自動車(12社)

繊維(16社)

鉄鋼(31社)

電気機器(52社)

非鉄金属(39社)

窯業(16社)

6 (50%)

5 (63%)

59 (53%)

32 (63%)

7 (58%)

5 (31%)

23 (74%)

37 (71%)

14 (36%)

9 (56%)

3 (25%)　　　　0 (0%)

0 (0%)

2 (2%)　　　15 (13%)

7 (14%)

4 (33%)　　　　0 (0%)

2 (13%)　　　　4 (25%)

2 (6%)　　　　3 (10%)

4 (8%)　　　　2 (4%)

2 (5%)　　　　8 (21%)

0 (0%)　　　　2 (13%)

3 (25%)

2 (25%)

36 (32%)

ll (22%)

1 (8%)

5 (32%)

3 (10%)

9 (17%)

15 (38%)

5 (31%)

(出典)著者作成

表3-10から分析対象10業種内の多くの企業で,CP型の削減取り組みを行っていること

が明らかとなった.一方で対策取り組み効果が減少している企業も化学製品,一般機械,

非鉄金属などで多く見られる.これらの結果から, CP型の取り組みによって市場生産性を

低下させずにPRTR換算排出量の削減を達成しており, PRTR制度に的確に対応している

企業が多数を占めている.しかしながら,環境保全費用による経済効率性-の圧迫が懸念
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されるEOP型の削減取り組みや,削減取り組みの効果が低下している企業も各業種に存在

してり,特にゴム,自動車,繊維,非鉄金属で顕著である.

ここで,取り組みの特定結果と企業規模との間にどのような関係性があるかについて考

察する.表3-11は分析対象10業種全体での企業規模別の分析結果であり,表3-12から表

3-14には10業種それぞれについての企業規模別の分析結果を示す.表3-11より,企業規

模が大きくなるにつれてCP型とEOP型に特定される企業の割合が増加傾向にある・この

分析結果が得られた理由として,そもそもPRTR制度は排出を規制するものではないため,

企業の環境保全イメージなどが売上に直接反映しにくい中小企業などが削減に高いモチベ

ーションを持って取り組みを行わない点が考えられる,

表3-12より,化学製品や鉄鋼業,電気機器製品製造業では大規模企業の多くがCP型と

特定されているのに対し,ゴム製晶や繊維,非鉄金属製造業でCP型以外に分類される企

業が多いのが分かる.また,表3-13と表3-14より化学製品の中小規模企業や鉄鋼業の小

規模企業でCP型と特定される割合が大規模企業に比べて低い.

表3-11企業規模別のPRTR削減取り組み別企業数分布(10業種合計)

企業規模　　　　　　CP型　　　　EOP型　　効果の減少　特定出来ない

大規模企業(146社)

中規模企業(147社)

小規模企業(56社)

95 (65%)　　14 (10%)

77 (52%)　　　　4 (3%)

25 (45%)　　　　2 (4%)

30 (21%)

24 (16%)　　　42 (29%)

ll (20%)　　18 (32%)

(出典)著者作成

表3-12　PRTR削減取り組み別企業数分布(従業員数1000人以上の企業)

業種　　　　　　CP型　　　　EOP型　　効果の減少　特定出来ない

ゴム(6社)

紙・パルプ(5社)

化学製品(33社)

一般機械(17社)

自動車(12社)

繊維(5社)

鉄鋼(8社)

電気機器(32社)

非鉄金属(17社)

窯業(11社)

2 (17%)

3 (60%)　　　　0 (0%)

27 (82%)

10 (59%)

7 (58%)

2 (40%)　　　1 (20%)

7 (88%)　　　　0 (0%)

24 (75%)

6 (35%)

7 (64%)　　　　0 (0%)

0 (0%)

1 (20%)　　1 (20%)

4 (12%)

5 (29%)

0 (0%)

0 (0%)

0 (0%)　　　1 (13%)

4 (13%)

2 (12%)　　　8 (47%)

3 (27%)

(出典)著者作成
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表3-13　PRTR削減取り組み別企業数分布(従業員数300人以上1000人未満の企業)

業種　　　　　　CP型　　　　　EOP型　　効果の減少　特定出来ない

ゴム(4社)

紙・パルプ(2社)

化学製品(50社)

一般機械(29社)

自動車(o社)

繊維(9社)

鉄鋼(17社)

電気機器(18社)

非鉄金属(15社)

窯業(3社)

2 (50%)　　　　0 (0%)

2 (100%)　　　　0 (0%)

22 (44%)　　　　0 (0%)

17 (59%)　　　　0 (0%)

0　　　　　　　　　　0

2 (22%)

14 (82%)

12 (67%)

4 (27%)

2 (67%)　　　　0 (0%)

0 (0%)　　　2 (50%)

0 (0%)　　　　0 (0%)

7 (14%)　　　21 (42%)

6 (21%)　　　6 (21%)

0　　　　　　　　　0

4 (44%)　　　2 (22%)

1 (6%)　　　1 (6%)

4 (22%)

4 (27%)　　　6 (40%)

1 (33%)　　　0 (0%)

(出典)著者作成

表3-14　PRTR削減取り組み別企業数分布(従業員数300人未満の企業)

業種　　　　　　CP型　　　　　EOP型　　効果の減少　特定出来ない

ゴム(2社)

紙・パルプ(1社)

化学製品(29社)

一般機械(5社)

自動車(o社)

繊維(2社)

鉄鋼(6社)

電気機器(2社)

非鉄金属(7社)

窯業(2社)

2.(100%)　　　　0 (0%)

0 (0%)　　　　0 (0%)

10 (34%)

5 (100%)　　　　0 (0%)

0　　　　　　　　　　0

1 (50%)　　　　0 (0%)

2 (33%)　　　1 (17%)

1 (50%)　　　　0 (0%)

4 (57%)　　　　0 (0%)

0 (0%)　　　　0 (0%)

0 (0%)　　　　0 (0%)

0 (0%)　　　1 (100%)

7 (24%)　　11 (38%)

0 (0%)　　　　0 (0%)

0　　　　　　　　　0

0 (0%)　　　1 (50%)

2 (33%)　　　1 (17%)

0 (0%)　　　1 (50%)

2 (29%)　　　1 (14%)

0 (0%)　　　2 (100%)

(出典)著者作成

(2)分析結果の検証

表3-10で得られた分析結果に対して検証を行うために,次のような計算を行う.著者

らが2007年に行ったアンケート調査6によって環境経営に関する認知指標の回答が318社

のサンプルで得られている.この318社と本章のDDF分析に用いた349社をすり合わせた

結果, 102社が整合したことから,この102社の認知指標を表3-10で分類された4つのグ

6ァンケ-ト調査に関する詳細な説明は5章に音己載する.
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ループ別に平均値を計算し考察を行う.各グループの平均値は表3-14に示す. 「製造工程

対策での環境対策取り組みを進めている」という質問に対しては, EOP型と特定された企

業群で平均値が高く,その他の3つのグループ間ではあまり違いが見られない.次に「設

計対策での環境対策取り組みを進めている」という質問に対しては, CP型とEOP型の2

つのグループの平均値が高い水準にある.従って,これら2つの認知指標から, CP型と

EOP型の2つのグループに特定されている企業は, PRTR対象物質排出対策に積極的に取

り組んでいると言える.一方で, 「環境対策を進める上で予算が制約である」という質問に

対してはEOP型がCP型と比較して高い値をとっていることから, EOP型と特定された企

業群は環境対策に必要となる費用が経済効率性を圧迫していることを示唆している.こう

した結果は,本章の導入部分で説明した先行研究とも一致するところであることから,本

分析結果は実際の企業の環境対策取り組みを反映出来ていると考える.

表3-15　PRTR削減取り組み別の認知指標7の平均値

cp型　　　　EOP型　　　効果の減少　特定できない

企業数

製造工程対策での環境対策

取り組みを進めている

設計対策での環境対策取り

組みを進めている

環境対策を進める上で予算

が制約である

59社　　　　　7社　　　　12社　　　　　24社

4.69　　　　　　4.86　　　　　　　4.58

4.61　　　　　　4.57　　　　　　4.25

3.12

4.67

4.38

(出典)著者作成

3-5.まとめ

本章では国内製造業企業を対象として, PRTR対象物質排出量を考慮した生産性分析を

行った.得られた結論を下記にまとめる.

1.生産性分析より2001年から2005年にかけて鉄鋼業を除く9業種で,統合生産性は上

昇していることが明らかとなった.特に電気機械製造業が大きく上昇している.

2.多くの企業でCP型の取り組みによって市場生産性を低下させずに,PRTR換算排出量

の削減を達成しているが, EOP型の削減取り組みや,削減取り組みの効果が低下して

いる企業も存在している.

3.環境保全取り組みの特定結果を認知指標で考察した結果,回答の傾向に整合性が得ら

7認知指標は『1:強くそう思わない』から『5:強くそう思う』の5段階で設定され,数値が大きいほど強い肯定を意

味する.
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れたことから,本章の分析フレームを用いて企業が経済性を圧迫せずに環境保全取り

組みを達成しているかの検証を行うことが可能である.この分析フレームは,今後施

行を予定している国内版Reachなどの製造業を一斉に対象とする規制のインパクトを

評価するうえで有用と考える.
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補足: Luenbergerlndexの説明

LuenbergerIndexは,各生産主体の生産非効率値が時間的にどのように変化したかによっ

て,生産性変化を計測する手法である.前章で使用した図2-6と同じ図を用いて,Luenberger

Indexを説明する(図3-22).図3-22は縦軸と横軸に投入/産出をとった図であり,各生産主

体Zはt年からt+1年にかけて生産を行う.このときZ¥, Z2, Z3が効率的生産主体である

とする.以下,非効率的な生産主体Z.がt年からt+1年にかけて達成した生産性変化につ

いて説明する.図3-22中の記号を用いてLuenbergerIndexは式(17)で与えられる・

Luenbergeで+1 -錘i7'+1 0R'2¥)-¥OZ>¥-¥ORS+-{¥OZr圃)-匝出OR?1) (17)
AuAh,t+i

式(17)中の前半の式(Au)はt年のフロンティア生産曲線を基準とした場合のt年からt+1

年にかけてのZ。の生産非効率性変化を表し,後半の式(』Lt+Oはt+1年のフロンティア生

産曲線を基準とした場合のZoの生産非効率性変化を意味する.LuenbergerIndexは

MalmquistIndex同様にフロンティア生産曲線を考慮した効率性変化の測定結果を表して

いるが,その計算方法はMalmquistIndexが幾何平均を用いているのに対して,Luenberger

Indexは算術平均を用いている.

DDFの分析結果にMalmquistIndexが適用出来ないケースについて説明する.DEAでは

t年の立.の非効率性がOR[¥l¥Oz昨与えられるのに対して,DDFではOR[トloz昌lで計算さ

れる.仮にZ。がt年からt+1年にかけて大幅に非効率性を改善した結果t+1年において

t年とt+1年のフロンティア生産曲線にはさまれる場合が考えられる(図3-22中のyt+l).

このときt年のフロンティア生産高線で評価したyt+¥の非効率性はLoR冊i7'+l
z.。サ<0となる・

このようなケースでは,生産性変化の推計に幾何平均を用いているMalmquist工ndexでは

得られる結果が虚数となってしまうため適用不可能となる.
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ここで,式(17)を展開してまとめなおすと,LuenbergerIndexはフロンティアシフトを考

慮しない効率性変化(EfficiencyChange:EFFCH)とフロンティアシフトの度合を表す技術変

化(TechnologyChange:TECHCH)の2つの指標に分けることが可能である.これら2つの指数

とLuenbergerIndexとの間にはLuenberge≠+1=EFFCH'
t+l+TECHCHl;1が成立する・

EFFCHはt年からt+1年にかけて各生産主体がどれだけフロンティアラインに近づいた

かを示す指数でありEFFCHl;1-¥Oz出OR'

^-pZ?-¥OR>2+1)であり,これを簡略化すると,

EFFCH'
,+l-R[Z出fcl+1r

蝣2^となる・EFFCHが正であれば,非効率な生産主体がフロンティアラインに近づいていることを

表しており(キャッチアップ),非効率性の改善を意味する.逆に負のときは生産主体とフ

ロンティアラインの距離が拡大していることを表しており,非効率性が悪化していること

を意味する.

これに対してTECHCHはt年からt+1年にかけてフロンティアラインがどれだけシフト

したかを示す指標でありTECHCH';1-¥R'
2+lR'
21+¥R^R{|)/2となる.この場合は生産主体Z.か
ら見たときのフロンティアシフトを表している.TECHCHの値が正ならば,フロンティア

ラインがより効率的な方向-シフトしており,負の場合は非効率な方向-シフトしている

ことを表す.

、図3-22　2投入1産出の図

(出典)著者作成
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第4章　限界削減費用を者慮した最適な予算配分アプローチ

持続的開発を達成するためには,先進国はもちろん途上国の製造業企業による環境保全

取り組みが必要不可欠である.しかしながら,途上国の市場では企業が行う環境経営やそ

の取り組みに対する関心は先進国に比べて低い.こうした中で,途上国企業が高いモチベ

ーションで自発的に環境-の取り組みを行うインセンティブは低く,プロアクティブな環

境経営を期待することは難しい.このような背景において,途上国企業から排出される環

境汚染を削減するための1つの案として,途上国政府による環境保全を目的とした予算配分

を通じて政策的に企業の環境-の取り組みを高めるような開発を行う方法が挙げられる.

本章では,異なる生産規模やエネルギー利用効率性を持つ複数の生産主体において,限ら

れた投資予算に対して最大の効果が得られるような配分(最適配分)を導き出す分析フレー

ムの構築を目的とする.

4-1.途上国企業の環境取り組み

4-1-1.途上国における市場と消費者の環境志向

企業が環境保全に取り組むインセンティブには,社会的責任の遵守に加えて,市場や顧

客に対して環境問題に真撃に取り組んでいるというイメージやブランド戦略,原材料・エ

ネルギー節約によるコスト削減,社会的責任投資(SRI)1からの融資の確保,グリーン購入2を

行う消費者に対する競争優位,環境汚染事故等によって損害を受ける潜在的なリスクの管

理などが存在する.表4-1に挙げた6つの要因についても, ③原材料・エネルギーコスト削

減以外の5つの要因については,その効果は市場・消費者の環境志向,法規制・社会制度の

発展段階など企業の外部的要素に大きく依存している.

表4-1企業が環境経営に取り組むインセンティブ

①社会的責任の遵守

②企業のイメージアップ

③原材料・エネルギーコスト削減

④社会的責任投資による低コストでの資金調達

⑤グリーン購入市場での競争優位

⑥環境汚染による潜在的損害リスク削減

(出典)著者作成

1従来の財務指標による投資基準に加え,社会・倫理・環境といった点などにおいて企業が社会的責任を果たしてい

るかどうかを投資基準に含めた投資

2商品を購入する際に,その商品のライフサイクル(製造,流嵐消費,廃棄)での環境に与える影響を考え,その影

響ができるだけ少なくなるよう配慮して行う購入方法
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-人当たり平均所得が低い途上国では,明日を生きるための食糧や生活必需品の確保が

最優先であり,このような状況下においては企業のブランドイメージや環境問題に対する

姿勢は選好にほとんど考慮されず,製品価格のみによって市場における競争優位を決定し

ていると考える.こうした環境志向が低い市場や消費者に対して,環境保全に真聾に取り

組み,その成果を公表することで獲得が期待できる競争優位性は小さいため,追加的な費

用と労力をつぎ込んで積極的に環境に取り組むモチベーションは低いと考えられる.

4-1-2.途上国に立地する外資系企業の現地法人の取り組み

市場や消費者が企業の環境保全取り組み-の関心が低い状況下では,途上国企業は追加

的な予算を投入し積極的に環境-の取り組みを行うことは,自社の競争優位性の低下につ

ながるため,途上国企業に自発的に取り組みを期待するのは難しい.

こうした中で,途上国に進出した外資系企業の現地法人3が行う環境対策取り組みが注目

を集めている　UNCTAD(2005)!によれば,途上因-の海外直接投資(Foreign Direct

Investment: FDI)の規模は1990年から2002年にかけて約5倍に膨れ上がり, 2004年ではFDI全

体の36%を占めている. FDIが途上国に及ぼす影響には,現地法人での雇用の創出や法人税

収の増加など途上国経済を活性化させ経済発展を後押しする点や,先進的な技術の移転に

よる生産性改善が挙げられる.一方でFDIが途上国企業の環境問題に与える影響としては,

ポジティブな面とネガティブな面の両方が指摘されている.

FDIが途上国の環境問題に与えるネガティブな面として指摘される代表的な仮説として,

汚染逃避仮説(Pollution Havens Hypothesis: PHH)がある. PHHは先進国企業がFDIによって

環境規制が厳しい先進国から相対的に環境規制の緩い途上国に生産活動をシフトさせ,逮

上国における環境汚染を誘発する現象に着目した仮説である(Soumyananda,2004)2)しかし,

企業がFDIを行う投資先の選定基準の中で,労働者の賃金水準や治安状況,文化・宗教や

国民性,原材料調達コストなどの要因と比較して,環境規制に対する関心は優先順位が低

いと考えられ, PHHが成立するケースは汚染強度の高い業種など限定的であるとも指摘さ

れている(Liddle, 2001)3).

一方でポジティブな両としては,先進国企業の生産拠点を途上国にシフトすることによ

って先進的環境対策技術が移転され,環境汚染対策が安価で効果的なものになることが指

摘できる.さらには,先進国企業における環境経営は先進国内のみならず,途上国の連結

企業においても,工場や事業所が立地する国の環境政策や環境規制とは無関係に,途上因

の現地法人に先進国並みの環境対策を求めていく傾向が見られる.従って,途上国の現地

法人の環境パフォーマンスは途上国企業に比べて,高いレベルにあると考えられる.また,

3本章では,途上国に立地する外資系の現地法人とその他の企業とを区別するために,前者を曳地法人,後者を途上

国企業と呼ぶ.

4国内から海外-の経営参加や技術提携を目的にした投資を指し,現地法人の設立や既存外国法人-の資本参加を目

的に行われる. FDIの金串が大きいほど,国外の企業から見て投資先として魅力的な国であると解釈できる.
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途上国の現地法人が環境保全対策の一環として,環境負荷の′j、さい原材料を優先的に購入

するグリーン調達などを積極的に展開することで,下請けの途上国企業が環境経営に取り

組むインセンティブを与えることが期待される.

しかしながら,途上国の現地法人が取引を行う途上国企業は限定されており,その業種

も部品メーカーなどを多数抱える電気機器や自動車などの加工組立型産業が中心となって

グリーン調達が展開されている.一方で現地法人と取引を行う機会が少ない業種では,敬

引先からの環境対策の要請が弱いため環境経営を実践するインセンティブが低い(図4-1.)・

従って,途上国企業の環境問題の解決には,環境対策取り組みの技術水準やモチベーショ

ンが低いと考えられる途上国企業の環境保全に対する姿勢が重要であると考える.

図4-1先進国企業と途上国企業の取引関係と環境取組の要請の概念図

(出典)著者作成

4-1-3.途上国企業の環境対策取り組み改善を目的としたプロジェクト

途上国政府も昨今のエネルギー資源価格の高騰から,自国の製造業企業のエネルギー効

率性改善を目的として,目標の設定や取り組みを進めている.例えば,中国では第11次五

力年計画において, 2010年までにエネルギー原単位を20%改善する目標を設定しており,

その達成に向けて省エネ目標の責任制と評価・審査システムの確立,省エネに取り組むこ

とが有利なェネルギ-価格メカニズムの構築などを導入するとしている4).国が国内企業

の特定企業に対して市場競争の阻害となるような直接的な支援(グリーン補助金)は1999年

以降世界貿易機構(WTO)で禁じられていることから,政府は企業が自主的に環境保全に取

り組むためのインセンティブを与えるような制度設計の策定が重要である.

また,先進国が公害問題を経験し解決することで蓄積した技術を,環境問題が深刻化し

ている途上国の現地企業-移転するODAのプロジェクトや,京都メカニズムの一環として

確立されているCDMを通じて途上国に温室効果ガス削減の開発援助を行う事例が近年増
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えており,途上国企業の環境-の取り組みを後押ししている.

4-2.本章の目的

本章の目的は,異なる生産規模や資源利用効率性を持つ複数の生産主体において,限ら

れた投資予算に対して最大の効果が得られるような配分(最適配分)を導き出す分析フレー

ムの構築を目的とする.本章で用いる最適配分とは,環境負荷の限界削減費用と,潜在的

な削減可能量によって決定する配分を指す.本章では事例研究として中国鉄鋼企業を対象

とした分析を行う.

4-3.分析方法

4-3-1.限界削減費用(Margina一abatementcost:MAC)の推計方法

限界削減費用とは,ある物質を追加的に1単位削減するために必要となるコストであり,

その推計方法には大きく分類して3つの方法が用いられてきた.1つ目の方法は個別の工

場から得られる設備導入コストと運転費用から,汚染対策コストの正味現在価値桝et

presentvalue:NPV)を推計し,その設備を導入・稼動することで達成された汚染削減効果と

の費用対効果によって求める方法である.この手法を用いた研究として,松野・植田(1995)5)

の火力発電所に設置された脱硫装置のMACを推計した事例研究などが挙げられる.

2つめの方法は応用一般均衡モデルから需要量と供給量を推計し,得られる最適解を偏

微分することでMACを求める方法である.花岡(2008)'
,6)では,応用一般均衡モデルを用い

て世界地域別部門別のGHGガスのMACと潜在的な削減可能量を推計している.この手法

の特徴は,シミュレーションによって将来予測や様々な仮定でのMACの推計が可能な点

である.一方でエネルギー価格や需要,供給量などの大規模なデータセットが必要となる.

これら2つの手法はデータが比較的容易に得やすい先進国企業などには有効であるが,

データが得にくい途上国企業には適用が難しい.

3つめの手法は,生産関数の推計結果からShadowpriceを算出し,企業が完全競争市場

において利潤最大化を達成している場合には,このShadowpriceがMACと等しくなると

みなす方法である.こうした手法はBoydetal(1996)7)やLee(2002)8)によって開発・発展し

てきた.この方法の長所は大規模なデータベースを必要しないため,データの取得が容易

ではない途上国企業に対しては有効な手法であると考える.本研究では,利用可能な途上

国企業ゐデータに限界があるため,3つめの手法を適用し分析を行う.

4-3-2. Directional Distance Functionを用いたShadow priceの推計

DDFを用いた環境産出財の経済価値の推計方法はBoyd et al (1997)7), Lee etal. (2002),8)

Maradan etal. (2005),9)やF云re etal. (2006)10)などによって開発・発展されてきた.以下,環

境産出財の価格推計方法を説明する.
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まず完全競争下での市場産出財γの価格をp>0,環境産出財bの価格をq<0としたとき,

各サンプルの環境産出財も含めた総産出額をR(x,p, q)とおく.xは市場投入財である蝣R(x,p,

q)はクとqの関数であり,生産可能集合の中には任意のpとqに対してipy+qb」を最大化する

ような(y*,b*)∈P(x)の組み合わせが存在する.従って　R(x,p,q)は次のように表すことが出

来る.ここでD(x,y,b¥gx,gy,gb)は第3章の式(2)で与えられる生産非効率性であり,以下簡

略化のためをβ(・ )と表す.

R(x,p, q) -Max(y*>b*) {乃′* +qb* ¥ (y*, b*) ∈P(x)}

このとき,第3章の式(3)の関係性から関数R(x,p,q)は

R(x,p, q)-Max(y*,b*) {py* +qb* ¥ D(・) ≧0)

とすることが可能である.ここで式(2)は任意の(yJ>)∈P(x)について成立するので,

(1)

(2)

式(2)に(y*,b*)- (y+D( ')gy, b -D( ')gb)を代入する・

R(x, p, q)-Max(yt b) ¥p{y+D(・)gy}+q{b - D( ')gb}¥ D(・)≧0]

≧ btJ′+刀(・)gy}+q{b - D{-)gb} | D(- )≧0]

{py + qb + (pgy - qgb)×D(-) ¥ D(-)≧0}　(3)

式(3)より

0≦」>(・)≦ {R(x,p, q) - (〟+ qb)} / (pgy- qgb)　　　　　(4)

また　R(x,p,q)はpとqの関数であることから,佳意の(y,b)∈P(x)について次の式を満たす

ようなp,qが存在する.

」>(・) -Min(p.g) [{R(x,p, q) - (py+ qb)} I(pgy- qsb)】　　　(5)

式(5)の両辺をbとyでそれぞれ偏微分すると式(6), (7)が得られる・

∂サ(・)　　- 9

db Pgy-<lgh

∂TO　　- p

≧0

≦0

(6)

(7)

dy pgy-qgb

式(6)の左辺は環境産出財古を1単位増やしたときに非効率性」>(・)がどれだけ上昇する

かを示しており,式(7)の左辺は市場産出財γを1単位増やしたときに,非効率性か(・)が

どれだけ削減できるかを示している.式(6)と式(7)より式(8)が成立する.

q　8D(')/db

p　∂)DC)dy
(8)

従って環境産出財の価格qは,市場産出財の価格pを用いて式(9)のように表すことが可能

である.

q=PX
∂ゥ(・)/a,

(9)

ここで,計算に用いた市場産出財が金額データである場合はp-1として計算することが
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可能である.環境産出財の価格qは,生産主体が生産規模を縮小させることで環境産出財

を1単位削減した場合に,減少する市場産出財の価値を反映している.

Lee(2002)では,式(9)で得られるShadow priceには各企業の非効率性の違いが反映されて

おらず,現実的ではないと述べており,式(9)に非効率性要素cT,とobを乗じることで新し

いShadowpriceの計算式を開発した.

q=p=ox
∂¥D(-) db 、 O:・、

∂ゥ(・)/dy

(10)

ここで　<y*,b*)は評価対象の生産主体が非効率性を計測するときに参照先とする点であ

り,フロンティアラインとDirectional Vectorの交点である・さらにcT,と舶ま非効率要

素を示しており,それぞれ式(ll)で与えられる.

1　　　　　　　1

Ob= <yy =

ト」>(・)-　!-」>(・)y*

(ll)

本分析では異なる生産非効率性の企業間では,汚染物質を-単位削減するために生産規

模を縮小し犠牲にする財の価値は異なると仮定し,各生産主体の非効率性をShadow price

に反映させる手法を用いることとし,式(ll)を用いてShadowpriceの推計を行った・

4-3-3. Shadowpriceと限界削減費用

次に環境産出財の価格qと限界削減費用の関係について整理する.一般に生産主体が環

境産出財の削減を達成するには「1.生産規模の縮小」と「2.追加費用での削減取り組み」

の方法が挙げられる.ここで,生産主体が利潤最大化を達成するには規模縮小に伴う経済

損失が削減取り組みを行った場合の追加費用よりも大きい場合,生産主体は削減取り組み

を採用すると考える.本分析の限界として,個別の企業での削減取り組み費用データを得

ることが出来なかったため,すべての生産主体は環境産出財の価格qと同等の追加費用を

削減取り組みに使用すると仮定し,限界削減費用-qとした.

4-4.分析対象データとモデル

本章では事例研究として近年生産量の増加が目覚しく,汚染強度が高い中国の鉄鋼企業

を対象に分析を行う.着目する環境負荷には,グローバルな環境問題である地球温暖化と

ローカノレな環境問題である水資源不足を対象とした.

4-4-1.中国鉄鋼業について

1980年代の中国鉄鋼業は,先進国に比べ老朽化した非効率な設備で生産を行っていた.

1980年まで国内外の政治的要因のために先進国からの技術移転が進んでおらず,もっぱら

ソ連や東欧諸国から古い技術や設備を取り入れることしか出来なかった.その後経済の改
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革開放政策によって鉄鋼業界も近代化を遂げることになるが,ここではその大きな変化を

生産性向上の視点から技術的側面に着目して振り返る.

鉄鋼の作り方には,大きく分けて高炉法と電炉法の2つの方法がある.高炉法では鉄鉱

石と石炭(コークス)を原料に高炉(溶鉱炉)で生鉄をつくり,さらに平炉や転炉で精錬し,成

分を調整して粗鋼を生産する.鉄スクラップを使用する電炉法では,電気によって原料の

鉄スクラップを熱して溶かし,成分を調整しながら粗鋼生産を行う.電炉での生産は生鉄

を生産するプロセスを省けるため,転炉に比べて省エネルギーで粗鋼を生産することが可

能である.したがって,一般にはいかに電炉を多く採用するかが全体のエネルギー効率に

大きく影響する.しかし主原料となる鉄スクラップを大量かつ安定的に得ることは難しい

ため,高炉法と電炉法を併用する企業が多い.

高炉法では平炉と転炉でエネルギー効率が大きく異なる.平炉では原料に冷えた生鉄を

使用するため,転炉では精錬に約30分を要するのみであるのに対して,平炉では数時間も

要し,エネルギーを大量に消費する.従って転炉を如何に早く導入し,平炉を如何に速や

かに淘汰したかはその国の鉄鋼業の競争力を大きく左右した.日本で平炉での生産が終了

した1980年の時点で,中国では全体の35%が平炉によって生産されている. 90年代後半

になると平炉から転炉-と生産方法がシフトしていき, 2003年にようやく平炉での生産が

終了した.中国が平炉の淘汰に時間がかかったのは次の2点が考えられる.一つは平炉か

ら転炉-と移行するためには大規模な投資が必要となること.もう一点は急速に増加する

需要に対応するために鉄鋼業の生産設備がフル回転で生産を行っていたため,粗鋼生産量

の全体の約30%を占める平炉での生産をすぐに止めることは出来なかったことである.

日本では1970年代になると鋳造プロセスが大きく変化した.それまでは転炉や電炉か

ら運ばれてきた溶鋼を鋳型に流し込み,自然に冷やして固めたインゴットを再び加熱して

分塊圧延機で粗鋼-と鋳造していた.この方法は溶鋼を冷却して,再加熱するという非効

率な工程を含んでおり,多くの時間やエネルギーが必要となる.これに対し溶鋼から直接

粗鋼を鋳造する連続鋳造法が発明され,日本やアメリカ,韓国などで急速に普及していっ

た.連続鋳造法は分塊圧延プロセスの省略と溶鋼の熱エネルギーを効率的に使用すること

によって,鉄鋼業のエネルギー効率を大きく改善させた.日本の環境白書11)によれば, 「連

続鋳造法を採用することにより粗鋼トン当たり15万Kcalの節約が可能となっている」と

ある.日本での連続鋳造率は1983年に90%を超えて,現在ではほぼ100%に近い状態であ

る.こ土で連続鋳造率とは「全体の粗鋼生産量に占める連続鋳造機を用いた割合」で定義

される.中国では1990年代に入ってから急激に連続鋳造率を伸ばしており, 1990年の

22.7%から1999年の77.4に増加した.

こうしたエネルギー利用効率の改善と同時に90年代の中国鉄鋼業で水資源のリサイク

ル率が上昇していることは注目すべきである.鉄鋼業は工業の中でも比較的大量の工業用

水を必直とする業種であり,北部地域を中心に水資源制約の強い中国において,水資源消
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費効率の改善は重要な意味を持つ.

中国工業用水与節水集編12)によれば,中国鉄鋼業部門の水資源利用効率の改善は大きく

分けて3つの要因によって達成された.第1は,高炉でのコークスの消化方法が改善され,

水資源投入量が削減できたこと.第2は高炉や転炉から発生するダストに対して,高炉ガ

ス乾燥式ダスト除去法や転炉ガス乾燥式ダスト除去法などが導入されたこと.これらの方

法は従来のダスト除去法に比べて水資源を多く必要としないため,節水が可能となる.第

3は,電炉や連続鋳造の導入されたこと.これは製造工程が省略出来ることから必要とな

る水の量が減り,さらに排水の水質改善によって循環水利用率が上昇する.これら以外に

も沿岸部に立地する企業では,鉄の腐蝕を抑えた海水利用による冷却技術の進歩や,水道

管からの水漏れチェックをより厳しくすることで,粗鋼1トン生産するのに必要な水資源

量の削減が達成されている.こうした技術によって, 1980年における中国鉄鋼業のリサイ

クル水利用率が57%にとどまっていたが, 1990年には75%に達し, 1999年には85%に達

している.

このように中国鉄鋼業の生産設備は90年代に大きく変化しており,素早く最新技術を

取り入れた先進的な企業と,そうでない企業との間の技術格差が拡がった時期である.本

分析では事例研究として,非効率な生産を続けている企業に対して,限られた予算によっ

て最大限の環境保全効果を得るような予算配分について考える.

4-4-2.中国鉄鋼業27社のデータ

分析のためのデータベースは中国鋼鉄工業五十年数字集編(上・下13)と中国工業用水

与節水集編12)より作成した.対象年度は利用可能なサンプル数が最も多い1999年とし,

分析対象企業は27社である.これらのサンプル企業全体の生産規模は, 1999年度の粗鋼

生産量で中国全体の68%を占めており,そのほとんどが中国鉄鋼業を代表する大規模企業

である.分析対象27社の企業名や立地場所などの基本情報を表4-2に記載する.分析対象

企業はすべて国有企業であり,所管が中央と地方(省政府)に分かれる.設立年度は1958年

に操業開始した企業が多いが,これは毛沢東が1958年に行った大躍進政策の中の大製鉄・

製鋼運動によって,鋼材増産を目指し全国の都市,農村で製鉄所の操業が開始されたため

である14)続いて表4-3に企業別の生産規模と粗鋼生産方法を記載する.表4-3より,企

業間において連続鋳造率と重複水利用率に格差が生じているのが分かる.
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表4-2　分析対象27企業の基本情報

企業名　　　　　　　　略称　　設立年度　立地場所　企業形態

宝山鋼鉄股分有限公司

鞍山鋼鉄集団公司

il古.-:%!・日

包斗鋼鉄(集団)有限責任公司

本渓鋼鉄(集団)有限責任公司

太原鋼鉄(集団)有限公司

武叉鋼鉄(集団)公司

唐山鋼鉄集団有限責任公司

撃枝花鋼鉄(集団)公司

重慶鋼鉄(集団)有限責任公司

酒泉鋼鉄(集団)有限責任公司

馬鞄山鋼鉄股分公司

湘詳鋼鉄集団有限公司

水城鋼鉄(集団)有限責任公司

耶耶鋼鉄集団有限責任公司

済南鋼鉄集団総公司

安陽鋼鉄集団有限責在公司

菜蕪鋼鉄集団有限公司

昆明鋼鉄集団有限責任公司

南京鋼鉄集団有限公司

通化鋼鉄集団有限責任公司

漣源鋼鉄集団有限公司

広東省親関鋼鉄集団有限公司

新余鋼鉄有限責任公司

杭州鋼鉄集団公司

広州鋼鉄集団有限公司

樗城鋼鉄集団有限責任公司

宝鋼

鞍鋼

首鋼

包鋼

本鋼

太鋼

武ft.

唐鋼

撃鋼

1R.iN

酒鋼

Sid

湘鋼

工""-]

耶鋼

・i'TI肯摘

安陽鋼

莱蕪鋼

昆明鋼

両立'
.;>'.

通化鋼

.血iSil

部関銅

冒.三蝣:;ri

杭州鋼

LvKI.工

i'7-!t.'i_->1

1982　　上海市

1919　　遼寧省

1920　　北京市

1954　　内蒙古

1910　　遼寧省

1934　　　山西省

1958　　湖北省

1944　　湖北省

1970　　　四川省

1940　　重慶市

1959　　甘粛省

1958　　安徽省

1959　　河南沓

1966　　貴州省

1958　　　河北省

1958　　　山東省

1958　　河南省

1970　　　山東省

1938　　雲南省

1958　　江蘇省

1958　　吉林省

1958　　湖北省

1966　　広東省

1958　　　江西省

1957　　漸江省

1957　　広東省

中央国有

中央国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

中央国有

地方国有

中央国有

地方国有

地方国有

地方国有

トI'1."'/ I-日J-

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

地方国有

1958　　湖北省　　地方国有

(出典)中国鋼鉄工業五十年数字集編13)より著者作成
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表413　生産規模と粗鋼生産方法

x -j';i

粗鋼生産量転炉使用率　電炉使用率　平炉使用率重複水利用率連続鋳造率

(万トン　　　%　　　　%　　　　%　　　　%　　　　%

宝鋼

鞍鋼

首鋼

diJM

本鋼

太鋼

1,098.3

850.6

734.3

388.0

329.5

226.6

武鋼　　　　615.4

唐鋼　　　315.1

331.7

壷鋼　　147.2

酒鋼　　　186.8

馬鋼　　　355.1

湘鋼　　　126.7

水鋼　　　113.3

耶鋼　　　301.7

済南鋼　　　297.3

安陽鋼　　　243.0

莱蕪鋼　　163.6

昆明鋼　　175.0

南京鋼　　176.9

通化鋼　　161.3

漣源鋼　　159.2

朝関鋼　　150.8

新余鋼　　141.7

杭州鋼　　141.4

広州鋼　　116.5

倍城銅　120.3

94　　　　　　　6

100

97

82

92

89　　　　　　10

100

98

100

100

100

91　　　　　　3

87

100

100

89　　　　　　11

94　　　　　　　6

77　　　　　　　23

100

78　　　　　　　22

87　　　　　　13

75　　　　　　25

76　　　　　　24

92

82　　　　　　18

50　　　　　　　50

85　　　　　　15

95.86

89.76

95.34

18　　　　　91.40

64.29

88.84

82.23

93.76

90.39

80.98

88.88

72.55

13　　　　　67.02

87.76

92.30

92.60

85.59

93.74

88.88

73.82

82.31

66.50

84.56

79.54

85.48

68.93

90.71

86.96

62.74

84.80

19.52

37.74

63.55

91.59

98.03

47.39

99.80

99.79

80.05

66.25

100.00

100.00

100.00

86.13

54.73

100.00

100.00

97.95

99.62

99.93

91.67

96.75

99.14

71.25

(出典)中国鋼鉄工業五十年数字集編13)より著者作成

DDF分析に使用するデータ項目は次のように設定した.市場産出データとして工業増加

値(付加価値)を,市場投入データとして総労働者賃金と固定資本浄値(固定資本ストック)

と新規水投入量を,環境産出データとしてCO2排出量を用いた, CO2排出量は各企業の電
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九石炭,コークス,天然ガス,原油の投入量にIPCCの換算係数を用いて推計した15)

鉄鋼業における市場投入財は資本,労働に加えて鉄鉱石などの原材料が挙げられるが,本

分析では市場産出財に付加価値(売上-原材料費)を用いているため市場投入財の変数に

原材料費を含めない.本研究ではC02のShadowpriceを推計するためのCO2modelと新規

水投入量のShadow priceを推計するためのWater modelの2つのモデルを用いて分析を行

った,

4-4-3.本章で使用する分析のフローとモデル

(1)分析の枠組み

本分析の枠組みを,図4-2を用いて説明する.本章ではCO2排出量削減のための最適予

算配分と,新規水投入量節約のための最適予算配分の2つの予算配分方法を明らかにする.

これら2つの分析方法は同じであるため,下記にはC02に着目した分析方法の説明のみを

行う.

CO2modelを用いた生産効率性の評価分析によって,企業別の生産非効率性を計算する.

次に得られた非効率性に各企業のCO2排出量を乗じることで得られる削減可能CO2排出量

の推計を行う.また, C02 modelの分析結果から各企業のCO2排出量に関する限界削減費

用を算出し,非効率性との関係式を推計する.推計した関係式を使うことで,各企業に配

分される投資予算(以下,予算)を与えれば,どれだけのCO2排出量が削減されるか求める

ことが可能となる.本研究では企業-の予算配分の方法として,最適な方法と現実に近い

方法の2つの配分方法を比較することで予算配分に関する政策効果を評価する.

1つ目は,与えられた予算総額かち限界削減費用曲線をもとに中国鉄鋼業全体のCO2排

出削減量を最大化するような配分方法(予算配分1)である. 2つ目の配分方法は,中国鋼鉄

五十年数字集編13)に掲載されている1999年度の付加価値を用いて設定する.企業別付加

価値データの総和に占める各企業の割合を現実に近い資金調達能力と解釈し,この資金調

達能力に応じて各企業に予算配分の優先度が決まるとみなす,資金調達能力に予算総額を

乗じたものが各企業に配分される予算とし,与えられた予算によって各企業が達成した

co2排出削減量を計算する.この資金調達能力に準じた配分方法を予算配分2とする.

上記の方法を新規水に着目したWaretmodelにも同様に当てはめることで分析を行った.

一般に限界削減費用の概念は　c02などの市場で取引されない汚染物質に対して適用され

る場合か多く,エネルギーや水資源などの投入財については分析対象とされていない.こ

れは,エネルギーや水資源は市場を通じて無限に供給される財であると考えられており,

その使用量についての規制は完全競争を阻害するため仮定されないためである.しかしな

がら,中国北部地域では水資源に乏しく, 1997年には中国最大の河川である黄河で大規模

な断流が観測されており,政府による濯淑用水の取水制限が発表されている.このような

状況にお'いては,企業も自由に水資源を利用することは難しいため,節水取り組みを積極
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的に展開すると考える.このような背景から,本研究では水資源消費量についても限界削

減費用の理論が適用可能であると考え,分析を行った.

図4-2　本章の分析フロー

(出典)著者作成

(2)本研究で使用するモデル

本研究ではCO2排出量と新規水投入量のShadowprice推計のために, CO2modelとWater

modelの2つのモデルを用いる.

CO? model

Max. pf2 (-Aco2(w*A))

,v

∑yj^t ≧y*
1=1

〟

∑ ¥A ≦ (i-Aco2)*,*
hfeり

N

∑xp,ixi ≦ lpM
l=1

∑九1-1

(p=付加価値)

(r=CO2排出量)

(10)

‖lI

(12)

(p=資本,労胤　新規水投入量　　　(13)

(14)

礼,. ≧　　(/-1,2,～,k,～,N)
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Water model

Max.Pwater
k(-Drter(xk,ykA))

.〟

∑y*^i ≧ y<*
1=1

目的関数

制約式

(q=付加価値)

皇xi,1,A,<(i-/rer)*w　(Pi-新規水投入量)
1=1

N

∑ lp2,i¥ ≦ V.*
<B¥

〟

∑b諭≦h,u
h法り

∑九,-1

(p2=資本,労働)

(r=CO2排出量)

九.I ≧　　(i-lA-,k,-,N)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

CO2 modelとWater modelではそれぞれの分析目的に応じてdirectional vector(gx , gy, gb)

の組み合わせのみ変更している.このとき2つのモデル間で生産非効率性の大きさは変化

するが,効率的と評価される企業は同じである.この計算式から得られる非効率値は0か

ら1の間で定義され,値が大きいほうがより非効率的である.また,非効率性と環境産出

財bの積から,非効率的な企業がフロンティアライン上の効率的生産を達成した場合に,

削減可能な環境産出財を計算することが可能である.式(14)と式(21)は評価対象となるサン

プルの生産が収穫可変的であると仮定する制約式であり,生産規模のスケールが同程度の

企業を参照することで生産非効率性を評価するように設定される5.

4-5.結果と者察

4-5-1. CO2排出量に着目した分析結果

(1)限界削減費用と削減可能なCO2排出量の推計

分析結果を表4-4に示す.表4-4にCO2 modelの分析結果から得られる各企業の生産非

効率性,.潜在的なCO2削減可能量,限界削減費用を記載する.効率的と評価された企業は

8社であり,宝鋼や莱蕪鋼のように設立時期が新しい企業や,杭州鋼,広州鋼,情城鋼な

5収穫可変の仮定下では分析対象サンプル数が少ない場合において, Shadowpriceが計算不可能となる可能性がある

(Maradanetal.,2005)9).しかしながら,鉄鋼業は規模の生産性が生産効率に反映されやすい業種特性を持つため,小

規模企業が自社の数倍もの規模で生産を行っている大規模企業を目標に生産設備を導入するとは考えにくく,同程度

の生産規模で効率的な生産を行っている企業を参照するはずである.従って本章の分析では,分析結果をより窺実的

なものに近づけるために収穫可変の仮定を用いて計算を行う.
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ど電炉利用率が他社に比べて高い企業が含まれている.一方で鞍鋼や首鋼,本鋼など古く

に設立されている企業や,平炉利用率が高い馬鋼,湘鋼の生産非効率性が高い値を示して

いる.これらの企業は老朽化した設備を使用し続けていることで生産効率が低下したと考

える.ところで,包鋼は平炉使用率が高く連続鋳造比率が低いにも関わらず効率的と評価

されている.この理由として,包鋼の高炉設備の規模はすべて1000m3以上と大規模なも

のであることから,鉄鉱石から生鉄を生成する製造過程でのエネルギー効率が高い点が挙

げられる(李2008)16)

次に各企業の潜在的なCO2排出削減可能量に着目する.この値は各企業別に得られた生

産非効率性にCO2排出量を乗ずることによって推計される.効率的な企業は削減可能分が

存在しないため潜在的co2排出削減量は0である.表414から鞍鋼のCO2削減可能量が最

も多く1,239万トンCO。が削減可能である.次に500万トンCO2以上が削減可能な企業は

首鋼,本鋼,武鋼,馬鋼が続く.分析結果から得られた1999年度の27企業のCO2削減可

能量の総和は6,400万トンCO。であり,これは中国鉄鋼業全体の約18%にも及ぶ6.

次に　co2排出量の限界削減費用の推計結果を考察する.各企業の限界削減費用とCO2

排出量当たりの粗鋼生産量の相関係数は0.5085で,必ずしも高いとはいえない.これは,

本章で用いている限界削減費用は,企業の全要素生産性を維持したままで　co2排出量を

追加的に削減する場合に犠牲にする付加価値の金額を表し,その金額の決定には労働生産

性や資本生産性が寄与するからである.さらに限界削減費用の推計には,産出要素に付加

価値を用いているため原材料調達コストの企業間での差異が反映されている可能性も指摘

できる　Shadow priceが計算不可能であった新余鋼,杭州鋼,広州鋼,情城鋼の4社を除

く23社での限界削減費用の平均値は374元/トンC02であった.

表4-4から鞍鋼,首鋼,酒鋼,馬鋼の4社の限界削減費用が他社に比べて安価であり,

さらに潜在的なco2削減可能量が大きいことから　co2排出削減を目的とした予算配分の

優先順位が高い企業であると言える.

RITEC2008)1では2000年の中国鉄鋼業の技術が日本の2000年レベルに到達した場合に約8,500万トンC02の削減

が可能であると推計.
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表4-4分析対象27社のCO model分析結果と「粗鋼生産量/CO2排出量」の値

企業名
生産非　　co2排出量

効率性

潜在的なco2　　co2排出量の　　粗鋼生産量/

削減可能量　　　限界削減費用　　　CO2排出量

(万トンーC02)  (万トンーC02)　(元/トンーC02) (トン/トンーC02)

宝鋼　　　0.00

鞍鋼　　　0.49

首鋼　　　0.46

包鋼　　　0.00

本鋼　　　0.50

太鋼　　　0.04

武鋼　　　0.38

唐鋼　　　0.36

撃鋼　　　0.30

重鋼　　　0.14

酒鋼　　　0.52

馬鋼　　　0.53

湘鋼　　　0.46

水鋼　　　0.16

耶鋼　　　0.00

済南鋼　　0.00

安陽鋼　　0.41

莱蕪鋼　　0.00

昆明鋼　　0.37

南京鋼　　0.33

通化鋼　　0.47

漣源鋼　　0.28

蘭関鋼　　0.28

新余鋼　　0.56

杭州鋼　　0.00

広州鋼　　0.00

情城鋼　　0.00

2,320

2,538

1,877

1,037

1,030

587

1,631

868

1,102

487

575

996

SEE

312

594

681

666

510

569

386

525

365

332

517

270

225

273

0

1,239

862

0

515

23

623

312

335

67

tun:

526

206

49

0

0

273

0

211

126

248

idii

il¥

291

0

0

0

478.89

246.01

216.73

141.63

240.20

425.ll

295.96

283.59

279.39

274.25

229.93

226.67

631.26

344.56

408.67

318.31

273.31

261.32

295.91

785.00

247.86

848.56

840.40

N.A.

N.A.

N.A.

N.A.

0.47

0.34

0.39

0.37

0.32

0.39

0.38

0.36

0.30

0.30

0.32

0.36

0.28

0.36

0.51

0.44

0.36

0.32

0.31

0.46

0.31

0.44

0.45

0.27

0.52

0.52

0.44

(注)N.A.はCO2 modelの分析結果でShadow priceが計算不可能であることを示す.

(出典)著者作成
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(2)限界削減費用を考慮した最適な予算配分アプローチ

次に,各企業の生産技術の代理指標として「粗鋼生産量/CO2排出量」で定義される環境

効率(EEc。2)を用いて,限界削減愛用との関係式を推計した(図4-3),ここでは限界削減費

用はエネルギー効率が高まるほど上昇すると仮定し指数関数を用いて推計を行った.関数

の推計にはShadowpriceが計算不可能であった4省を除いて計算している.図4-3では縦

軸にMACを,横軸に環境効率(EEco2)を用いている.推計結果より得られた指数関数は

MAC-82.98×exp(3.7395×EEc。2)で,決定係数はR -0.2535である.ここで,湘鋼を除い

て同様の計算をするとR*-0.4285となり,回帰線も大きく違わないことから上記の回帰線

が概ね適用可能と判断し採用した.

0.00　　　　0. 10　　　　0.20　　　　0.30　　　　0.40　　　　0.50　　　　0.60

図4-3　CO2排出量の限界削減費用と環境効率(粗鋼生産量!CO2排出量)の関係式

(出典)著者作成

本項では,各企業の限界削減費用が「粗鋼生産量/CO2排出量」のみによって決定すると

仮定した場合の思考的実験として以下の計算を行い,予算配分方法の違いによって得られ

る効果にどれほどの差が生じるかを比較する.

指数関数を当てはめることで得られた近似式を適用し,生産非効率的な企業19社が削

減可能なCO2排出量をすべて削減した場合の総費用Cを,次の計算式で求めることが可能

である.

iyi

蝣=iXrc-2{82.98exp(3.7395x}A<23)

JEEr-ここでFFはi番目の企業の環境効率でありEEc02,iは削減可能なco2排出量をすべ

て削減した後に計算される環境効率である.また,鋸まi番目の省のCO2排出量を表す.

式(23)を解くと6,400万トンCO2削減するために必要な費用は229.6億元と推計される.
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次に任意の予算総額が与えられた場合の2つの予算配分方法について説明する.予算配

分1の最適配分を求める計算式はCO2排出削減量の総和ASlと各企業の粗鋼生産量SteeU

を用いて下記で与えられる.

目的関数

制約式

FF　≦ FF　　(i'-1 2 -,19)

予算総額-貰b, x rco2{82.98exp(3.7395x}c&

(24)

最適な予算配分の計算式では,全体のCO2排出削減量が最大になるように各企業に予算

ciが配分される.ここでEEC。2,iはi番目の企業が配分された予算C昌こよって改善された

環境効率を表す.

次に予算配分2では,予算総額と各企業の資金調達能力によって決定する所与の予算配

分額Ckから式(27)を用いて削減可能なCO2排出量を逆算して求める.

Ck-bkx¥CO2k'{S2.9Sexp(3.7395x}dx(27)

k番目の企業の予算配分額Ckと環境効率EEc02,kを式(27)に代入することで,投資によっ

て改善された環境効率EEc。2,kを求めることが可能であり,さらにbk-(steelk/EEc02,k*)を計

算することにより,予算配分額Ckによって達成されるCO2排出削減量の推計が可能であ

る.予算配分2によるCO2排出削減量の総和AS2は式(28)で与えられる.

-17
2-Z一芸(28)

ここで,予算配分2では資金調達能力を指標として配分された予算を全額使い切ること

なく効率的な生産を達成する省が存在しうる.その場合,効率的となるために必要な予算

額以外の残った余剰額を該当する企業から集め,効率的な生産に達していない企業に対し

て再度享算を追加的に配分するという計算を繰り返す.この再配分では,資金調達能力に

っいても効率的な生産を達成した企業を除き再計算して用いる.この繰り返し計算は当初

の予算がすべて配分されるまで行う.

ところで,中国政府や政府開発援助によって,どの程度の規模の資金を投資できるのか

不明である.そこでまず,さまざまな予算規模に対して予算配分1と予算配分2の異なる

予算配分方法によって達成されるCO2排出削減量を比較した(図4-4).図の左軸は』∫1と
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AS2の差分(万トンC02)を,右軸はASlをAS2で除した比率を表し,横軸は予算総額(億元)

を用いている.

図4-4より最適配分の効果がもっとも大きくなるのは予算総額の規模が10億元のときで

あり　co2排出量の削減効果に110万トンC02の差が生じているのが分かる.さらに,こ

のときの比率が1.126であることから,最適配分は予算配分2の削減効果を12.6%改善さ

せた配分であると言える.予算規模が1億元から30億元の間では最適配分の効果が大きい

が,一方で予算総額の規模が60億元以上では, 2つの予算配分方法の比率は1.02以下で

あり,削減効果の違いは2%以下と小さいことが分かる.

30　　　　60　　　　90　　　120　　　150　　　180　　　210

-3- △slと△S2の比率(△sl/△S2)【右軸] -×- △slと△S2の差分(△sl -△S2)[左軸】

図4-4　ASlとdS2の比率と差分の推移

(出典)著者作成

』slとdS2の差分が最大となった予算規模10億元について,複数の予算配分方法を設

定し,達成される削減効果の比較を行った.比較結果を図4-5にまとめる.ここで,最適

な予算配分の効果のレファレンスとして,削減効果が最小となるような予算配分案を比較

対象に追加した7.

図4-5より, 10億元を配分した場合に達成されるCO2排出量削減効果の最大値と最小値

の差は753万トンーc02であり,潜在的削減可能量の約12%を占めることが明らかとなった.

7式(24)のMax.をMin.に変更して再計算を行うことで解を得た.
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百万トンーco, 予算配分による追加的な削減量　　　　　　予算配分後の排出量

10億元を効果が

最小となるように
配分した場合

10億元を予算配分2
で配分した場合

10億元を予算配分1

で配分した場合
229.6億元を

配分した場合

図4-5　CO Modelでの配分方法別の削減効果の比較

(出典)著者作成

本分析結果から中国政府が最適な鉄鋼業のCO2排出削減戦略により企業-投資を行った

場合と,個別企業や省庁の資金調達能力に任せて予算配分した場合とで得られるCO2排出

削減効果め違いを明確にすることが可能である.

4-5-2.新規水投入量に着目した分析結果

(1).限界削減費用と削減可能な新規水投入量の推計

表4-5にWater modelの分析結果から得られる各企業の生産非効率性,潜在的な新規水

削減可能量,限界削減費用を記載する.分析結果から本鋼,馬鋼,湘鋼,漣源鋼など重複

水利用率が低い企業や,水資源が豊富な南部に立地する企業の非効率性が高く評価されて

いる.

次に各企業の潜在的な新規水投入削減可能量に着目する.表4-5から武鋼の削減可能量

が最も多く25,861万m3が削減可能であり,次点に馬鋼,鞍鋼,本鋼が続く・分析結果か

ら得られた1999年度の27企業の新規水削減可能量の総和は114,429万m3であり,これは

中国鉄鋼業全体の27.3%である.前述のCO2 modelの結果と比べて,生産非効率性の値が

全体的に高い数値を示している理由として,水資源の価格の低さが指摘できる. 1990年で

の耶鋼の製造コスト全体に占めるコークスの割合は16.49%であるのに対し,水道料金は

1.49%であった14)従って新規水を少々削減したところで,経済パフォーマンスに与える

影響は小さいため,企業は生産の拡大やエネルギー資源利用技術の改善-と経営戦略を策
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定している.一方で,水資源利用に制約がある地域に立地する企業では,粗鋼の増産を行

うためには有効に水資源を利用することが不可欠であるため,重複水利用率を高めるよう

な設備導入が行われたと考えられる.こうした背景から,水資源利用効率の企業間格差が

拡大したと言えよう.

次に,新規水投入量の限界削減費用の推計結果を考察する. 27社での限界削減費用の平

均値は45元/m3であった.中国城市水価18)によれば2000年の中国の工業用水価格は1元

/m3程度であることから,限界削減費用と水の価格の差が大きいことが分かる.従って,

取水量に制約がない場合には企業が節水に積極的に取り組むインセンティブは低いと言え

る.

表415から鞍鋼,本鋼,武鋼,馬鋼,湘鋼,漣源鋼の6社では削減可能な新規水投入量

が大きく,さらに限界削減費用が他社に比べて安価でありことから,新規水投入量の削減

を目的とした予算配分の優先順位が高い企業であると言える,
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表4-5分析対象27社のWatermodel分析結果と「粗銅生産量/新規水投入量」の値

新規水　潜在的な新規水　　新規水投入量の　　　粗鋼生産量/

企業名生産非投入量投入削減可能量　限界削減費用　　新規水投入量
<V--1三

(万m3)　　万m3)　　　　　元/m3)　　　　　トン血3)

宝鋼　　0.00　　7,667

鞍鋼　　0.74　18,175

首鋼　　0.37　　6,506

包鋼　　0.00　　7,546

M¥　　0.85　14,544

太鋼　　0.11　4,048

武鋼　　0.87　29,589

庸鋼　　0.29　3,560

撃鋼　　0.57　8,038

重鋼　　0.25　　4,458

滴鋼　　0.68　　5,363

馬鋼　　0.90　20,115

湘鋼　　0.81　9,305

水鋼　　0.32　　3,031

耶鋼　　0.00　4,343

済南鋼　0.00　2,984

安陽鋼　0.52　4,747

莱蕪鋼　0.00　1,762

昆明鋼　0.50　3,533

南京鋼　0.72　7,326

通化鋼　0.56　　4,011

漣源鋼　0.66　　8,388

親関鋼　0.63　　4,434

新余鋼　0.65　　4,526

杭州鋼　0.00　　4,855

広州鋼　0.00　　3,000

情城鋼　0.00　1,580

0

13,522

2,401

0

12,290

437

25,861

1,022

4,597

1,101

3,668

18,003

7,546

976

0

0

2,450

0

1,767

5,275

2,246

5,536

2,789

2,942

0

0

0

160.99

20.41

50.51

3.01

24.80

20.77

20.28

57.06

34.13

14.65

178.59

16.83

9.28

13.19

19.45

19.45

52.54

108.75

54.42

8.57

47.90

6.61

13.07

198.24

19.45

22.41

22.40

0.143

0.047

0.113

0.051

0.023

0.056

0.021

0.089

0.041

0.033

0.035

0.018

0.014

0.037

0.069

0.100

0.051

0.093

0.050

0.024

0.040

0.019

0.034

0.031

0.029

0.039

0.076

(出典)著者作成
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(2).限界削減費用を考慮した最適な予算配分アプローチ

各企業の水資源利用技術の代理指標として「粗鋼生産量/新規水投入量」で定義される環

境効率V-tii-'waterJを用いて,限界削減費用との関係式を推計した(図4-5).推計結果より得ら

れた指数関数はMAC - 13.529 ×exp(13.563 ×J-'-L'water/である8.

O.(カ　　0.02　　0.04　　0.(泊　　0.08　　0. 10　　0. 12　　0. 14　　0. 16トン7nfl

図4-5　新規水投入量の限界削減費用と環境効率(粗鋼生産量/新規水投入量)の関係式

(出典)著者作成

以下　co2排出量に着目した手法と同じ方法で計算を行う.生産非効率的な企業19社が

削減可能な新規水投入量をすべて削減した場合の総費用Cは式(22)で与えられる.

1=1 × J^""-{13.529exp(13.563;c}rfx:　　　(29)

.はi番目の企業の環境効率であり, EEwater,iは削減可能な新規水投入量をすここでEE,water,i

べて削減した後に計算される環境効率である.また　biまi番目の省の新規水投入量を表

す.式(29)を解くと114,429万m3削減するために必要な費用は84.0億元と推計される・

次に2つの予算配分問題の結果の比較を図4-7に示す.計算に使用した数式は式(24)か

ら式(28)の式中の指数関数を図415で推計したものに入れ替え,さらに環境効率をEE,C02

からE白waterに置き換えただけであるため,文中-の記載は省略する.図4-7より最適配分

の効果がもっとも大きくなるのは予算総額の規模が5億元のときであり,新規水投入量の

削減効果に10,000万m3の差が生じている.また,最適配分の効果が大きい予算規模の範

囲は, 1億元から10億元の間である.

8　ここで,得られた指数関数の決定係数はR2-0.1887であるが,新余鋼と酒鋼を除いて同様の計算をするとR2-

0.4059となり,回帰線も大きく違わないことから前者の回帰線が概ね適用可能と判断し採用した.
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ここで, dSlとdS2の差分が最大となった予算規模5億元について,複数の予算配分方

法を設定し,達成される削減効果の比較を行った.比較結果を図4-5にまとめる.ここで,

水資振不足はローカルな環境問題であることから,問題が深刻化している中国東北部に立

地する企業に優先的に予算を配分するシナリオを比較対象として追加している.またCO2

Modelと同様に最適な予算配分の効果のレファレンスとして,削減効果が最小となるよう

な予算配分案を比較対象に追加した.

16,α)0

14(氾0

12,000

1 0,α)0

8,(氾0

6,(泊0

4,000

2000

0

1,8

1.7

1.6

1.5

IE

1.3

1,2

Ill

1
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図4-7　ASlとAS2の比率と差分の推移

(出典)著者作成

予算配分による追加的な削減量　　　　　　　予算配分後の排出量

83.5倍元を
配分した場合

図4-8　配分方法別の削減効果の比較

(出典)著者作成
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図4-8より, 5億元を配分した場合に達成される新規水投入量の削減効果の最大値と最

小値の差は4.27億m3であり,潜在的削減可能量の約40%を占めることが明らかとなった.

また,配分対象を東北部に立地している企業のみに限定した場合の削減効果は約2億m3

であり,主に鞍鋼,本鋼,通化鋼を中心に予算を配分することによって削減が達成されて

いる.

4-6.まとめ

本研究は中国鉄鋼業企業27社を対象にCO2排出量と新規水投入量に着目した生産性分

析をそれぞれ行い,その分析結果から各企業におけるCO2排出量と新規水投入量の限界削

減費用,潜在的な削減可能量を推計した.主な結論を下記にまとめる.

1. 1999年度の分析対象27社におけるCO2削減可能量の総和は6,400万トンC02であり,

これは同年の中国鉄鋼業全体の18%にも及ぶ.また　6,400万トンC02の削減を達成

するのに必要なコストは229.6億元であった.

2. C02排出量削減を効果的に実施するためには鞍鋼,首鋼,酒鋼,馬鋼に対して重点的

に投資を行うことが効果的である.

3.新規水投入の削減可能量の総和は114,429万m3であり,これは同年の中国鉄鋼業全体

の27.3%にも及ぶ.また114,429万m3の削減を達成するのに必要なコストは84.0億

元であった.

4.新規水投入量の削減を効果的に実施するためには鞍鋼,本鋼,武鋼,馬鋼,湘鋼,檀

源鋼に対して重点的に投資を行うことが効果的である.

5. DDFの生産性分析を用いることによって,環境汚染物質の限界削減費用と潜在的な削

減可能量が推計可能であり,さらにそれらの結果を用いることで最適な予算配分の提

示が可能となる.特にデータを得ることが困難と予想される途上国企業に対して本分

析フレームは有効であると考える.
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第5章　企業内部の組織能力に着目した環境経営発展段階の考察

第4章では,環境-の取り組みにリアクティブな途上国企業に対して,環境保全効果を

最大化するための最適投資配分方法による負荷削減を試みた.しかしながら配分可能な予

算にも限界があり,今後拡大し続ける途上国の製造業のすべてに広範囲に投資することは

難しい.従って,持続的発展を達成するためには途上国企業の自主的かつプロアクティブ

な環境経営が必要不可欠である.こうした背景の中で,企業に環境経営を導入するインセ

ンティブを提示するためには,環境経営が長期的には経済パフォーマンス向上に寄与する

という実践的かつ説得力のある説明を行なうことが必要である.本章では,企業の内部要

因である環境経営戦略や組織体制に重点を置き,環境-の取り組みがどのような因果構造

メカニズムによって経済的パフォーマンスを改善させているかを明らかにすることで,よ

り説得力のある分析フレームによって環境と経済の関係性の説明を行なう.

5-1.背景と目的

5-1-1.企業における環境保全と経済効率の関係

近年,先進諸国の一部業種の大企業を中心に環境-の積極的取り組みが企業経営にとっ

て不可欠な戦略として認識されてきており,環境と経済の両立が実現する兆しが見えつつ

ある.こうした状況を受けて,一部の兆候をより大きな流れとしてより広範な業種,中小

企業,さらに途上国企業が積極的な環境対策に向かうように後押しするためには,企業経

・営において環境パフォーマンスと経済パフォーマンスがいかに両立されていくかの「説明」

が,重要である.また,環境パフォーマンスと経済パフォーマンスの関係性が正となる状

況については,外部要因に依存するところが大きい　Schaltegger(2002)'では,顧客や市場

の環境志向性や,エネルギー価格・鉱物資源価格などがある一定水準を満たした場合に,

環境パフォーマンスと経済パフォーマンスとの間に正の関係性が得られると述べている.

従って,政府規制や顧客要請などの外部圧力に対して企業メカニズムがどのように反応し,

どんな因果関係性によって結果的に外部要因が環境パフォーマンス改善を通じて経済パフ

ォーマンスを向上させているかを明らかにする必要がある.

環境と経済の関係は,市場原理による自由競争を重視する新古典派経済学では,環境規

制は企業にとっての費用増加要因となり,生産性や競争力にネガティブな影響を及ぼすと

考えられてきた.しかし,こうした通説に対して一石を投じたのがPorter(1991),2)で発表さ

れたポーター仮説である.ポーター仮説では,適切な環境規制が企業の技術開発等の環境

取り組み行動を促進し環境保全に関する技術レベルを高め,長期的には競争優位性の獲得

を達成し,経済パフォーマンスの向上をもたらすとしている.

こうした理論を後押しするように,国内製造業では各業界団体が環境負荷削減の自主的
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目標を設定し,環境規制を先取りした対策を行うケースが増えている1.その理由として,

将来的に施行されると予測される規制に対して,いち早く準備・対応を開始することによ

り汚染防止コストの削減や,環境にやさしい企業イメージの獲得による市場競争力の向上

が指摘できる.

これまでの研究では環境と経済が両立するという結果が得られている研究も多く存在

するが2,用いた分析手法は組織構造を明示的には考慮せずに,環境パフォーマンスと経済

パフォーマンスに焦点を当てたものがほとんどであることから,企業の組織構造や経営戦

略が環境と経済の両立達成に,どのように作用しているかなどを言及することが出来ない.

しかしSchaltegger(2002)1)やWagner(2002)7)に指摘されるように,環境と経済の両立は社会

や市場の成熟度,消費者の環境志向などといった一定の条件下で達成されるものであると

いう仮説やさらに複雑な関係についても検証する必要がある.従って,環境経営が経済パ

フォーマンスを向上させるという実践的かつ説得力のある説明を行なうためには,なぜそ

うなるかという組織メカニズムを明らかにし,どのような発展段階プロセスを通じて達成

するかを明らかにする必要がある.

5-1-2.環境経営の発展段階論

企業が環境と経済の両立を達成するた桝こは, Poter(1991)2)で指摘されている適切な法規

制の整備に加えて,社会や市場,顧客の環境志向の高まりが重要であり,さらに企業自身

が高い環境経営能力を備えることが必要不可欠である.企業の環境経営能力は公害対策や

環境アセスメントなどを通じて得られる知識と経験を蓄積することで発達すると考えられ

ており,その発展段階には一定のプロセスが存在すると考えられている(金原,2008)8).企

業の環境経営に関する発展段階については,これまでに多くの研究が行われてきた.表5-1

は環境経営の発展段階に関する先行研究をまとめたものである.

これらの先行研究の結論で共通しているのは,企業の環境経営戦略が「無関心」 ⇒ 「受

身的・消極的」 ⇒ 「積極的」というプロセスで成熟しており,さらに積極的に環境保全に

取り組むことで長期的には市場競争力が向上するとした部分である.しかしながら,先行

研究の多くは発展段階の概念を提示したものや,ケーススタディーとして個別の企業の環

境経営を取り上げたものであり,提示された発展段階の適用可能性の検証などについては

ほとんど行われていない.

1日本経団連「環境自主的行動計画」など

Freedman(1992)3), Hart and Ahuja(1996)4), Russo and Fouts(1997)5), Al-Tuwaijri et al. (2004)6)など

w



表5-1環境経営戦略及び成熟度の発展段階に関する先行研究一覧

著者　　　　　　　　　　発展段階のステージ　　　　　　　　　　分析対象

1.Complianceoriented(reactive)

UNCTAD(1993)9)2:冨reventive(1

trategic(。p芸anandprecautionary)

。rtunityseeking)4.Sustainabledevelopment

Worldwide, industrialwide,

2 10 multinationals, survey

Elkington (1994)10)

1. Ignorance

2. Awakening

3. Denial

4. Guilt reduction, tokenism

5. Conversion

6. Integration

Worldwide, industriaiwide,

case study

CrosbieandKnight呈:Donothing/Defensiveposture

S。cialresponsibility

(1995)n)孟:Strategicopport

Sustainablebusi慧

N.A. (Conceptual)

1.Publicopinion

2.Governmentpressure

3.Qualitymanagement

4.Liabilityreduction

xti/,nn-i2)5.Costefficiency
Vermaak(1995)fi_--preventionpays

7.Greenmarketingandpromotion

8.Chainmanagement

9.Newbusinessdevelopment

l0.Sustainablepositioning

N.A. (Conceptual)

1.Businessasusual

Ehrer血Id(1998)13)芸.Compliance--.--,

..N.A.(Conceptual)

.Preventionr4.Sustainabihty

1.Ignorance

2.Compliance(End-ofJpipetype)

tjnu/onr>cU4)3-Strategiccompliance(pollution
LeeandRhee(2005)14;*.f.-JT..
preventionwithend-of-pipe)

4.Pollutionpreventionforcompetitive

advantage

Korea, 27　　　and pepar

industry companies, Interview

surveys

(出典) KOlk and Mauser (2002),15)に著者が加筆修正

5-1-3.本章の目的

前述の通り,これまでの環境と経済の両立可能性に関する先行研究では,環境戦略や組

織体制を明示的に考慮せずに,環境パフォーマンスと経済パフォーマンスに焦点を当てた

ものがほとんどであった.さらに環境経営能力の発展段階論については理論的な根拠が十

分であるとは言えない.こうした先行研究の問題点に対して,本章では共分散構造分析を

用いた環境経営能力の発展段階分析を行うことで,企業の環境保全-の意確,組織体制,

政府規制や社会・市場の要請が企業の取り組みに与える影響を分析し,企業の環境経営能
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力が発展していくメカニズムを明らかにすることを目的とする.本分析が目指す政策イン

プリケーションは,環境経営能力の発展段階プロセスを明確にし,企業が環境経営に積極

的に取り組むことで長期的には市場競争力や財務パフォーマンスが改善するという仮説に

理論的根拠を持たせることで,途上国企業に対し積極的に環境保全-取り組むインセンテ

ィブを与えることである.

5-1-4.本章の分析フレームと環境経営の発展段階論

本章で用いた分析のフレームワークは,企業が知覚する外部からのプレッシャーを表す

『外部要因』,さらに企業内部の要因である『環境戦略』と『組織』,そして企業の取り組

みによって得られる成果要因として『環境パフォーマンス』と『経済パフォーマンス』の

合計5つの要因によって構成される.フレームワークを図5-1に記す.このフレームワー

クは,外部要因,企業戦略・組織,パフォーマンスは一定の因果的プロセスであるという

考えを示しており,環境戦略と組織を分けて明示的に考慮した部分が先行研究にはない独

創的な点である.このフレームワークは資源ベース論に基づいて構築しており,企業のパ

フォーマンス要因には環境戦略と組織体制が影響を与えるとするフレームである.資源ベ

ース論とは1990年代から展開されてきた経営戦略論のひとつで,競争優位や経営パフォー

マンスが企業特有の資源および組織能力に依存していると説明する理論である.ここでの

資源とは企業が保有し利用する物的資源,財務的資源,人的資源などの経営資源を指す16)

環境戦略
組織の主要な目標,政策およ
び一連の行為を統合する枠

外部要因
各種規制を課す行政,企
業が存在する地域社会と
市場から受ける圧力の代
理指標 組織

企業の環境に取り組む意識,
備わっている技術.経験,組織
能力といった組織特性

図5-1分析フレーム

(出典)著者作成

環境パフォーマンス

企業が環境保全に取り組んで
きた結果を表す

経 済 パ フォー マ ンス

企業の経済活動によって実現
された成果や実績を表す

このフレームワークを用いて,企業の環境保全取り組みに関する先行研究を参考に,本

研究では図5-2にある「無関心型」, 「リアクティブ(前期)」, 「リアクティブ(後期)」, 「プロ
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アクティブ」の4つの発展段階を仮説的に設定し,国内製造業の発展段階についての部分

的検証を目的として分析を行う.矢印は潜在変数間の影響を表しており,塗りつぶしが正,

中抜きが負の影響を意味する.また矢印の太さは程度を表す.

まず,環境-の取り組みに対して「無関心型」では,企業は環境に無関心な経営を行な

っているため,経済パフォーマンス(生産量)が向上すればするほど,有害化学物質や廃棄

物などが適切な処理が行われないまま排出され,環境汚染を悪化させるという関係が考え

られる.こうした関係は特に, 1950年代から1960年代後半にかけて先進国の鉱工業企業

で観測されており,その結果多くの公害問題が発生する結果となった(Mori, 2008)17).

この「無関心型」の企業経営が続けられると,環境汚染が深刻化し公害問題などが発生す

る.そこで政府や社会が企業に環境-の散り組みを要請することによって「リアクティブ

(初期)」 -と発達する.しかし,この法規制が施行された直後の段階において,企業は環

境-の取り組みに必要となる費用を追加的コストと認知しているため,利潤最大化を目的

とする企業にとって,汚染対策費用を最小化すると考えられる.従って,企業は法令で定

められた基準の順守のために受身的な対策に終始しており,明確な戦略を策定できないま

ま,その場しのぎのためのエンドオブパイプ型対策を行うと考える(LeeandRhee,2005)14).

一方で環境保全取り組みを行うことで追加的な費用を負担することとなるため,経済パフ

ォーマンスに負の影響を与える(Jasch, 2006)19).

しかし,受身的な対策を続けていくことによって取り組みのノウハウが蓄積され,それ

が環境戦略として形成されていく.そして企業は環境戦略によって外部からの要請を知覚

し,より適切な対応策を与える.この段階が「リアクティブ(後期)」であり,企業は長期

的な目標を設定し,その環境対策の費用対効果を考慮することで,生産工程の見直しも含

めた積極的な汚染対策に取り組む.こうした工程内対策(クリーナープロダクション)を講

じることで,省エネ効果や原材料費・廃棄物処理費用の節約が達成され,程度は小さいが

経済的便益を得る(Poter, 1995)20).

そして,環境戦略と組織体制が発達していき最終的に企業は「プロアクティブ」の段階

-と発展する.この段階になると環境保全に対する自社目標の数値が法律よりも厳しく設

定しているケースが多いため,外部要請の影響は弱まると考えられる(金原,2007),21)また

地域社会や株主,消費者の環境志向が高まった場合においては,社会的責任投資(SRI)やエ

コファンドからの融資による資本調達や,真撃に環境保全に取り組んでいるという企業ブ

ランドイメージ,製造・利用過程の環境負荷が小さいエコプロダクツやェコデザインなど

の製品開発などによって,市場での競争優位を得ることが可能となることから,環境取り

組みは経済パフォーマンス上昇に貢献する(GlavicandLukman, 2006)22).こうした発展段階

を経ることにより,企業は環境経営に積極的に取り組むことでより大きな経済的リターン

を獲得していくと考える.

97



これまでの先進国企業の歴史的な経験から,無関心型とリアクティブ(初期)の2つの段

階が存在t/,エンドオブパイプ型の対策によって公害問題を解決してきたことはすでに自

明である(Erkman, 1う97)23)従って,着目すべきは先進国企業がリアクティブ(後期)とプロ

アクティブの段階に達しているかどうかである.そこで,本研究では国内製造業を対象に

アンケート調査を行い,得られた認知指標に共分散構造分析を適用することによって,日

本の製造業の発展段階がどのステージにあるかを検証する.

また, 3章でも指摘したように環境-の取り組みの対策方法及びコストは業種によって

異なるため,発展段階も特性が異なる業種間においては差異が生じると思われる.さらに

環境経営能力は企業規模に対して経路依存性を持つという先行研究3も発表されているこ

とから企業規模の違いにも着目した分析を試みる.

図5-2　環境経営能力の発展段階の図

(出典)著者作成

5-1-5.共分散構造分析

本研究で用いる共分散構造分析4は事象の因果関係を統計的に分析する手法であり,経営

学,心理学,社会学など幅広い分野で用いられている.分析の概念図を図5-3に示す.共

分散構造分析では,ある仮説に対してモデルもしくは因果関係の分析フレームを仮定し,

そのモデルから分散共分散行列の推計を行う.一方で仮説に基づきアンケート調査等で得

3金原・金子(2006)'24)など

4統計学者Joreskogによって開発された手法(J6reskog,1973)',25)
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られたデータに基づいた分散共分散行列を別途計算し,これら2つの分散共分散行列を最

尤法で照合し,仮定したモデルがどれほど実データに適合しているかを検証する分析方法

である.本分析では, SPSS社のAmos7.0を用いて計算を行った.

_ *.丁.一 タ収 集

図5-3共分散構造分析の概念図

(出典)朝野(2005), 「入門共分散構造分析の実際」 26)に著者が加筆修正

5-2.分析対象データ

5-2-1.データ作成方法

本章では,先進国であり企業-のアンケート調査が他国と比べて容易であった日本を分

析対象国として選定し,サービス業に比べて環境-の取り組み効果がパフォーマンスに反

映されやすい製造業企業を対象にアンケート調査を行う.利用するデータは次の2つのデ

ータベースから作成する. 1つ目は企業の経済・環境パフォーマンスを表す財務指標5,PRTR

対象物質排出量　co2排出量7の絶対基準の数値データであり,これらのデータを用いる

ことで2章と3章で分析を行った統合環境効率性,統合生産非効率性,市場生産非効率性

の評価が可能となる.サンプル数は420社で2006年度を対象年度としている.

2つめのデータベースは企業の環境経営に関する認知指標であり, 2007年10月から12

月にかけて国内上場企業に対して環境経営に関するアンケート調査を実施することで作成

した. 1100社に調査票を郵送し337社より回答が得られた.そのうち有効回答は318社で

あり,有効回答率は28.9%である.アンケート調査に使用した調査票をpl19の補足に記載

5日本経済新聞社, NEEDSデータベースより作成

8経済産業省・厚生労働省,特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律第11条に

基づく開示ファイル記録事項より作成

7環境省,地球温暖化対策推進法に基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度による平成18年度温室効果ガ

ス排出量の集計結果より作成
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する.サンプルの業種別内訳は,表512に示す通りで,主な業種は食品,化学,一般機械,

電気機械,輸送用機械であり,日本標準産業分類27)に従えば各産業のサンプル数は,生活

関連型業種49社,基礎素材型業種117社,加工組立型業種152社である.アンケート調査

の質問項目はリッカート方式の5段階認知評価で測定され(1-強く同意しない,5=強く同意

する),数値が高いほど強い肯定を意味する.

表5-2　認知指標が得られた分析対象サンプルの業種別分布

生活関連型(49社)　　　基礎素材型(117社)　　　加工組立型(152社)

業種名　　　企業数

食料品　　　　26

飲料・飼料　　　4

繊維工業　　　　9

木材・木製品　　　2

家具・装備品　　　3

業種名　　　企業数

パルプ・紙　　　6

ゴム製品　　　　7

印刷　　　　　4

化学　　　　　49

石油・石炭　　　　3

その他　　　　5　　　　プラスティック　　　6

窯業・土石　　　11

Mjl-J 1 1

非鉄金属　　　11

朱!,/.

業種名　　　企業数

一般機械　　　　38

電気機械　　　　26

情報通信機械　　17

電子部品　　　　21

輸送用機械　　　41

精密機械　　　　9

(出典)著者作成

これら2つのデータベースを用いて,表5-3のように3通りの分析用データセット(デー

タA,データB,データC)を作成する.データAは2章, 3章で説明した統合環境効率性,

統合生産非効率性,市場生産非効率性をDEAとDDFを適用して求めるためのデータセッ

トである.適用するモデルと使用するデータ変数は2章と3章で説明したものと同じ方法

を利用しているので,本章では説明を省略する.データAを用いて業種別にデータセット

を作成し統合環境効率性,統合生産非効率性,市場生産非効率性の計算を行った.

データBは,データAの中で認知指標が利用可能な企業を抜き出したデータセットであ

り,サンプル数は85社である.データBを使用することで,フレームワーク中の環境・

経済パフォーマンスが経済的アプローチによって評価可能であり,さらに外部要因,環境

戦略,組織体制を企業が回答した認知指標を用いて経営学的アプローチに基づき評価する

ことが出来る.従って,データBを用いた分析では,経済学的アプローチと経営学的アプ

ローチの2つの手法を適用することで,これまでブラックボックスとされていた企業の内

部要因と環境・経済パフォーマンスの関係を明らかにすることが可能である.ここで,デ
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一夕Bを用いて業種別・規模別にデータセットを作成し分析を行った結果,利用可能なサ

ンプル数が少ないことから分析に必要な検定統計量が確保出来ず,計算不可能であった.

従って,データBを用いた分析では業種や規模のダミー変数を適用することで,業種・規

模特性を結果に反映させることを試みる.

データBを用いた分析では,利用可能なサンプル数が少なく適用可能な分析モデルに限

界がある.そこで業種特性や規模特性をより詳細に比較するために,データCを適用する.

データCは認知指標のみで形成されるデータセットであり,サンプル数は318社である.

データCを用いることで,業種別・規模別に分けてデータを作成し分析を行うことが可能

である.しかしながらデータはすべて認知指標であるため,パフォーマンス評価手法に経

済学的アプローチを適用することが出来ない点に留意する必要がある.

表5-3　データセットのサンプル数と特徴

データA　　　　　　　　データB　　　　　　　　　データC

サンプル数　　　　420社　　　　　　　　　85社　　　　　　　　　　318社

1.財務指標　　　　　　1.統合環境効率性

利用可能な　2.PRTR対象物質排出量　2.統合生産効率性8

データ変数　3.CO2排出量　　　　　3.市場生産効率性8

4.認知指標

1.認知指標

DEAとDDFによる統合
用途　　　　　　　　　　　　　共分散構造分析-の適用　　　　共分散構造分析-の適用

環境効率性・生産性分析.

特徴

l.DEAとDDF分析を適　1.経済学的アプローチを用いた1.業種別・規模別での分析が

用し,統合生産効率　　　パフォーマンス評価.　　　　　可能なサンプルを確保.

性,統合環境効率,市　2.サンプル数が少ないため業種　2.認知指標によるパフオー

場生産効率性を推計.　　別規模別で計算が出来ない.　　マンス評価.

(出典)著者作成

本研究ではデータBとデータCに共分散構造分析を適用することで,国内製造業企業の

環境経営能力の発展段階プロセスを明確にするために,表5-4にある3つのモデル(モデル

Bl,モデルB2,モデルC)を設定した.

DDFによって得られる統合生産非効率性と市場生産非効率性はフロンティアラインからの距離を表しており0から

1で定義され,数値が大きいほどより非効率であることを意味する.一方でDEAから得られる統合環境効率は0から

1で定義され数値が大きいほどより効率的である.従って,これら2つの指標の順序尺度を整合させるために,共分

散構造分析に使用する場合には, DDFから得られる2つの指標を「統合生産効率性-ト-統合生産非効率性」 , 「市堤

生産効率性-1一市場生産非効率性」と変形し,統合生産効率性と市場生産効率性を適用する.
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表5-4.各分析モデルでの指標構成要素

モ デ ル B l モ デ ル B 2 モ デ ル C

1. 政府 規制 1. 政府 規 制 1. 政府 規制

外 部 要 因 2 . 地域 社会 要請 外 部 要 因 2. 地 域社 会要 請 2 . 地域 社会 要請

3. 顧 客要 請 3. 顧 客要 請 3. 顧 客要請

1. リーダー シップ 1. リーダー シップ 1. リーダー シップ

2, 従業 員 参加 2. 従 業員 参加 2 . 従業 員参加
環 境 戦 略 環 境 戦 略

3. 責任 者権 限 3. 責 任者 権限 3. 責任 者権 限

4 ∴環境 優先 度 4. 環 境優 先度 4 . 環境 優先 度

1. 工程 対 策 1. 工 程対 策 1. 工程 対策

2. 設計 対 策 2-.設 計対 策 2 . 設計 対策

3. 廃 棄物 処理 3. 廃 棄物 処理 3. 廃棄 物処 理
組 織 組 織

4.ISO 14 0 0 1 4 . IS O 14 00 1 4 .IS O 14 0 0 1

5 . 環境 報 告書 5. 環 境報 告書 5. 環境 報告 書

6. 環境 会 計 6. 環 境会 計 6. 環境 会計

パ フ オ ー

1. 統 合生 産効 率性

マ ン ス

1. 廃 水処 理
環 境 パ フ オ ー

1. 統 合環 境効 率 2. 排 ガ ス処理

マ ン ス
3.C O ,削減

1. 顧 客関係

2 . 共 同解決
経 済 パ フ オ ー

1. 市場生 産効 率性 3. ク レー ム

マ ン ス
4 . 経 済効果

5. 費 用便 益性

(出典)著者作成

これら3つのモデルの違いはパフォーマンス指標の定義のみであり,外部要因,環境戦

略,組織については同じ観測変数を用いて定義している.下記に外部要因,_環境戦略,組

織についての説明を記す.

『外部要因』は「各種環境政策を決定し規制を課す政府の要請(政府規制)」, 「企業が活

動する地域社会からの要請(地域社会要請)」, 「消費者およびその集合としての市場を含む

顧客からの要請(顧客要請)」の3の指標から構成されており,企業が外部からの環境保全

に対する圧力をどのように知覚しているかを表す潜在変数である.

『環境戦略』は,企業組織の環境イニシアチブを表す「環境問題に対するトップのリー

ダーシップは強い(リーダーシップ)」, 「環境経営のために従業員が積極的に参加している
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(従業員参加)」, 「環境管理者の会社内の発言力は強い(責任者権限)」の3つの指標に, 「環

境負荷の削減を重視している(環境優先度)」を加えた4つの指標から構成されており,企

業の環境経営の戦略・方針を決定する潜在変数である.

『組織』は外部要因や環境戦略から受けた圧力や方針に対して,実際に企業がどのよう

に対応したかを表す潜在変数であり,環境対策-の取り組みと組織体制の2つ要因からな

る.環境対策の取り組みは3Rを実践する段階として一般的な「製造工程での環境対策に

取り組んでいる(工程対策)」, 「環境志向の製品設計・開発を行っている(設計対策)」, 「廃棄

物の再利用・再資源花に取り組んでいる(廃棄物対策)」を用いて定義した.一方で組織体

制は環境経営の管理的体制を示すものであり, 「ISO14001の認証取得(ISO14001)」, 「環境

報告書の作成・発行(環境報告書)」, 「環境会計の導入(環境会計)」を使用している. ISO14001,

環境報告書,環境会計は, 「3.実施している」, 「2.準備中」, 「1.検討していない」の3段

階評価用いている.

パフォーマンス指標には次の3通りを適用する. 1つめは環境パフォーマンスと経済パ

フォーマンスの両方を反映した指標として統合生産効率性を利用する方法(モデルBl). 2

つめは,環境パフォーマンスと経済パフォーマンスを別々に定義し,前者に統合環境効率

性を,後者に市場生産効率性を適用する方法(モデルB2). 3つめは,環境パフォーマンス

と経済パフオ「マンスに認知指標を適用する方法(モデルC)である・認知指標を利用した

環境パフォーマンスと経済パフォーマンスの評価方法を下記に記す.

『環境パフォーマンス』は,企業が実際に行った環境保全取り組みの結果を表す潜在変

数であり, 「廃水処理対策に積極的にとり組んでいる(廃水処理)」, 「大気汚染対策に積極的

にとり組んでいる(排ガス処理)」, 「CO2排出削減に積極的である(C02削減)」の3つの認知

指標用いている.本来であれば,質問項目には「廃水処理対策のパフォーマンスレベルが

他社と比較して高い」,もしくは「国が定める基準値を十分にクリアしている」などの企業

のパフォーマンスに関する認知指標を用いるべきである,しかし,他社との比較という言

葉を用いると,調査対象企業によって比較対象が異なるため,質問項目の基準化が難しい.

さらに国が定める基準値とすると,どの基準を指しているのかが不明となる点や,さらに

こちらで基準を指定した場合にはその基準のみに対しての質問となるため,包括的なパフ

ォーマンス評価を行うことが出来ない.従って本研究では,企業の取り組みの積極性を環

境パフォーマシスの代理指標として用いている.

『経済パフォーマンス』は企業が環境-の取り組みを行った結果,得られる経済効率を

表す潜在変数であり,企業の競争優位性の代理指標として「顧客または取引先との取引関

係は安定している(顧客関係)」, 「顧客または取引先と共同で問題解決に取組む姿勢が強い

(共同解決)」, 「顧客からのクレーム数が少ない(クレーム)9」の認知指標に加えて, 「環境-

9 「顧客からのクレーム数が多い」という質問項目で得た回答の反数(lなら5, 5ならlに変換)を用いている.
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の取り組みは一定の経済効果が得られている(経済効果)」, 「環境-の取り組みは経済効果

が費用を上回っている(費用便益性)」の合計5つの認知指標から作成した.

モデルCでの認知指標のみを用いた分析では企業が外部要因に対してどのように認知し,

対応を試みているかという点に着目した考察が可能となる.表5-5にはDEAとDDFによ

り計算した3指標(統合生産効率性,統合環境効率,市場生産効率性)と,パフォーマンス

要因を構成する認知指標とのスピアマン順位相関係数を示す.分析結果から,ほとんどの

組み合わせで有意な相関関係は得られていないのが分かる.これは, DEAやDDFのパフ

ォーマンス評価分析では多次元でのパフォーマンスを統合した評価結果を表しているのに

対して,認知指標では個別の次元に特化した質問によって回答を得ている点が理由として

挙げられる.加えて,統合環境効率性や統合生産効率性では環境汚染物質はC02とPRTR

対象物質に限定しているため,水資源リサイクルやSOx, NOx対策取り組みなどが反映出

来ていないことも相関が有意でない原因の一つと考える.

表5-5　パフォーマンス指標のスピアマンの順位相関係数(サンプル数-85)

統合環境効率性　　統合生産効率性　　市場生産効率性

環境　　　廃水処理

パフオー　　排ガス処理

マンス　　　CO2削減

-0.1217

-0.0297

0.1634

-0.0708

-0.0725

0.0931

-0.0395

-0.0540

0.0163

顧客関係

経済　　　共同解決

パフオー　　クレーム

マンス　　　経済効果

費用便益性

*は5%水準で有意であることを示す.

0.0119

0.0082

0.0214

0.0816

0.0889

0.0166

-0.0345

0.1528

0.0697

0.0577

(出典)著者作成

-0.0110

0.0046

0.2388*

-0.0175

0.1397

5-2-2.規模別業種別の認知指標比較

次に企業の規模及び業種の違いによって認知指標にどのように違いが生じているかを

考察する.表5-6は規模別業種別のサンプル企業数と認知指標の平均値を表す.規模別の

分類には, 300人未満をノ」、規模企業　300人以上1000人未満を中規模企業, 1000人以上を

大規模企業とした.また,業種別の分類には表5-2で示したように,生活関連型産業,基

礎素材型産業,加工組立型産業の3つに分類を行った.

外部要因を構成する3つの認知指標では,顧客要請が強く知覚されている.企業が政府

による環境規制を強く感じるとすれば,それだけ法規制での達成基準が厳しく受け止めら
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れているということである.その意味で,政府規制よりも市場・顧客が強く知覚されるの

は,すでに環境規制を超えた取り組みが求められてきていることを示唆している.業種別

では,基礎素材型では政府や社会から強い圧力を知覚しているのに対し,加工組立型では

顧客からの要請が強く認識されている.この理由として,基礎素材型産業には工場廃水・

排ガスの汚染強度が高い業種が多く存在しており,企業自身が工場周辺の住民や地方政府

が自社から排出される環境汚染物質-の関心は高いと認識しているためと考えられる.ま

た,加工組立型で製造される製品は,消費者の利用段階においてもエネルギーを消費し,

汚染物質を排出するものが多いため,製品使用時の環境負荷は消費者の環境志向に直接的

に作用する.近年の環境保全意識の高まりから,グリーン購入などの製品使用時の環境負

荷が小さい製品を購入する動きが浸透しつつある点も理由として挙げられる.

環境戦略を構成する指標では,-リーダーシップと環境優先度が強く評価され,次に従業

員の参加が続いている.環境マネジメントシステムとして国際的な標準となったISO14001

では,環境経営の方針を立てること(環境方針),環境管理計画の実施体制を整えること(プ

ラニング)が不可欠であり,こうした部分にはトップの役割が大きい(吉滞,2003)28).同時に,

従業員の参加は,全社的品質管理で晶質向上や生産性向上,コスト低減の実現に広く普及

し,その成果も顕著であった.このことは,環境経営にとっても取り組みを具体化し実践

する上で大きな要素であるといえる.全社的品質管理の応用としての全社的環境品質管理

が有効な取り組みであることは,先行研究でも指摘されている29),30)また,環境経営優先

の回答の平均値は4.48と高い水準にあり,企業は環境配慮の重要性を高く認識しているこ

とが分かる.

組縄を構成する指標では,環境対策取り組み(工程対策,設計対策,廃棄物対策)と組織

体制(ISO14001,環境報告書,環境会計)の2つのグループに分けて説明を行なう.環境対

策取り組みでは,工程対策と廃棄物対策で企業は強く認知していることが分かる.また,

企業規模が大きくなるにつれて認知指標が強くなっていることから,環境の問題に取り組

む組織能力の蓄積は規模拡大とともに増大し,部分的な対策からLCAやエコデザインのよ

うな包括的な対策-展開する経路依存性が確認できる.

組織体制では, ISO14001の取り組みが最も進んでおり,全体では調査対象の93%が

ISO14001の認証を取得していることから,上場企業ではほぼ定着してきていると言える.

また,規模別・業種別のすべてのグループでISO14001≧環境報告書≧環境会計の順序関係

が成立している.これは,組織の環境管理体制としては, ISO14001がまず取り組まれ,続

いて環境報告書そして環境会計-と進むことを示唆している.

環境パフォーマンスを構成する指標では,廃水処理,排ガス処理, co2削減が高いレベ

ルで認知されている,基礎素材型や生活関連型では　co2削減と他2つの指標を比較する

とCO2削減が小さいことから,これらの産業では廃水や排ガスの公害型対策が実施されて
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からCO2削減-の取り組みが進展すると考えられる.また,企業規模が大きくなるにつれ

て認知指標が上昇する傾向にあるため,これら3指標は規模に関して経路依存的であると

推測される.

凝済パフォーマンスは,競争優位を表す3指標(顧客関係,共同解決,クレーム)と環境

取り組みによって得られる経済的便益についての2指標で構成される.前者の3指標では

顧客関係が最も高く,次いで共同解決,クレーム数となっている.業種別規模別で,大き

な違いは見られなかった.一方で,経済効果では,規模が大きくなるにつれて強い肯定を

示しているが,費用便益性になると違いは見られない.これは,大規模企業では環境経営

に積極的に取り組むことにより経済効果を得ているが,同時に高額な費用も負担している

ためと考えられる.業種別では大きな違いが得られなかった.

続いて,各企業が取引先の企業に対して環境-の取り組みをどのようにサポートしてい

るかの認知指標10として, 「納入企業に環境対策取り組みで支援している(取組支援)」, 「納

入企業に環境技術の改善を支援している(技術支援)」, 「納入企業によるISO14001取得を支

援している(ISO支援)」の質問を行った結果を考察する.規模別平均値を比較すると,大

規模企業で高い値をとっており,業種別では加工組立型企業の値が高い.これは加工組立

型企業が部品調達の際にグリーン調達などの取り組みを始めており,サプライチェーン全

体での環境負荷削減を達成するために,納入業者に対しても環境取り組みの要請を行い,

同時に支援も進めている.こうした納入業者も含めた環境経営を行うことによって,自社

独自での環境取り組みが難しい中小企業などに対して,大規模企業の技術支援やノウハウ

を学ぶことで,製造業全体の環境負荷低減が期待される.

表5-7は, 「環境-の取り組みは経済効果が費用を上回っている」の質問の回答別に認知

指標の平均値を計算したもので,右側に行くほど企業は環境経営から得られる便益は費用

を上回っていると強く認識している.表5-7から,ほとんどすべての質問項目で「5.全く

その通り」と答えている企業の平均値が最も高い値をとっている.さらに,その傾向は経

路依存的であり,費用便益性に対する質問の回答番号が大きくなるにつれて,段階的に認

知指標の平均値が上昇している.一方で,表5-6を見ると,大企業では環境取り組みに関

する認知指標は高いものの,費用便益性の認知指標は中・小規模企業と大きな差が見られ

ない.この結果から得られる知見は,現在の国内製造業の状況としては環境取り組みを積

極的に行う企業のすべてが費用を上回るほどの経済的便益を環境経営から得ることは出来

ていないが,環境経営から得られる便益が費用を上回っている企業では,他の企業に比べ

て積極的に環境-の取り組みを行っているということである.

LOこれらの認知指標は共分散構造分析には使用していない.
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表5-6規模別業種別の認知指標の平均値

全 社 小 規 模 中 規 模 大 規 模 .生 活 関連 基 礎 素 材 加 工組 立

小規模 4 3 4 3 12 23

中規模 1 13
サ ン プ ル

大規模 162

Jh 業 、

1 13 10 45 5 8

162 2 7 49 8 6

jlE 数 の

生 活関 連 4 9

、分 布
基礎 素 材 1 17

12 10 2 7 4 9

2 3 4 5 4 9 117

加 工組 立 152 5 8 8 6 152

政府 規 制 3 .7 8 3 .8 6 3 .64 3 .8 6 3 .6 5 3 .9 6 3 .6 9
外 部

社 会要 請 3 .62 3 .8 8 3 .4 6 3 .6 5 3 .3 7 3 .9 0 3 A
要 因

顧 客要 請 4 .03 3 .8 1 4 .0 5 4 .0 7 3 .5 3 4 .0 3 4 .19

リーダーシップ 4 .35 4 .3 5 4 .19 4 .4 6 4 .3 1 4 .3 8 4 .3 3

環 境 従 業員 参加 4 .02 3 .9 1 3 .8 6 4 .16 3 .9 8 4 .0 3 4 .0 2

戦 略 責 任者 権 限 3 .8 9 3 .83 3 .9 3 3 .8 8 3 .8 3 3 .9 1 3 .89

環 境優 先 度 4 .4 0 4 .19 4 .2 3 4 .5 7 4 .2 0 4 .4 9 4 .3 9

工 程対 策 4 .5 3 4 .2 6 4 .3 8 4 .7 1 4 .4 4 4 .5 6 4 .5 5

設 計対 策 4 .3 3 3 .8 8 4 .3 4 4 .44 3 .9 2 4 .3 2 4 .4 6

廃 棄 物処 理 4 .5 9 4 .2 1 4 .5 5 4 .72 4 .6 3 4 .5 0 4 .6 5
組 織

ISO 1400 1 2 .8 8 2 .5 8 2 .畠 2 .98 2 .6 3 2 .8 8 2.9 7

環 境 報告 書 2 .4 5 1.8 8 2 .2 2 2 .75 2 .2 4 2 .4 6 2 .5 0

環 境会 計 2 .2 2 1.5 3 1.9 3 2 .6 1 2 .0 6 2 .2 6 2 .2 5

環 境 廃 水処 理 4 .4 0 3 .9 7 4 .2 5 4 .6 1 4 .3 2 4 .4 7 4 .3 8

パ フ オー 排 ガ ス処 理 4 .3 7 4 .13 4 .2 0 4 .54 4 .2 8 4 .4 5 4 .3 4

マ ン ス C 0 2削減 4 .2 8 4 .02 4 .1 1 4 .4 8 4 .06 4 .3 4 4 .3 1

顧 客 関係 4 .4 4 4 .4 7 4 .3 5 4 .5 0 4 .4 7 4 .4 4 4 .4 4

経 済 共 同解 決 3 .9 3 3 .9 5 3 .8 1 4 .0 1 3 .80 3 .8 6 4 .0 3

パ フ オ ー ク レー ム 3 .3 7 3 .5 3 3 .2 6 3 .4 1 3 .2 4 3 .4 0 3 .3 9

マ ン ス 経 済 効果 3 .7 3 3 .3 3 3 .5 1 3 .9 8 3 .7 6 3 .65 3 .7 8

費用 便益 性 2 .9 1 3 .0 0 2 .88 2 .9 1 2 .9 6 2 .9 1 2 .9 0

納 入 取組 支援 3 .15 2 .8 8 2 .96 3 .3 6 2 .7 9 2 .99 3 .3 9

業 者 技術 支援 2 .85 2 .5 9 2 .6 8 3 .0 3 2 .5 7 2 .73 3 .0 2

支 援 IS0 支援 2 .7 8 2 .5 4 2 .4 7 3 .0 6 2 .52 2 .53 3 .0 5

(出典)著者作成
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表5-7 「環境への取り組みは経済効果が費用を上回っている」の回答別の平均値

3.どちらで

もない

70社　　166社

5.全くその
通り

34社　　　25社

政府規制　　　3.71　　3.73　　　3.81　　　乏芝生　　　3.80

芸雷　社会要請　3.81　3.37　3.59　生避　3.76

顧客要請　　　　3.85　　　　3.96　　　　4.02　　　　4.30　　　　4.12

リーダーシップ　　　4.05

従業員参加　　　3.57

責任者権限　　　3.33

環境優先度　　　4.33

4.23　　　　4.39

3.S　　　　　4.06

3.70　　　　4.02

4.37　　　　4.36

虫垂旦

4&

生星芝

生三重

組織

工程対策　　　　4.33

設計対策　　　　4.05

廃棄物処理　　　4.33

ISO14001　　　　2.8 1

環境報告書　　　2.29

環境会計　　　　2.05

4.60　　　　4.49

4.36　　　　　4.28

4.70　　　　　4.56

2.89　　　　2.87

2.63　　　　　2.37

左望　　　2.06

生三重

4.64

4.62　　　　も堕

2.94　　　　3.(坦

2.41　　　呈避

2.35　　　　　2.44

一-'t't境
廃水処理　　　　4.10

パフオー　　排ガス処理　　　4.29
マンス

CO2削減　　　　4.10

4.37　　　4.49　　　4.71　　　皇道宣

4.34　　　4.46　　　4.85　　　　生避

4.36　　　　4.22　　　　4.44　　　　4.68

ftfc tf

パフォー
マン'ス

顧客関係　　　　4.14

共同解決　　　　3.24

クレーム　　　　3.05

経済価値　　　　2.86

4.33　　　　　4.50

3.89　　　　　3.98

3.46　　　　3.34

3.44　　　　3.78

4.47　　　　皇道4

3.94　　　　4去垣

3.26　　　　も壁

4.00　　　　4.52

取組支援　　　　2.33

技術支援　　　　2.05

ISO支援　　　　2.05

3.16　　　3.15　　　　3.65　　　　旦遡

2.87　　　2.87　　　3.21　　　乏遡

2.87　　　　2.68　　　　3.45　　　　3.75

(出典)著者作成

本章では業種と規模の違いを考察するためにデータCを使って次の4つのデータセッ

トを作成した.業種特性の違いによって全サンプル318社を生活関連型及び基礎素材型

産業(166社)と加工組立産業(152社)の2つに分類した11.さらに企業規模の違いを考察

11本来であれば, 3つの業種別に分析を行うことが望ましいが,共分散構造分析を適用する場合に統計的有意な検定

量を得るためのサンプルとしては生活関連型産業の49社ではサンプル数が少ないと判断し, 2つのグループに分類

している. ・
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するために,従業員数1000人以上の大規模企業(162社)と従業員数1000人未満の中小規

模企業(156社)に分類している.それぞれのデータセットに対して共分散構造分析を適用

することで,業種と企業規模によって発展段階がどのように異なるかを検証する.分析

に使用する認知指標の中には欠損値を含むサンプルが存在する.本来であれば欠損値を

含むサンプルは分析対象から除外することが望ましいが,利用可能なサンプルが少ない

ため本分析では最尤法を用いた推計値で代用する方法を適用した12.

5-3.結果と考察

図5-4から図5-10に,共分散構造分析を用いて推計した変数間の因果関係分析結果を

載せている.長方形の変数は観測変数(既知のデータ)を表し,楕円形の変数は観測デー

タから推計される潜在変数を表す.それぞれの図に記載された数値は-1から1の間で定

義される標準化係数を表しており,債が1に近づくほど強い正の関係性を持つことを意

味する・また,分析結果の適合度を表すComparative Fit Index(CFI)とRoot Mean Square

Error of Approximation(RMSEA)を各図に記載する13. CFIが1に近いほど, RMSEAが0

に近いほどモデルの適合度が良いことを意味する.各モデルには規模ダミー(1-従業員

1000人以上, 0-従業員1000人未満)と業種ダミー(1-生活関連型&基礎素材型, 0-加工組

立型)を設定しており,有意なパス係数のみ表示した14. 「***」, 「**」, 「*」はそれぞれ,

1%, 5%, 10%水準でパス係数が有意であることを意味する.

本研究では,図5-1で示した分析フレームに基づき共分散構造分析モデルを作成し,

計算を行った.その際に,潜在変数間のパス係数をどのよう・に仮定するのが最もモデル

全体の適合度が高まるかという点に留意し, Amos7.0のオプション機能である「探索的

モデル特定化」によって,異なるパス係数の組み合わせを仮定したモデルを複数作成し,

それぞれのモデルの計算結果を比較することで,最も説明力が強いモデルを導き出す.

モデルの適合度は赤池情報量基準によって判定される.

5-3-1.パフォーマンス指標に経済学的アプローチを適用した分析結果

(!)・　パフォーマンス指標に統合生産効率性を用いた分析結果

図5-4にモデルBlの分析結果を示す.分析結果より外部要因から環境戦略,環境戦

略組織,組織から統合生産性-正で有意なパス係数が確認出来た.従って,企業は知覚

した外部要因を環境戦略の策定に反映させ,その戦略を元に組織を構築することで効率

的な生産を行い,最終的には業界内で先進的なパフォーマンスを達成するという因果関

12

13
観測出来ない欠損データは観測可能なデータの条件付き確率関数とみなし,最尤法を用いて推計を行う方法.

共分散構造分析の適合度を表す指数では,一般にGeneral FitIndex(GFI)が利用されるが,本分析では欠損値の推計

を行っているためGFIを得ることが出来ない.従ってCFIとRMSEAの二つの指標で適合度を検証する.
14

図5・6と図517の規模別の分析には規模ダミーを設定しない.また,図5・8と図5-9の業種別の分析には業種ダミ
-を設定しない.
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係性が存在すると言える・特に組織から統合生産効率性の関係性から,組織体制が発達

し環境-の取り組みが積極的な企業は,同一業種内においてフロンティアライン上,も

しくはその近傍に位置していることを示唆している.業種ダミーの結果より,生活関連

及び基礎素材型産業が外部からの圧力を強く知覚している.さらに規模ダミーより,中

小規模企業に比べて大規模企業の環境戦略と組織がより成熟していると言える.

図5-4　モデルBlの分析結果

(出典)著者作成

(2).パフォーマンス指標に統合環境効率と市場生産効率性を用いた分析結莱

図5-5にモデルB2の分析結果を示す・外部要因,環境戦略,組織の3つの潜在変数

間の関係はモデルBlの分析結果とほぼ同じであるが,企業の内部要因とパフォーマン

ス指標と.の関係性に違いが見られる.まず,組織から統合環境効率性-のパスは正であ

るが有意ではない・この背景には,組織を構成する観測変数の組み合わせと統合環境効

率性が表すパフォーマンスが整合していない可能性が指摘できる.次に統合環境効率性

から市場生産効率性-のパス係数が有意で正であることから,統合環境効率性が高い企

業は市場生産効率性も高いことを示唆している.
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5-3-2.パフォーマンス指標に認知指標を適用した分析結果

(1). 318社全体の分析結果

図5-6はモデルCによる318社すべてを対象に計算を行った分析結果である.この結

果から次のことが分かる・第1に,外部要因は環境戦略に対して有意な正の関係にある

(係数値0.53, 1%水準で有意)・外部要因には,企業の環境汚染に対する行政および地域

社会からの圧九さらに取引先の要請が含まれている・これらの外部要因が環境戦略に

強い影響を与えているのは,企業の社会的責任意識の高まりが,行政,社会,市場から

の要請をより真撃に受け止め,企業政策に反映されたためと考えられる.一方で,この

外部要因は,組織の行動に対しては有意ではないことから,外部要因と組織の環境-の

取り組みとの間に直接的な強い関係性があるとは言えない.

第2に,環境戦略は環境および経済パフォーマンスの両方を有意に強める影響を持っ.

これは,腐境経営の戦略あるいは方針を明確にすることが環境パフォーマンスのみなら

ず,同時に経済成果も向上させることを示している.なお,環境戦略は組織の環境-の

取り組みを有意に強めている(係数値0.60, 1%水準で有意)・このことは,企業による環

境行動を実質化していくためには,戦略的な方針が明確化されていくことが重要である

ことを示している・これは,トップマネジメントのリーダーシップが働き環境戦略が明
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確化されると,環境管理責任者の行動や参加型の取り組みが強められ,そのことが組織

の環境行動を促進するからであると考えられる.

第3に, ISO14001や環境対策取り組みなどで構成される組織が強められると,環境パ

フォーマンスには有意に正の影響を与えるが(係数値0.32, 1%水準),経済パフォーマン

スには有意ではないが弱いマイナスの影響である(係数値-0.14).従って,現時点では国

内製造業において環境-の取り組みが事業活動の経済パフォーマンスを直接的に高める

と結論することはできない・この分析結果は3章で得られた環境-の取り組みが経済性

を圧迫している企業が数社存在している点とも整合していると言える.

第4に,環醇パフォーマンスと経済パフォーマンスの間には,正の有意な関係が罷め

られた(係数値0.36, 1%水準).環境パフォーマンスを高めることは経済的にもプラスで

あると考えられることを示している.したがって,環境パフォーマンスと経済パフォー

マンスの関係は,環境の経済的効果が環境費用を上回るとは断定できないものの,両者

はトレード・オフではなく両立的関係に向かっていることが確認できた.

以上の点から　318社全体の分析結果を発展段階の図と比較すると,国内製造業は.7)

アクティブ(後期)からプロアクティブ-の過渡期にあると推測できる.

従業員参加 責任者権限

サンプル数=318

自由度=219

CFI=0. 773

RMSEA=0. 088 図5-6　318社の分析結果

(出典)著者作成
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(2).規模別での分析結果の比較

図5-7にはモデルCで従業員数1000人未満の中小企業のみを計算した分析結果を,

図5-8には従業員数1000人以上の大規模企業のみで計算した分析結果を載せている.こ

れら2つの分析結果を比較しながら考察を行う.両分析結果とも潜在変数間のパスの符

号と有意性は,図5-6と似た傾向を示している.一方で,各潜在変数から認知指標-の

パスは異なる傾向を見せている.本項では潜在変数から認知指標に向かうパス係数の違

いに着目した規模別の比較分析結果の考察を行う.規模別分析結果の比較分析を表5-8

にまとめる.

外部要因を構成する3指標に注目すると,中小規模企業では顧客要請と比較して政府

規制や社会要請が高い値をとっているのに対し,大規模企業では大きな違いは見られな

い・これは中小企業が環境戦略を策定する上で,強く認知する外部要因は政府規制と地

域社会からの要請であるが,大規模企業では中小規模企業に比べて市場や顧客からの環

境保全-の要請を取り入れた戦略決定を行っていることを示唆している.

環境戦略の構成指標では,中小規模企業では環境優先度が低く,他3指標が高い値で

あるが,大規模企業ではその順序が逆転している.この結果から,中小規模企業ではト

ップと従業員,さらに環境管理責任者が環境戦略の策定に大きな役割を担っている.i

方で,大規模企業では環境管理責任者による権限の寄与率が低いが,これは環境経営に

取り組むという目標を企業全体で共有している点が理由として挙げられる.つまり大規

模企業ではある一部の組織や担当者が環境経営の実践のためにイニシアチブをとるので

はなく, ISO14001認証や環境報告書作成などを通じて企業全体に環境経営が浸透してい

るため,環境戦略を決定する要因も企業全体の意見を反映させたものであると推測でき

る・逆に中小規模の環境戦略にはリーダーシップや責任者権限が高いことから,環境散

り組みの目標設定などには現場の従業員よりもトップや環境管理責任者の意見が反映さ

れていると考える.

組織の構成指標では,大規模企業のISO14001が有意ではないことから,図5-8の分

析結果の組織にはISO14001の違いが反映されていない.これは,大規模企業のほとん

どすべてでISO14001認証が取得済みであり,企業間で差が得られなかったためである.

その他5指標ついては, 1%水準で有意であることから,環境戦略で策定された目標や方

針は,企業の環境行動を推進させる働きを持つと言える.

環境パフォーマンスの構成指標を比較すると　CO,削減-のパス係数の値に差がある

ことが分かる.この遣いから,中小規模企業は企業の環境取り組みの結果として改善す

る環境パフォーマンスは主として廃水・排ガスの負荷削減であり　co2削減は比較的小

さいと言える.一方で,大規模企業では廃水・排ガス　c02の寄与率がほぼ同程度であ

ることから,地球温暖化対策を含めた包括的な取り組みにより環境パフォーマンスが改
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善され,その結果,経済パフォーマンスの上昇を達成していると理解できる.このよう

に,潜在変数間の関係性が同じような傾向にある場合でも,その構成指標の寄与率が異

なる場合には,得られる結果の意味合いが違う点を留意する必要がある.

経済パフォーマンスの構成指標では,共同解決,クレーム,経済効果の3指標では寄

与率が類似しているが,顧客関係,費用便益性のパス係数には違いが見られた.大規模

企業では環境パフォーマンスや環境戦略から得られる経済パフォーマンスの改善は,環

境経営から得られる便益よりも,顧客との関係性をより強剛こする働きを見せている.
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図5-8　大規模企業の分析結果

(出典)著者作成

表5-8　規模別の共分散構造分析結果の比較表

外部要因　　　環境戦略　　　　組耗
環境パフォーマン　経済パフォーマン

ス　　　　　　　　　　　　ス

政府規制・地

中小規模　域社会から
の要請を強

企業の分　く認知.顧客

析鰭果
からの要請
の認識は低
91

トップと従業
負,さらに環境
管理責任者が環
境戦略の策定に
大きな役割を担
っている.

工程対策と

設計対策の

寄与率が高
い.

ISO14001は

有意に寄与

している.

環境取り組みの結
果として改善する
環境パフォーマン
スは主として廃
水・排ガスの負荷削

減であり, co2削減
は比較的小さい.

顧客関係や共同解
決などの競争優位
性に加えて,環境
経営から得られる
便益を重視.

政府規制・地

大規模企　域社会から
の要請に加

業の分析　えて,市場・

結果
顧客・消費者
の要請を強
く認知

一部の組織や担

当者が環境経営

の実践のために

イニシアチブを

とるのではな

く,環境経営に

取り組むという

目標を企業全体

で共有してい
る.

ISO14001が

反映されて
いない.環
境報告書と
工程対策が
強く寄与し
ている.

廃水・排ガス　c02
の寄与率がほぼ同

程度であり,地球温
暖化対策を含めた
包括的な取り組み
により環境パフォ
ーマンスが改善さ
れる.

環境経営から得ら
れる便益よりも,
顧客との関係性を

より重視した構
成.

(出典)著者作成
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(3).業種別での分析結果の比較

図5-9にはモデルCで生活関連型と基礎素材型企業のみを計算した分析結果を,図

5-10には加工組立型企業のみで計算した分析結果を載せている.これら2つの分析結果

について潜在変数間のパス係数に着目して考察を行う.注目すべきは図5-9,図5-10の

業種別で行った分析結果と図5-6の318社の分析結果では潜在変数間のパス係数が異な

っている点である.特に両分析結果で環境パフォーマンスから経済パフォーマンス-の

パス係数が有意ではない.これは各業種内の企業間関係において環境パフォーマンスが

高い企業が,必ずしも経済パフォーマンスが高いとは言えないことを示している.言い

換えれば,図5-6の318社で得られた環境パフォーマンスから経済パフォーマンス-の

有意な正のパス係数は,業種特性が異なる企業を一緒に計算することで得られた可能性

が指摘できる.さらに生活関連及び基礎素材型の分析結果では,組織から環境パフォー

マンスへのパス係数が有意ではない.この結果が得られた理由としては,組織の構成指

標の寄与度の違いが指摘できる.図5-9では環境報告書,環境会計, ISO14001の組織体

制で強く認知しているのに対し,図5-10では工程・設計対策や廃棄物処理などの取り組

みの寄与度が高い.工程・設計対策はクリーナープロダクション的手法であり,加工組

立型では製造プロセスの効率化で一定の効果が期待できるが,基礎素材型では触媒の利

用や精錬・鋳造によって製品製造を行うため・,製造工程を効率化するためには技術革新

が必要となる.また,環境パフォーマンスの構成指標も,生活関連型・基礎素材型では

廃水・排ガス対策がメインとなっているのに対して,加工組立型ではCO。削減が最も大

きいことから, 2つの業種では組織と環境パフォーマンスが表す意味は異なっていると

言える.
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図5-9　生活関連型及び基礎素材型の分析結果

(出典)著者作成



5-4.まとめ

本研究は国内製造業企業を対象に,環境パフォーマンスと経済パフォーマンスの関係

の成立する仕組みを,資源ベース論を用いながら環境戦略・組織特性の要因によって説

明を行った.分析結果より,一連の因果関係プロセスとして,環境規制や市場要請等の

外部要因が環境戦略に作用し,環境取り組み強めて環境パフォーマンスの向上が達成さ

れ,最終的には経済パフォーマンスを改善させるという関係が明らかとなり,環境と経

済を両立させるメカニズムの一部を明らかにすることができた.この因果関係メカニズ

ムを明らかにしたことは,持続的な社会の構築に向けた企業の環境行動を促進する政策

の展開について理論的な裏付けを与える.主な結論を下記にまとめる.

1.組織の構成指標である工程対策,設計対策,廃棄物処理, ISO14001,環境報告書,環

境会計と,環境パフォーマンスの構成指標である廃水処理,排ガス処理　co2対策で

は,企業規模が上昇するにつれて認知指標が上昇する傾向にあるため,規模に関して

経路依存的であると推測される.

2.環境取り組みを積極的に行う企業のすべてが費用を上回るほどの経済的便益を環境

経営から得ることは出来ていないが,環境経営から得られる便益が費用を上回ってい

る企業では,他の企業に比べて積極的に環境-の取り組みを行っている・

3.得られた共分散構造分析結果すべてで,外部要因から環境戦略,環境戦略から組織-

の影響が正で有意に効いていることから,国内製造業の企業では政府・社会・顧客か

らの要請を環境戦略で知覚し,明確な目標や方針を策定することで組織体制や環境保

全取り組み-と反映していると言える.

4.パフォーマンス指標に経済学的アプローチを適用した分析結果から,企業は知覚した

外部要因を環境戦略の策定に反映させ,その戦略を元に組織を構築することで効率的

な生産を行い,最終的には業界内で先進的なパフォーマンスを達成するという因果関

係性が示された.

5.認知指標でパフォーマンス評価を行った分析結果では,環境パフォーマンスから経済

パフォーマンス-の影響は,サンプル全体と規模別の分析結果では有意な正の関係が

見られたが,一方で業種別の分析結果では有意性は得られなかった.従って,業種が

浪在している製造業全体としては環境と経済の両立可能性を得ることが出来たが,そ

の「方で,同一業種内においてはかならずLも環境パフォーマンスが高い企業が,高

い経済パフォーマンスを達成しているとは言えないことを示唆している・
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補足:アンケート調査表

日本企業の環境行動に関する質問調査票

肯 I".fl

ご記 入 者 名 役 職 名

I　数字等の記入あるいは当てはまる数字をOで囲んでください.

以下のデータは企業グループの連結データではなく,単体データでお答えください.

(1)貴社の2006年末の従業員数(　　　　　　人)

(2)主たる事業分野　　(　　　　　　　　　　　　　　)

(3)主たる事業の内容　①完成品を製造している　②部品・材料の生産・加工をしている

(4)貴社の売上高をご記入ください

単体ベース　2006年(

(5)貴社の証券コード　　　　　(

百万円)

Ⅱ　貴社の環境経営に関する組織体制についてお尋ねします.当てはまる数字をOで囲んでください.

全
く

無
い

ど

真吾
い

全

_-III+:I-I
り

(1)環境問題に対するトップのリーダーシップは強い

(2)環境経営のために従業員が積極的に参加している

(3)環境管理者の会社内の発言力は強い

(4)環境対策に関する政府の規制・指示は強い

(5)環境対策に関する地域社会の要請が強い

1　　2　　　　3

1　　2　　　　3

1　　2　　　　3

1　　2　　　　3

1　　2　　　　3

(6)環境対策に関する顧客(取引先または市場)の要請が強い　1　2　　　3

4　　5　　6

4　　5　　6

4　　5　　6

4　　5　　6

4　　5　　6

4　　5　　6

(7)環境報告書・サステナビリティ報告書を作成している( ①はい　　②検討中　　③いいえ)

(8)環境会計を導入している　　　　　　　　　　　　( ①はい　　②検討中　　③いいえ)

(9)ISO14001を取得している　　　　　　　　　　　　( ①はい　　②検討中　　③いいえ)
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Ⅱ　貴社の取引関係についてお尋ねいたします.当てはまる数字をOで囲んでください.

全
く

無
M

ど

I:-: --Ii.
t・ヽ

全

-招=-
り

(1)納入企業に環境対策取り組みで支援している

(2)納入企業に環境技術の改善を支援している

(3)納入企業によるISO14001取得を支援している

(4)顧客または取引先との取引関係は安定している

(5)顧客と共同で間旗解決に取組む姿勢が強い

(6)顧客からのクレーム数が多い

1　　2　　　　3

1　　　2　　　　3

1　　　2　　　　3

1　　　2　　　　3

1　　　2　　　　3

1　　2　　　　3

4　　　5　　　6

4　　　5　　　6

4　　　5　　　6

4　　　5　　　6

4　　　5　　　6

4　　　5　　　6

Ⅳ　貴社の環境への取り組みについてお尋ねいたします.当てはまる数字をOで囲んでください.

(1)地域社会の環境保全活動に貢献している

(2)製造工程での環境対策に取り組んでいる

(3)環境志向の製品設計・開発を行っている

(4)廃棄物の再利用・再資源化に取り組んでいる

(5)生産性の向上を重視している

(6)利益増大を重視している

(7)環境負荷の削減を重視している

(8)従業員に対する環境教育・研修を行っている

(9)従業員の仕事上の事故はほとんどない

(10)環境-の取り組みは一定の経済効果が得られている

(ll)環境-の取り組みは経済効果が費用を上回っている

(12)廃水処理対策に積極的にとり組んでいる

(13)大気汚染対策に積極的にとり組んでいる

(14) cO2排出削減に積極的である

(15)環境対策を進める上で予算が制約となっている

(16)環境対策を進める上で技術者不足が制約となっている

(17)環境対策を進める上で技術力不足が制約となっている

(18)環境対策を進める上で経営理解が制約となっている

(19)環境対策を進める上で法的規制が制約となっている

(20)環境対策を進める上で横断的な協力関係の不足が制約
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く

無
い

1

1

2

2

1　　2

1　　2

冒
S

*

3

3

1　　2　　　　3

4

4

4

4

4

1　　2　　　　3　　　　4

全

く　非
T^^m:-

の　当
通

5

5

5

5

5

5

1　　2　　　　3　　　　4　　　5

1　　2　　　　3　　　　4　　　5

1　　2

1　　2

1　　2

1　　2

1　　2

1　　2

1　　2

3　　　　4　　　5

3　　　　4　　　5

3　　　　4　　　5

3　　　　4　　　5

3　　　　4　　　5

3　　　　4　　　5

3　　　　4　　　5

1　　2　　　　3　　　　4　　　5

1　　2　　　　3

1　　2　　　　3

1　　2　　　　3

1　　2　　　　3

4　　　　5

4　　　5

4　　　5

4　　　5

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6
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第6章　結論

本研究では,企業の環境保全取り組みの評価・構造・費用に対して,経済学的アプロー

チと経営学的アプローチの2つの視点から検証を試みた.経済学的アプローチでは,環境

パフォーマンスの包括的な評価手法の開発,環境保全取り組み費用が経済効率性に与える

影響の評価方法の構築,異なる生産規模・環境保全技術水準を持つ企業群に対して効果的

な環境投資を行うための優先順位を決定する分析フレームの作成を行った.さらに各方法

論に実データを適用した実証分析を行い,その有効性を明らかにした.経営学的アプロー

チでは,途上国企業に環境経営を導入するインセンティブを提示するための実践的かつ説

得力のある説明を行なうために,企業の内部要因である環境経営戦略や組織体制に重点を

置き,環境-の取り組みがどのよう、な因果構造メカニズムによって経済的パフォーマンス

を改善させているかを,国内製造業企業を対象とした分析によって明らかにした.

以下に第2章から第5章の結論についてまとめる.

第2章では環境パフォーマンスを計る代表的な指標として多くの企業の環境報告書や

csR報告書で採用されている環境効率に着目し,その特性と問題点を整理したうえで

DataEnvelopmentAnalysis (DEA)とInverted DEAを適用することにより,各企業にと

って最適な環境経営戦略の提示や包括的な視野からのトップランナーの特定が可能な環境

パフォーマンス評価方法の構築を行った.得られた結論を下記に記す.

1. DEAによる複数指標を用いた統合環境効率指標を利用することにより,消費者や株主

に企業の環境パフォーマンスの全体像がより分かりやすく示すことが可能である.

2. DEA t InvertedDEAの分析結果より,業界内での自社のポジショニングが特定可能と

なり,非効率な企業にとっては自社と他社の違いを明確にすることによって,将来的

な環境経営の意思決定で,参考にすることができる.

第3章では,企業の環境-の取り組みについてDirectional Distance Function(DDF)による

環境汚染物を考慮した生産性分析を適用し,企業が経済効率を圧迫することなく環境負荷

削減を達成しているかどうかについて特定可能な分析フレームの構築を行った.結論を下

記に記す.

3. DDFを用いた分析フレームにより,企業が経済性を圧迫せずに環境保全取り組みを達

成しているかの特定を行うことが可能である.この分析フレームは,今後施行を予定

している国内版Reachや国内外における環境汚染物質の排出規制が,異なる業種特性
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を持つ製造業企業にどのような経済的インパクトを与えているかを評価するのに有用

である.

第4章では,異なる生産規模や生産技術水準を持つ複数の企業において,限られた投資

予算に対して最大の効果が得られるような配分を導き出す分析フレームの構築を行った.

また,企業データを得ることが先進国に比べて難しいとされる途上国企業に対して適用可

能な分析とその有効性についても検証を行った.得られた結論を下記に記す.

DDFを用いることで限界削減費用と削減ポテンシャルが推計可能であり,これらは予

算配分の優先順位を設定する目安になる. DDFを用いたアプローチでは大規模なデー

タセットを必要としないため,特にデータを得ることが困難と予想される途上国企業

に対して有効であると考える.

第5章では,国内製造業企業において,環境取り組みが外部圧力や環境パフォーマンス

と経済パフォーマンスにどのように関係しているのかを明確にするとともに,環境と経済

を両立させるメカニズムの一部を明らかにすることができた.さらに,環境-の取り組み

が長期的には経済パフォーマンスを改善させるという仮説を実証したことで,途上国企業

に対してより実践的で説得力のある説明が可能となり,持続可能な社会の構築に向けて途

上国企業の環境取り組みを促進させる理論的な裏付けが得られた.主な結論を下記に記す.

5.パフォーマンス指標に経済学的アプローチを適用した場合には,企業は知覚した外部

要因を環境戦略の策定に反映させ,その戦略を元に組織を構築することで効率的な生

産を行い,最終的には業界内で先進的なパフォーマンスを達成するという因果関係性

が示された.

6.パフォーマンス指標に認知指標を適用した場合では,業種が浪在している国内製造業

全体としては,環境と経済の両立可能性を得ることが出来たが業種別での分析結果で

は同様の結果を得ることが出来なかった.この結果は,同一業種内においてはかなら

ずLも環境パフォーマンスが高い企業が,高い経済パフォーマンスを達成していると

結論付けることは出来ない.

7.パフォーマンス評価に経済学的アプローチを用いたモデルと認知指標を用いたモデル

の分析結果すべてで,外部要因から環境戦略,環境戦略から組織-の影響が正で有意

に効いていることから,国内製造業の企業では政府・社会・顧客からの要請を環境戦

略で知覚し,明確な目標や方針を策定することで組織体制や環境保全取り組み-と反

映していると言える.
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